
独立行政法人国立病院機構

平成20年度業務実績評価シー ト

※ 独立行政法人国立病院機構の病院数は、平成20年 12月 1日

の南横浜病院の廃止により、146病 院から145病 院に減少して

いるため、評価シート内における実績については、集計時期日内容

により146病 院の場合と145病 院の場合が存在している。
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中 期  日  襦 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 2 国 民に対 して提供するサー ビス

その他案務の質の向上に関する事

項

国立病院機構は、国民の健康に

重大な影響 のある疾病に関する医

療 と地域 の中で信頼 され る医療を

行 うことを基盤 としつつ、時に高

度先駆的医療 、難治性疾患等に対

す る医療 、歴史的 ・社会的な経緯

により担 つてきた医療及び国の危

機管理や積 極的貢献が求め られ る

医療 として別1に示す分野 (男1記)

を中心 として 医 療の確保 ととも

に質の向上を図ること。

併せて 我 が国の医療の向上に

貢献す るた め 調 査研究及び質の

高い医療従事 者の養成を行 うこと。

1 診 療事業

診療事業については 国 の医療政

策や国民の医療需要の変イヒを踏まえ

つつ、利用者 である国民に対 して、

患者の 目線に 立 った適切な医療を確

実に提供す る とともに、息者が安心

して安全で質 の高い医療が受けられ

るよう取 り組むこと.

(1)患 者の日線 に立つた医療の提供

患者 自身が医療の内容を理解 し、

治療の選択 を 自己決定で きるよう

にするため  医 療従事者による説

明 相 談体制を充実するとともに、

息者の視点でサービスを点検する

ために患者満足度を測定 し そ の

結果について適宜、分析 検 討を

行 うことに よ り 国 立病院機構が

提供す るサー ビス内容の見直 しや

向上を図るこ と。

また、主治医以外の専門区の意

見を聞くこ との できるセカ ン ドオ

ピユオン制度を導入すること.

第 1 国 民に対 して提供するサー ビス

その他業務の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべ き惜置

国立病院機構は、国民の健康に

重大な影響のある疾病に関す る医

療 とともに地域の中で信頼 される

医療 を行 うことによ り 公 衆衛生

の向上及び増進に寄与す ることと

する。 このため、医療の提供、調

査研究及び医療従事者の妻成 を着

実に実施する。

診察事業

診療事業においては、利用者であ

る国民に満足 され る安心で質の高い

医療 を提供 していくこ とを主たる目

標 とする.

(1) 患者の日線に立つた医療0提 供

分か りやすい説明 と相談 しやす

い環境づくり

患者が医療の内容 を通切に理解

し 治 療の選択 を患者 自身ができ

るように説明を行 うとともに、相

談 しやすい体制をつ くるよ う取 り

i■む。

また 患 者満足度調査における

医療従事者の説明に関す る項目に

ついて、特に 平 均値以下の評価

の病院については、医療従事者の

研修を充実する等により、平均値

以上の評価 を受けられるよう改善

を図る.

国民に対して提供する

サービスその他業務の質

の向上に関する目標を達成

するためにとるべき措置

診療事業

(1)患 者の目線に立った医療

の提供

① 分 かりやすい説明と相談

しやすい環境づくり

各病院は、平成 19年 度
に実施した患者満足度調査

の分析結果を基に、引き続

き必要なサービスの改善を

行う。

第 1 第 1 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上 関する目標を達成するためにとるべき措置

診療事業

(1)患 者の目線に立った医療の提供

① 分 かりやすい説明と相談しやすい環境づくり

1.平 成20年 度患者満足度調査の概要

患者満足度調査については、患者の目線に立ち国立病院機構全体のサ
ービスの向上を図ることを目的に、平成20年 度も

実施した。入院は調査期間 (平成 20年 6月 30日 から平成 20年 7月 29日 まで)の 退院患者のうち協力の得られた

20, 330名 、外来は調査日 (平成 20年 6月 30日 から平成 20年 7月 4日 までの病院任意の2日 間)に 来院した外来

患者のうち協力の得られた34, 062名 について調査を行つた。

平成 19年 度調査に引き続き設間は、全体的にネガティブな設間とし、患者の調査に対する心理的障害を取り払い、本音

を引き出しやすくすることにより、調査精度の向上と客観性を追求するi・J査方法としている。

また、患者の匿名性を担保するため、記入された調査票については、病院職員が内容を確認することが出来ないよう患者

が厳封したものを各病院から本部に直送しており、集計に当たっても個人が特定されることがないようにするなど患者のプ

ライバシーに十分配慮し実施している。

平成20年 度調査の結果は、総合評価をはじめ、中期計画に掲げられている重要項目である 「分かりやすい説明J、「相談

しやすい環境づくり」に関して、平成 16年 度平均値を上回る満足度が得られた病院数が増加し、着実に改善が図られた。

なお、全調査項目において、満足度の下がった項目はない。



中 期  目  機 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 回 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

平均ポイント                平 均ポイント

平成 16年 度 4 310( 89病 院)→  平 成20年 度 4 508(123病 院)

駒戎16年 度 4 423( 97病 院)→  平 成20年 度 4 577(121病 院)

駒戒16年 度 4 352( 78病 院)→  平 成20年 度 4 516(115病 院)

コ成16年 度 3 920(101病 院) > 平 成 20年 度 4 097(135病 院)

平成 16年 度  3 996(102病 院)一 ・ 平成 20年 度  4 177(139病 院)

平成 16年 度 3 847(106病 院)→  平 成 20年 度 4 115(139病 院)

※括弧書きは、平成 16年 度の平均ポイントを上回る病院数

平成 19年 度   平 成 20年 度

77病 院実施 →  94病 院実施

23病 院実施 →  29病 院実施

35病 院実施 →  35病 院実施

19病 院実施 →  20病 院実施
7病院実施 →   8病 院実施

10病 院実施 →  13病 院実施

8病院実施 →  lo病 院実施

2.患 者満足度を向上させるための各病院の取組

(1)分かりやすい説明に係る取組例

① ク リティカルパスを積極的に活用し治療方針、治療経過等について分かりやすい説明に努めているとともに、既に用

いているパスが患者にとってより分かりやすい様式となるように見直しを行っている。

また、カンファレンスや看設計画の策定に患者 家 族が参加出来るようにし、治療方針の策定の経緯を明らかにする

ことにより高い理解が得られる取組を行っているほか、
・治療方針等の説明は、医学用語等専門的な言葉の使用はできるだけ避け、必要に応じて模型、各疾患毎のパンフレ

ット、ビデオ等を活用して患者の理解度に合わせ平易で1 寧́な説明に心がける
・説明等に看護師長が同席し、分かりにくい部分を簡単な言葉を用いて看護師長が表現する
・患者 ・家族を対象とした疾患毎の勉強会を開催している

などにより、患者にとって分かりやすい説明に努めている。

【クリティカルパスの実施件数】 ※ クリティカルバスについては22頁 に記載

平成 19年 度  226, 845件  →  平成 20年 度  243, 729 件  (平 成 15年 度 97, 389件 )

② 患 者に退院後の食事療養を理解してもらうため、患者及びその家族を対象として、様々な健康状態に対しての集団栄

養食事指導 (集団勉強会)を 開催し、正しい食生活の改善方法の指導及び悩みや不安の解消に努めている。また、専門

病院では患者の要望により、病院独自の内容で相談会を実施している。

【調査結果概要】
・入院 :総合評価

分かりやすい説明

相談しやすい環境づく
.外来 :総合評価

分かりやすい説明

相談しやすい環境づく

・糖尿病教室
・高血圧教室
・母親教室
・心臓病教室
・腎臓病教室
・離乳食 ・調撃L教室

肥満教室

(特徴のある病院での独自集団勉強会)
・京都医療センター 「メタポリックシンドローム会」
・静岡てスンかん医療センター 「てんかん教室J

③ 患 者が医療知識を入手しやすいように、医学資料を開覧できる図書コ
ーナーや情報室 (がん専門の場合は、『がん相

談支援室』)を 設置しており、図書コーナ
ーにおいては、患者が理解しやすい書籍を中心に蔵書数を増やし、fll用向上

に努めている。

【患者閲覧用蔵書数】

平成 19年 度 25, 696冊  →  平 成 20年 度 28, 867冊 (平成 17年 度 9, 255冊 )



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)相談しやすい環境作りに係る取組例

全ての病院において医療相談窓口を設置し、患者が相談しやすい環境を整備しており、プライパシーの保護にも考慮し、

窓日のlE室化を推進することにより126病 院が個室化している。

※残り19病 院についても、第二者に会話が聞こえないように、パーテーションなどの仕切等を設けている。

また、診察中の心理的、経済的諸問題などについて、相談に応じ解決への支援を行う医療ソーシャルワーカー (MSW)

を配置しており、平成 20年 度においては、MSWを 37名 増員することにより、患者の立場に立ったよりきめ細やかな

対応を行える相談体制の更なる充実を図った。

IMSWの 配置状況】

平成 19年 度 109病 院 192名  →  平 成20年 度 113病 院229名 (平成 16年 度 55病 院 71名 )

また、全病院が投書箱を設置しており苦情等に対する改善事項を掲示板に貼り出すなど患者への周知を行っているとと

もに、
・外来ホールの総合案内へ看護師長等担当者の配置 ・  100病 院実施
・ホームページに医療相談窓日の案内の紹介欄、問い合わせ欄の設置 ・・・122病 院実施
・医療相談窓口で随時薬剤師が薬剤の質問や相談に対応できるよう体制を整備している ・ ・116病 院

等の取組を行うことにより、患者が相談 t′やすい環境作りに努めている。

【説明資料】

資料 1:患 者満足度調査の概要 〔1頁〕

資料 2:集 団栄養食事指導の概要 〔8頁 〕

資料 3:分 かりやすい説明と相談しやすい環境づくり 〔15頁 ]

資料 4:分 かりやすい説明に係る取組 (福井病院 「放射線診療説明用掲示物の作成J)(19頁 〕



中 期  目  標 中 期 l l口 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② セ カンドオピニオン制度の実施

日立病院機構において、息者が

主治医以外の専門医のアドバイス

を求めた場合に適切に対応できる

ようなセカンドオピニオン常1度を

導入し、中期目標の期間中に、全

国で受け入れ 対 応できる体制を

整備する。

セカンドオピニオン制度

の実施

セカンドオピニオン制度
の充実に向け、引き続き相

談しやすい環境 (専門医の

情報提供等)を 整備してい

く。

また、セカンドオピニオ

ン窓口の設置病院を全都道

府県に増やし、質 ・量とも

に向上を図る。

② セ カンドオピニオン制度の実施

1.セカンドオピニオン制度の実施状況
患者の目線に立った医療を推進するためセカンドオピニオンの環境整備に努めており、セカンドオピニオン希望者を受け

入れるためのセカンドオピニオン窓日の設置や、セカンドオピニオンを求めて来院する患者への情報提供及び自院以外でセ

カンドオピニオンを希望する患者が他院を受診するための情報提供書の作成を行うなどセカンドオピニオンの推進を行つ

た。

(1)セカンドオピニオン窓口設置病院数

平成 19年 度 123病 院  →  平 成 20年 度 129病 院 (平成 15年 度 7病院)

(平成 17年 度 2, 731名 )

セカンドオビニオン提供者

平成 19年 度2, 546名  →  平 成 20年 度2, 928名

(3)セカンドオピニオンのための情報提供書作成数

平成 19年 度 1,071件  →  平 成 20年 度 1, 064件

【説明資料】

資料 51セ カンドオピニオン窓口設置病院の格移及び料金体系 〔21頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

③ 患 者の価値観の尊重

患若満足度調査 を毎年実施 し

その結果 を踏 まえて息者の利便性

に考慮 した多様な診療時間の設定

や待 ち時間対策な どサー ビスの改

善を図 る.特 に 患 者満足度調査

の結果、調査項 目全体の評価結果

について平均値以下の評価の病院

については、サー ビス内容 を具体

||に見直 し 平 均値以上の評価 を

受けられるよう改善を図る。

患者の価値観の尊重

平成 19年 度までに実施

した患者満足度調査の分析

結果を参考に、引き続き必

要なサービスの改善を進め

る。治療の選択に患者の価

値観が反映されるよう患者

に身体や疾病に関する情報

を提供できる環費を整備す

るために、図書コーナー等

の整備、患者 ・家族を対象

とした院内研修会などを引

き続き行う。
また、各病院におけるサ
ービス改善を経年的にとら

えるため、平成 20年 度に

おいても患者満足度調査を

実施する。

③ 患者の価値観の尊重

1.イ ンフォームド コ ンセント推進への取組

O 「 インフォームド・コンセントの更なる向上のために」の策定

インフォームド コ ンセントについては、lJとんどの病院において既に検討し実施している実情にあるが、平成 19年

度から開催している 「中央医療安全管理委員会」において、患者に対し適切な説明を行い、理解を得ることが望ましいと

考えられる内容についての議論を重ねてきた。

このような中、インフォームド・コンセントを行うにあたつての基本的な考え方や留意すべき点など必要最低限の事項

を整理し、インフォームド・コンセントの更なる向上のために各病院に発信すべきとの考えのもと、平成21年 3月 に「イ

ンフォームド・コンセントの更なる向上のために」を策定したものである。これにより、各病院は必要な事項を取り入れ

るなど自院の実施状況を見直すことによって体制強化を図ることに繋がる。

平成 21年 度より運用を開始し、国立病院機構におけるインフォームド・コンセントの実施体制をなお一層推進してい

くこととしている。

【具体的内容】

①意義、②一般的対象事項、③説明範囲、0危 険性の説明、⑤頻度、⑥説明者、⑦説明の対象者、③家族等への説明、

⑨説明時間及び場所、⑩説明の進め方、⑪セカンドオピニオンの説明、⑫診療録への記録、⑬同意能力なき者への説明、

⑭説明の省略

2「 個月」の診療報酬の算定項目の分かる明細書」の発行

(1)全病院で希望者への発行

平成 18年 度の診療報酬改定に伴い、明細書の発行については国立病院機構全病院で、求めがあつた場合には明細書を

発行することができる体制となっている。

また、明細書交付の普及に貢献していく観点から、発行手数料については無料とし、受付窓口など患者の目につきやす
いところに 「患者の希望に応じて明細書の発行が可能であるJ旨 の表示を行っている。

【明細書の発行状況】
平成 19年 度               平 成20年 度

59病 院 発 行枚数 :5 6枚 /病 院 →  70病 院 発 行枚数 :10 1枚 /病 院

52病 院 発 行枚数 :8 8校 /病 院 →  66病 院 発 行枚数 :18 3枚 /病 院

② 全患者への発行

医療側と患者IRlとがお互いに情報を共有することは非常に重要であると考え、国立病院機構全病院において全患者に

対して発行する方針とした。

全患者に対して発行するに当たり、スムーズに展開できるよう課題を把握するため、試行的に2病 院において実施し、
「発行手順J、「患者への対応Jな どを整理し、発行準備の整つた病院から発行することとしている。

I全患者発行に係る試行実施の概要】

①試行病院 :西多賀病院、九州がんセンター

②試行期間 :平成20年 9月 19日 から2ヶ月間

③課題整理 :領収書と明細書の同時発行にかかる状況や待ち時間の状況他

※上記試行2病院においては、引き続き全患者への発行を実施している。

【全患者に対し発行を行つている病院数】

平成 19年 度 1病 院 →  平 成 20年 度 8病 院

院

来

入

外



中 期  目  IP 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3.全 病院での医療相談窓□の設置(再掲)

患者の価値観や診療への要望等をきめ細かく聴取し病院運営に反映していくことができるよう、平成20年 度までに全て

の病院において医療相談窓口を設置した。特に、患者や家族の抱える心理的 。社会的な問題の解決 ・調整を援助するための

体制を強化するため、MSWの 大幅な増員 (192名 → 229名 )を行った。

また、プライバシーの保護にも考慮し、 126病 院が相談窓口を個室化している。

4 院 内助産所 助 産師外来の開設

家族のニーズに合わせた満足度の高い、安心なお産及び育児支援が出来る体制をよリー層充実させていくため、各病院が

自院の状況に応じて院内助産所や助産師外来の開設を推進している。

【院内助産所 ・助産師外来の開設病院数(分娩実績を有する49病 院中)]

平成 19年 度       刊 成20年 度

院内助産所  2病 院 →  院 内助産所  4病 院 ( 1病 院)

助産師外来 19病 院 →  助 産師外来 19病 院 (10病 院)

[括弧書は設置に向けて準備 検 討中の病院]

※平成 15年 度 :院内助産所 0病 院、助産師外来 2病 院

また、平成 21年 度においても、より多くの病院が開設に向けた具体的な検討を行えるようにするため、院内助産所等

を既に設置している病院の緊急時におけるパックアップ体制や開設後の状況についての研修会を開催し、開設を予定して

いる病院への情報提供を行う予定である。

5.平 成20年 度患者満足度調査の概要

中期計画に掲げられている重要事項である 「多様な診療時間の設定J「待ち時間対策」に関しては、平成 16年 度平均値

を上回る満足度が得られた病院数が増加した。

1調査結果概要】           平 均ポイント                平 均ポイント
・多様な診療時間の設定 平 成 16年 度 3 885( 82病 院) →  平 成20年 度 3 988(107病 院)
・待ち時間対策     平 成 16年 度 3 264(116病 院) →  平 成 20年 度 3 462(131病 院)

※括弧書きは、平成 16年 度の平均ポイントを上回る病院数

○患者満足度を向上させるための各病院の取組

(1)多 様な診療時間の設定に関する具体的取組例

各病院では、患者の利便性を考慮した多様な診察時間を設定するなどし、受診しやすい体制となるよう地域の医療
ニーズや自院の診療機能や診療体制等を踏まえて下記の様な様々な取組を行つている。

①予約制や専門外来 (スポーツ整形や小児外来)の 場合、午後も診療を実施している。

○地域医療連携の一環として、MRI検 査を19時 までの予約枠を設定し検査を受け入れている。

○社会人や就学児童の受診に配慮し夕方に診察時間を設定している。

また、大型連体期間中においても、より利便性の高い患者サービスを提供していく観点から、平成 20年 度において

10病 院が平日並みの診療を1日以上行った。そのほか、救急患者の積極的受入れや、平常時に準した手術の実施体制

を整えるなど必要な医療サービスを提供できるようにした。

【土日外来の実施】

平成19年 度 30病 院 →  平 成20年 度 35病 院 (平 成 16年 度 10病 院)



中 期  目  標 中 期 針 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)待ち時間対策に関する具体的取組l●l

診療科の特徴により外来患者数が少なく待ち時間が短い病院を除く全ての病院で、外来診療の予約制を導入している。

また、予約の変更についても、電話で受け付ける体制に加え、 16病 院においては、インタ
ーネットで予約の変更がで

きるよう利便性を考慮しているほか、時間当りの予約人数の調整を行うなど、予約患者を待たせないようにするための工

夫を行つている。

更に、待ち時間が発生してしまう場合でも、できるだけ長く感じさせないようにするために下記のような取組を行つて

いる。

○看護師等による積極的な患者への声かけや状況説明

○テレビ、雑誌などの閲覧コーナーの設置

○待ち時間の目安となるよう診察中の患者の受付番号の掲示

○ポケベルやPHSの 貸出により待ち時間中の行動範囲の制限を緩和

環境面においても、アメニティー空間として、以下の環責を設けている。

○病院内又は敷地内にコーヒーショップ ・・・・・・・・27病 院

〇外来待合室付近に飲食できるコーナー ・・・・ ・  ・ 85病 院

【説明資料】

資料 6:「 インフォームド・コンセントの更なる向上のためにJ〔22頁 〕

資料 7:患 者の価値観の尊重 [28頁 〕

資料 8:待 ち時間対策の取組 〔30頁 〕



(委員会としての評定理由)

平成16年 度から引き続き実施している患者満足度調査については、総合評価をは

じめ主要な項目で、中期計画の目標である平成 16年 度平均値を上回る満足度が得ら

れた病院数が増加しており、着実に患者満足度の向上を果たしている。(全調査項目

において下がつた項目はない。)

患者満足度を向上させるための取組としては、クリティカルパスの実施件数を大幅

に増やし積極的に活用すること等により患者への分かりやすい説明に努めているほ

か、医療ソーシャルワーカーの配置についても、引き続き必要に応じ増員し、きめ細

やかな対応が行える相談体制の充実を図つた。

また、産科医師が不足する中、院内助産所、助産師外来についても開設の推進を

図った。

実績 :〇
・患者満足度調査を実施し、各病院は、その結果を踏まえQC活 動などの業務改善活

動のきつかけとし、患者サービスの向上に努めるとともに、全ての病院で意見箱を

設置しており、常時、意見募集を行いタイムリーな改善活動につなげている。

(業務実績 1、 2、 3、 91頁 参照)
・患者の立場に立ったよりきめ細やかな対応が行えるよう全ての病院において医療相

談窓口を設置するとともに、患者の診療中の心理的、経済的諸問題等について相談

に応じ解決への支援を行う医療ソーシャルワーカーについては、昨年に引き続き

37名 の増員 (平成 19年 度 109病 院 192名 →平成 20年 度 113病 院229

名)を 行った。(業務実績 3頁参照)
・インフオームド・コンセントの推進については、インフォームド・コンセントの基

本的な考え方や実施に当たっての留意すべき事項などを整理し、平成20年 度に「イ

ンフォームド・コンセントの更なる推進のために」を策定した。(業務実績 5頁参

照)
・「個別の診療報酬の算定項目の分かる明細書Jの 発行について、今後、全病院にお

いて発行する方針とした。(全患者発行病院 :平成 19年 度 1病 院→平成 20年

度8病院)(業 務実績 5頁参照)
・クリティカルパスについては、実施件数を大幅に増やし (平成 19年 度226, 8

45件 →平成 20年 度 243, 729件 )、平成 15年 に比して 150 3%増 と

中期計画の目標値を大幅に上回るなど積極的に活用するとともに、クリティカルパ

スの内容についても、より分かりやすい様式となるよう見直しを行い、患者への分

かりやすい説明に努めている。(業務実績 2、 22頁 参照)

実績 :○
・セカンドオピニオン制度については、全国で受け入れ対応できる体制を整備 (46

都道府県で窓口設置済み)し 中期計画の目標を達成している。

平成20年 度においても、引き続きセカンドオピニオンの環境整備に努め、窓口設

置病院数を平成 19年 度の 123病 院から平成20年 度は 129病 院へ拡大させる

など、セカンドオピニオン制度の充実を図った。(業務実績4頁参照)

実績 :○
・患者満足度調査の結果を踏まえ、患者の利便性を考慮し、午後診療の実施やMRI

検査等の予約枠を夕方まで設定するなど患者が受診しやすい体制となるよう改善を

図つている。

また、栄養食事指導 (集団勉強会)の開催や地域ニーズに合わせて土日外来の実施、

大型連体期間中においても平日並みの診療を実施など、利便性への配慮等改善に向

た様々な取組を引き続き行つ

【評価項目1 診 療事業 (1)患 者の日線に立つた医療の提供l

・患者の目線に立った医療を提供するため各病院は、

患者満足度調査の活用などを通じて患者の意見を取
り入れ、分かりやすい説明と相談体制の充実などサ
ービスを改善できる仕組みとなっているか。

・セカンドオピニオン制度について、導入のために必

要な検討を進め、これを導入し、和l用しやすい体制

となっているか。

・患者の視点でサービスを点検するため各病院は患者

満足度調査を実施し、その結果を踏まえ、サービス

の改善を図っているか。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 固 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)患 者が安心てきる医療の提供

患者が安心 して医療 を受けるこ

とができるよ う 国 立病院機構 に

おける医療倫理の確立を図るとと

もに 医 療安全対策の充実に努 め

ること。

また、地域医療に貢献するため

に 救 急医療  小 児散急等に積極

的に取 り組み  平 成 15年 度に比

し、中期 日標 の期間中に 救 急 患

者及び小 児救急患者の受入数につ

いて 10%の 増カロを図ること.

(2)患 者が安,してきる医療の提供

① 医 療倫理の確立

患者が安心できる医療 を提供す

るため 各 病院はカルテの開示を

行 うな ど情報公開に積極的に取 り

組む とともに、患者のプライバシ

ーの保護に努めることが 患 者 と

の信頼関係の醸成において重要で

ある。 また 臨 床研究を実施する

すべ ての病院に倫理委員会 を、治

験 を実施す るすべての病院に治験

審査委員会 を設置 し す べての臨

床研 究、治験について厚生労働省

が定める倫理指針 (平成 15年 厚

生労働省告示第 255号 )を 遵守

して実施す る。 なお 小 規模病院

については そ の負担の軽減のた

め、合同開催等によ り倫理委員会

を行 うこととする.

各病院の倫理委員会の組織 運

営状 況をfE握 し そ の改善に努め

るとともに、倫理委員会の指摘事

項 をその医療 に適切に反映 させ る

ことに努める。

(2)患 者が安心できる医療の

提供

① 医 療倫理の確立

各病院は、患者のプライ
バシー保護の観点から個人

情報保護の徹底に努めると

ともに、情報公開について

も、カルテの開示を行うな

ど積極的に取り組む。

また、患者とのより良質

なコミュニケーションと信

頼関係の確立を目指した取

組をより積極的に進めてい

くために、国立病院機構内

で統一的なインフォームド
・コンセントのための指針

を策定し、その運用を開始

するとともに、各施設に設

置した倫理審査委員会にお

ける活動及び適切性を高め

るための指導及び支援を行

つ。

(2)患 者が安心できる医療の提供

① 医療倫理の確立

.プ ライバシーヘの配慮に関する各病院の取組
各病院で個人情報保護法に関する研修や外部講師を招いた講習会の実施、個人情報の利用目的等についての院内掲示、個

人情報保護に係る各種規定の作成等により院内における個人情報保護のための体制を整備している。

また、引き続き、患者のプライバシーヘ配慮するため患者からの相談窓日の個室化を進めているほか、

○ 外 来採血室に衝立を設置し、採血の様子を他の患者に見られないようにする

○ カ ルテの持ち出しの際、患者氏名が見えないカバーに入れる

〇 点 滴ボ トル等に記載している氏名をシール形式とし、他の患者等の日にふれることになる使用する段階でそれを剥

がすことにより点滴ボトルから患者の氏名がわからないようにする

○ 病 室入口名札の表示には患者の意向を反映させる

などの取組を行つた結果、平成20年 度の 「プライバシーヘの配慮Jに 係る入院患者の患者満足度調査の結果は平成 19年

度を上回る満足度を得ている。

【相談窓日の個室化】

判成 19年 度 127病 院 →

【患者満足度調査結果】
・プライバシーの配慮 《入院》

・プライバシーの配慮 《外来》

平成 20年 度 126病 院

△ 1病院 :

平均ポイン

平成 19年 度 4 581

平成 19年 度 4 119

(平成 16年 度

廃止した南横浜病院

ト
→ 平 成20年 度

(平成 16年 度
→ 平 成20年 度

(平成 16年 度

05病 院)

平均ポイン

4 609

4 518)

4 155

4 033)

2.医 療事故発生3害の公表等

病院運営の透明性を高め、社会的信頼をよリー層獲得していくとと1)に、我が国全体の医療安全対策にも貢献していく観

点から、明らかな過誤により患者が死亡した場合や、重大な永続的障害が発生した場合は各病院による個別の公表を行い、

それ以外のケースは、国立病院機構全体の包括的な事故の公表を行うことを内容とする医療事故公表基準を平成 18年 度に

策定し平成 19年 度から運用している。

平成20年 度においては、島根県の医療機関で発生した 「微量の血液を採取するための器具のうち複数人に使用してはな

らないタイプの器具を複数の患者に使用した例」について、全国に先駆け国立病院機構内での実態調査を実施し、厚生労働

省の公表とは別に国立病院機構の調査結果をホームベージ上に公表し、広く国民に対し周知するとともに患者の不安の解消

を図った。

また、フィブリノゲン製剤納入機関のうち厚生労lJJ省の文書調査に対して診療録等の記録が保管されていないと回答した

46病 院について、平成20年 10月 から12月 において厚生労働省が記録の保管等について訪問調査を実施した。その際、

2病院で3名 の患者についてフィプリノゲン製剤投与の事実が判明し、2名の患者については投与の事実をお知らせし、 1

名の患者については居所が判明lンていない。

【公表内容】
「微量採血のための穿刺器具 (針の周辺部分がディスポーザブルタイプ (使い捨てタイプ)で ないもの)の 取扱いに

ついて」平成 20年 8月 3日
・実態調査の結果、 66病 院において使用していた。
・しかしながら、針は1回毎に交換しキャップ部分を消毒しており、同

一の針を複数の患者に使用してはいない。
・当該器具を使用したことのあるもしくは使用したと思われる患者で心配な患者については、感染に関する検査を無

料で実施する。



中 期 日 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3.適 切なカルテ関示

各病院は、厚生労働省医政局長通知 「診療情報の提供等に関する指針の策定について」に基づき、カルテの開示請求が

あつた場合には適切に開示を行つている。平成20年 度においては、897件 の開示請求に対して、開示することが治療の

妨げになると医師が判断したケースを除き、100%の 開示を行つた。

4.臨 床研究、治験にかかる倫理の運官

(1)臨床研究
「臨床研究に関する倫理指針J、「疫学研究に関する倫理指針J、「厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の

実施に関する基本指針」等のガイドラインを遵守し、臨床研究等の推進を図つている。

① 倫 理審査委員会等

倫理的配慮の趣旨に沿つて臨床研究等の推進が果たせるよう、倫理審査委員会が未設置である病院に対しては、臨床

研究倫理規程等を作成の上、倫理審査委員会を整備できるよう支援を行つた。その結果、平成 19年 度までに146す

べての病院に倫理審査委員会を設置した。

また、平成 19年 度に引続き、国立病院機構において行った倫理審査委員会の審議内容等については、厚生芳慟省の

定める疫学研究に関する倫理指針等に準じて、病院のホームページ上で掲示するなど外部に公開をした。

ア 各 病院における倫理審査委員会の設置

平成 19年 度 146病 院 →  平 成 20年 度 146病 院 (全病院)(平 成 15年 度 72病 院)

イ 倫 理委員会開催

平成 19年 度 582回  →  平 成20年 度 628回 (平成 15年 度 220回 )

ウ 倫 理審査件数

平成 19年 度 2, 433件  →  平 成 20年 度 2, 364件 (平成 15年 度 854件 )
エ ホ ームページでの審議内容公開病院

平成 19年 度 33病 院 →  羽 成20年 度 33病 院

② 中央倫理審査委員会

平成 19年 度に引き続き、本部が主導して行う臨床研究等の研究課題を中心に中央倫理審査委員会において審議を行

い、「国立病院機構職員の麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ウイルス抗体価測定と抗体価の低い職員に対するワクチ

ン接種の有効性の検討研究J等 の国立病院機構共同研究指定研究、また平成 20年 度EBM推 進のための大規模臨床試

験研究、新規 2課題を含む61件 の一括審査を行つた。

③ 動物実験委員会

動物愛護の観点に配慮しつつ、科学的観点に基づく適正な動物実験等が実施されるよう、動物実験を実施する病院に

おいては平成20年 度までに 19病 院に動物実験委員会を設置した。

治験

① 治験審査委員会

中期計画に掲げたとおり、質の高い治験を推進するため、

員会を設置した。
ア 各 病院における治験審査委員会の設置病院数

平成 19年 度 146病 院 →  平 成20年 度 14

平成 19年 度までに146す べての病院において、審査委

6病 院 (全病院)(平 成 16年 度 129病 院)

イ 治 験審査委員会開催

平成 19年 度 1, 104回

ウ 治 験等審査件数

平成 19年 度 12,494件

→ 平 成 20年 度 1, 128回 (平成 17年 度 750回 )

→ 平 成 20年 度 14. 019件 (平成 17年 度 750回 )



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 中 央治験審査委員会 (第1の 2の (2)の 1参照)

国立病院機構傘下の医療機関における治験の一括審査が可能となったことから、治験審査の効率化、迅速化を図る中

央治験審査委員会を本部に設置し、平成 20年 11月 より毎月1回定期的に開催し、新規 10課 題及び継続審議を実施

した。

5.イ ンフォームド・コンセント推進への取組 (再掲)

インフォームド・コンセントについては、ほとんどの病院において既に検討し実施している実情にあるが、平成 19年 度

から開催している 「中央医療安全管理委員会」において、患者に対し適切な説明を行い、理解を得ることが望ましいと考え

られる内容についての議論を重ねてきた。

このような中、インフォームド コ ンセントを行うにあたつての基本的な考え方や留意すべき点など必要最低限の事項を

整理し、インフォームド・コンセントの更なる向上のために各病院に発信すべきとの考えのもと、平成21年 3月 に 「イン

フォームド・コンセントの更なる向上のためにJを 策定したものである。これにより、各病院は必要な事項を取り入れるな

ど自院の実施状況を見直すことによって体制強化を図ることに繋がる。

平成 21年 度より運用を開始し、国立病院機構におけるインフォームド・コンセントの実施体制をなお一層推進していく

こととしている。

【具体的内容】

①意義、②一般的対象事項、③説明範囲、④危険性の説明、⑥頻度、⑥説明者、⑦説明の対象者、③家族等への説明、⑨

説明時間及び場所、⑩説明の進め方、①セカンドオピニオンの説明、⑫診療録への記録、⑬同意能力なき患者への説明、

⑭説明の省略

【説明資料】

資料 9:患 者のプライバシー保護 〔33頁 〕

資料 10:国 立病院機構医療事故公表指針 〔35頁 〕

資料 11:倫 理審査委員会設置数、開催回数及び審査件数の状況 〔37頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 医 療安全対策の充実

医療安全対策を重視 し リ スク

マネ ジャーを中心に ヒ ヤ ツハ ン

ト事例の適工 な分析等の リスク管

理 を推lLする。

院内感染対策のため 院 内サー

ベイランスの充実等に積極的に取

り組れ

我が国の医療安全対策の充実に貢

献する観点か ら 新 たな医療事故

報告制度の実施に協力す るととも

に、すべての病院 において、医薬

品等安全性情報の報告を徹底する。

② 医療安全対策の充実

我が国の医療安全対策の

充実に貢献する観点から、

すべての病院が、医療事故

情報収集等事業及び医薬品

等安全情報制度により積極

的に協力する。また、病院

ネットワークを活用した医

療事故の原因 。防止対策の

情報の共有化により、各病

院の医療安全対策の充実を

図るとともに、当該情報を

外部にも発信していく。

長期療養患者が使用する

人工呼吸器については、平

成 19年 度に医療安全対策
の観点から絞込を行なつた

機種への集約を進める。

事故発生件数が多い転倒
・転落事故については、標

準的な防止対策を策定し、

減少に向けた取組を推進し

ていく。

② 医療安全対策の充実

1 独 立行政法人国立病院機構中央医療安全管理委員会の開催

平成 19年 度に国立病院機構における医療安全対策についての基本的方向性等について審議する常設委員会として 「中央

医療安全管理委員会」を設置した。

国立病院機構内における医療事故の報告状況を踏まえ、最も報告件数の多い転倒・転落事故について、平成20年 度より

2年 間で半減を目指すため、事故防止のための業務標準イヒ等を内容とする 「転倒 ・転落事故防止プロジェクトJの 運用を開

始した。
また、長期療養者の使用する人工呼吸器の使用時の留意点等を整理し、「長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手

順書Jを 平成 21年 3月 に策定した。

さらに、「中央医療安全管理委員会」において、インフォームド・コンセントの基本的な考え方や実施するにあたつての

留意すべき事項について検討を重ね 「インフォームド・コンセントの更なる向上のためにJを 策定し、平成21年 度より運

用を開始することで、国立病院機構におけるインフォームド・コンセントを一層推進lンていくこととl て́いる。

2.医 療事故報告制度への一層の協力

国立病院機構として、日本医療機能評価機構 (評価機構)が 行う医療事故情報収集等事業へよリ
ー層協力していく観点か

ら、「国立病院機構における医療安全管理のための指針Jに ついて、平成 19年 度において、それまで異なっていた評価機

構への報告範囲と機構本部への報告範囲を統一するとともに、報告を行うに当たっての事務的負担を軽減する観点から、報

告様式についても評価機構への報告様式とできるだけ共通した様式とするなどの見直しを行った。このことにより、平成

20年 度においては、評価機構への報告件数が大幅に増加し、評価機構における報告義務対象医療機関からの報告のうち半

数近くを国立病院機構が占めるまでになった。

【日本医療機能評価機構への報告件数1

平成 19年 1月～12月  592件  →  平 成 20年 1月～ 12月  728件

(平成 16年 10月 ～平成 17年 3月  122件 )

3.医 療安全対策における情報発信

(1)「国立病院機構における医療安全対策への取組 (平成 19年 度版)J(医 療安全自書)の 公表

平成 19年 度中に国立病院機構本部に報告のあった医療事故報告について、

①事故内容別、病院機能別、患者年齢別、事故発生時間別に整理するとともに、

② 「国立病院機構における医療安全管理のための指針Jの 見直し後の、「転倒 ・転落事故防止プロジェクトJな ど機

構内にける医療安全対策上の課題への取組について紹介、

③医療事故報告の中から、再発防止対策上ケーススタディとして有効であると考えられる事例について、事故概要、

事故の背景、講じた再発防止策の紹介、

等を内容とする「国立病院機構における医療安全対策への取組みについて (平成 19年 度版)」(医療安全自書)を作成し、

平成 20年 10月 に国立病院機構のホームページに公表した。

(2)医療事故報告に係る 「警鐘的事例」の作成と国立病院機構内ネットワークでの共有

国立病院機構本部へ報告された事故事例等を素材として、機構本部において 「警鐘的事例Jを 作成し国立病院機構内

ネットワーク内の掲示板に掲示することで、各病院における医療安全対策の推進に資するための取組を、平成 20年 度に

おいても引き続き実施した。

具体的には、医療安全対策上特に留意するべきテーマを決定した上で、テーマに関連する個別事故事例の紹介とそれら

に共有する発生原因や再発防止策等について分析 ・整理を行ったものであり、各病院の医療安全管理者等がケーススタ

ディのためのテキストとしても活用できるよう作成したものである。平成20年 度の月ごとのテーマは、次のとおりであ

る。



中 期  日  I「 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

【医療事故報告書の概要の警鐘的事例】

○平成20年  4月  MRI検 査における危険性について

○平成20年  5月  囃 下における危険性について

○平成20年  6月  輸 血検査における危険性について

○平成20年  7月  原 因不明の骨折について

○平成20年  8月  輸 液による血液外漏出皮膚障害について

○平成20年 10月  胃 ろうチューブ誤挿入による死亡事例等について

○平成20年 12月  リ ハビリテーション中の事故 (転倒)に ついて

4 転 倒 ・転落事故防止プロジェクトについて

国立病院機構における医療事故報告の約 30%を 占める転倒 ・転落事故の2年間で半減 (△50%)を 目標に掲げ、転倒
・転落事故防止対策を強力に推進1 て́いくため、転倒 ・転落事故防止のための業務標準化の検討を行い、

①各病院共通の転倒 ・転落アセスメントシー ト

②アセスメントシートに基づく転倒 ・転落事故防止計画表

③患者 ・家族への標準的な説明内容

0リ スクの高い薬剤リスト

⑤転倒 ・転落事例集

等から構成される 「転倒 転 落事故防止マニュアルJを 平成20年 3月 に作成し、本マニュアルにより、平成20年 度から

「転倒 .転落事故防止プロジェクト」を強力に推進しているところである。

半減を目標に掲げている一方で、国立病院機構本部への転倒 ・転落を原因とする事故報告件数が平成 19年 度に比べ倍増

となっている状況である。

これについては、プロジェクトを立ち上げたことにより報告精度がより明確になり報告件数が増加したこと、各病院の報

告に対する認識が高まったことによるものと考えており、今後は、各病床種別毎に集計を行い、転倒 ・転落事故に関する高

リスク要因 (項目)の 特定を行うことなどにより、効果的な改善を図っていくこととしている。

プロジェクトの状況としては、初年度におけるアセスメント実施率は当初日白もを達成した。

【アセスメント実施率】 入 院時のアセスメント実施患者数/新 入院患者数 (NICU・ CCU除 く)

平成 20年 度 目 標 :95% →  全 病院の実施率 97 7%

5 そ の他の医療安全に関する取組
・全国の機構病院の臨床検査部門で把握している流行性インフルエンザ関係の情報について、「国立病院機構におけるイン

フルエンザ全国感染動向」として本部のホームページ上に掲載し、広く
-1,も参照できるよう準備を進めた (平成 21年

4月 掲載)。
・近年問題となっているノロウイルス感染流行を受けて、平成 21年 2月 に全国の機構病院の臨床検査部門を通じて 「ノロ

ウイルス検査体制に関する実態調査Jを 実施し、関係部署へ情報提供を行つた。
.医療放射線関連機器の不具合 改 修等の情報について、平成 20年 度から、メ

ーカーより本部で一元的に情報収集し、全

病院へ周知するよう改め、医療事故防止に役立てた。



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

6 長 期療養憲者が使用する人工呼吸器の取扱について

(1)人 工呼吸器の機種の標準化について

平成 18年 度に取りまとめられた報告書 「長期療養患者が使用する人工呼吸器の標準化について」を踏まえ、平成 19

年 4月 に、今後、長期療養患者が使用する人工呼吸器の更新等整備を行う際には、原則として標準6機 種の中から整備を

行うこととする旨の医療部長通知を発出した。

また、平成21年 3月 に標準化の進捗状況についての調査を行つたところ、医療部長通知発出前の平成 19年 2月 の調

査時点と比較してt長 期療養患者が使用する人工呼吸器で標準6機種の占める割合が上昇しており、標準化に向けた各病

院の積極的な取組が見られた。

【人工呼吸器6機 種の使用状況】 平 成 19年 12月  46 0% →  平 成 21年 3月  54 2%

(当初 :平成 19年 2月  35 4%)

の 長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書について

進行性筋ジストロフィー児 (者)・重症心身障害児 (者)・ALS患 者等の長期療養患者にとつて人工呼吸器は生命維持

装置であり、その装着に当たっては患者に分かりやすい説明を行うとともに、細心の注意をもって取り扱うことが必要で

あることから、人工呼吸器の目的や基本構造、操作時の安全管理、使用時の看護の留意点、装着に係る説明書等を内容と

する 「長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書Jを 平成 21年 3月 に作成し運用を開始した。

I手順書内容】
I 長 期療養患者に対する人工呼吸器の目的、使用時の留意点等

]目 的 2 分 類 3 基 本構造 4 操 作 5 安 全管理 6 使 用時の看護の留意点 7 停 電時の対応

8 装 着にかかる説明書及び同意書

Ⅱ 非 侵襲的陽圧換気療法 (NPPV)
1 適 応基準 2 長 所 ・短所 3 代 表的な換気様式 4 安 全管理 5 使 用時の看護の留意点 6 移 行

7 装 着にかかる説明書及び同意書

7.人 工呼吸器不具合情報共有システムの運用

国立病院機構内病院で稼働している人工呼吸器の不具合情報を迅速に共有することで、患者の人工呼吸器管理に係るリス

クを軽減させ、患者の療養上の安全をよリー層確保することを目的に、「人工呼吸器不具合情報共有システム」の運用を平

成 21年 3月 から開始した。

また、不具合が生じた場合には、患者への影響を考慮し必要に応じて製造業者に対し情報提供を行い、不具合原因の究明

や、改善を求めることとしている。

【システム概要】

①報告内容 :人工呼吸器の機械的な不具合の情報を報告内容

②報告事項 :メーカー名、機種名、購入年月日、不具合の内容、不具合が発生した場合の使用状況

③情報共有 1各病院より報告後、速やかに国立病院機構内ネットワーク内の掲示版に掲示

8 国 立病院機構使用医薬品の標準(ヒ

平成 18年 度より医療安全、医薬品管理の効率化に資するため、本部に標準的医薬品検討委員会を設置し使用医薬品の標

鋼 ヒの取組を進めている。平成 19年 度は前回同様の検討手順により平成 18年 度の医薬品購入実績情報をベースに検討を

行い、標準使用医薬品と1ンて6, 358品 目を整理し、標準的使用医薬品一覧を各病院へ周知したところであり、本一覧は

平成 20年 度の医薬品の共同入札実施の際に活用された。

また、各病院における使用医薬品の標準イヒの取組状況について、平成 17年 度に御成した標準的使用医薬品一覧と平成

19年 度の医薬品購入実績、平成 19年 度に作成した標準的使用医薬品一覧と平成 20年 度 (4月 ～12月 )の 医薬品購入

実績を比較したところ、標準的使用医薬品一覧の掲載品日のみを採用している病院は平成 19年 度は22病 院であったが、

平成 20年 度は64病 院に増加した。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

9.拡 大医療安全管理委員会の設置

平成 19年 3月には、「独立行政法人国立病院機構における医療安全管理のための指針」の見直しを行い、発生した医療

事故の過失の有無、原因等について十分な結論付けができない場合には、第二者的立場から過失の有無等にについて厳正に

審議を行うため、国立病院機構内における自院以外の病院の専門医、看護師等を加えた 「拡大医療安全管理委員会Jを 開催

できる体制を全6プ ロック事務所に事務局として整備し、必要に応じ開催することとしている。

平成20年 度においては、13件 の重要案件について開催し、適切な医療事故対応を行っている。

【拡大医療安全管理委員会開催件数】

平成 19年度  12件 (1ブロック) → 平 成 20年 度 13件 (3プ ロック)

10.院 内感染防止体制の強化

院内感染対策として、すべての病院において院内感染防止対策委員会等を開催し、MRSA、 ノロウイルス、緑膿菌等の

院内サーベイランスを実施するとともに、医師 ・看護師 ・薬剤師 ・事務職等で構成されるl・i内感染対策チ
ーム (ICT)を

137病 院に設置している。(院内感染対策チーム (ICT)を 設置していない残りの3病院については、院内感染防止対

策委員会を設置してICT機 能の役割を果たしている。)

また、71病 院では感染管理を専Fl分野とする認定看護師を87名 配置するなど院内感染防止体制の強化を図るとともに

院内感染対策に係る基本的知識を習得することを目的に院内における研修を全病院で実施した。

さらに、院内感染発生時の対応などより実践的な知識、技能を習得するとともに、医師、看護師、薬剤師等の多職種との

連携の重要性を認識することを目的に、全プロック事務所において、院内感染対策に係る研修を実施した。

1感染管理認定看護師配置状況】

平成 19年 度 84名  →  平 成20年 度 87名  (平 成 15年 度 20名 )

※全国登録者 :769名 (国立病院機構職員の占める割合 11 3%)

1.共 同臨床指定研究の活用

麻疹の流行などがみられる社会状況に対応し、流行性ウイルス性疾患に対応するために、平成 20年 度の指定研究として

'国立病院機構職員の麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ウイルス抗体価測定と抗体価の低い職員に対するワクチン接種の

有効性の検討 (MMRV研 究)Jを 実施し、 76病 院、 18, 910名 の職員を対象として麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、

水痘ウイルスの抗体価を測定した。その結果、職員の麻疹 12 9%、 風疹 11 1%、 流行性耳下腺炎 18 3%、 水痘

1 8%が 十分な抗体がないことが判明し、延べ5, 000名 の職員がワクチンを接種した。その結果、抗体の不十分な成

人にワクチンを接種した場合の有効率は、麻疹 78 5%、 風疹 95 3%、 流行性耳下腺炎88 1° /0、水痘 90 1%

であることが判明した。ワクチン接種により職員が無用な感染被曝を受けることを防止するだけでなく、職員から患者への

感染を防止することが期待される。



中 期  目  I「 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

12.医 療安全対策に係る研修体制等の充実

(1)新 人看護師を対象とした全病院統一の研修ガイドラインの運用開始

新人看護師 (採用から概ね5年 目まで)を 対象とした全病院統一の研修ガイドラインの活用を平成 18年 度から開始し

た。本ガイ ドラインでは、病院における医療安全管理体制についての基本的理解や医療現場における倫理の重要性、院内

感染防止やME機 器の取扱いなど医療安全に関わる知識 ・技術について経験年数毎の達成目標との比較を行いながら修得

できるよう示している。本ガイドラインに基づく各病院の研修を通じて、就職後早い段階での医療安全に係る研修体制の

充実を図ることとしている。

【研修ガイドライン運用後の受講者数】

平成 18年 度 3, 428名

平成 19年 度 3, 805名

平成20年 度 3, 926名  延 受講者数 11, 159名

(2)各 プロック事務所での研修の実施及びその効果

全プロック事務所において、具体的な事例分析等の演習を通して、実践的な知識、技術を習得し適正な医療事故対策能

力を養成するとともに、医師 ・看護師 ・事務職等職種毎の職責と連携の重要性を認識することを目的とした医療安全管

理対策に係る研修を実施した。
プロック事務所主催研修の受講者は、研修の成果を自院で活用し医療事故防止に繋げていくため、研修内容を踏まえ、

例えば 「リスク感性と思考力を磨くための危険予知 トレーニング (KYT)Jや 「インシデントの原因の根本分析方法」

のための院内研修の実施、医療安全管理マニュアルの見直し等を行い医療事故防止策の充実を図った。

【医療安全対策研修会の開催件数】

平成 19年 度 17開 催 →  平 成 20年 度 22開 催

【説明資料】

資料 12:医 療安全管理体制及び 「独立行政法人国立病院機構の医療安全管理のための指針」(38頁 〕

資料 13:医 療事故報告書の警鐘的事例 〔65頁 〕

資料 14:転 倒 ・転落事故防止プロジェクトについて 〔94頁 〕

資料 15:長 期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書 〔103頁 〕

資料 16:人 工呼吸器不具合情報共有システム 〔137頁 〕

資料 17:標 準的医薬品 C08)の 概要について 〔139頁 〕

資料 18:拡 大医療安全管理委員会 〔147頁 〕

資料 19:医 療安全管理対策に係る研修 〔149頁 〕



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

③ 救 急医療 小 児紋急等の充実

地域住民 と地域医療に貢献する

ために 敷 急 医療 小 児牧急等に

積極的に取 り組むこ とと し、平成

15年 度に比 し 中 期 目標の期間

中に 救 急患者及び小児救急息者

の受入数について 10%以 上 (※)

の増加を目指す。

平成 15年 度実績

年間延べ敷急事者数

554, 504件

うち年間延ぺ小児救急患者数

163 355件

救急医療 ・小児救急等の

充実

新たな都道府県医療言十画

で位置付けられる4疾 病 5

事業のうちの救急医療に連

携し、地域住民と地域医療

に貢献するために、救急医

療 ・小児救急等に積極的に

取り組むとともに、引き続

き救急患者及び小児救急患

者の受入数増を目指す。

③ ③ 救急医療・小児救急等の充実

1.救 需 ・小児救急憲者の受入数

平成20年 度の救急患者の受入数については、 564, 83]件 (うち小児救急患者数は 139, 766件 )で あり、対

19年 度で62, 837件 の減 (うち小児救急患者数は20, 558件 の減)、平成 15年 度に比して 1 9%増 となって

いる。

救急患者の受入数は平成 19年 度より減少傾向にあるが、その理由としては、

①救急車による搬送患者数の全国的な伸びの鈍化

②これまで二次救急医療機関で受け入れていた比較的軽症の患者を本来の受入先である
一次救急医療機関で受け入れるな

ど、地域の救急医療体制が整備されてきたこと

などの要因が複合的に影響していることが挙げられる。

しかしながら、このような中でも救急患者数に占める入院患者数の割合は上昇しているなど、より重篤な患者の受け入れ

にシフトしているところであり、国立病院機構に期待されている役割を着実に果たしているところである。引き続き、自治

体や一次救急医療機関との緊密な連携のもと、地域の救急医療体制の中での国立病院機構としての役割を適切に果たしてい

くこととしている。

平成 19年 度 627, 068件 (うち小児救急患者数 160, 324件 )
→ 平 成20年 度 564, 831件 (うち小児救急患者数 139, 766件 )

(平成 15年 度 554, 504件 (うち小児救急患者数 163, 355件 )

(参考)

〔救急患者数に占める入院患者の割合〕
・全救急患者数に占める割合   平 成 19年 度 24 1% →  平 成 20年 度 26 3%(12 2%)
・救急車搬送患者数に占める割合 判 裁19年 度 53 7% →  平 成 20年 度 56 4%(+2 7%)

〔うち救急患者が500人 以上減少した病院における救急患者数に占める人院患者の割合〕
・全救急患者数に占める割合   平 成 19年 度 21 5% →  平 成 20年 度 24 8%(+3 3%)
・救急車搬送患者数に占める割合 駒 戎19年 度 52 2% →  平 成 20年 度 57 1%(+4 9%)

2.地 域のニーズに応じた救急医療体制の強化

(1)地域医療体制の強化

地域のニーズを踏まえて、二次救急への取組も充実させており、平成 19年 度に引き統き17病 院において救命救急セ

ンタ・を設置するとともに、これまで二次救急医療機関で受け入れていた救急患者を一次救急医療機関で受け入れるなど

地域の救急医療体制が整備されるなか、より重篤な患者の受け入れを積極的に行うなど、地域の救急医療体制強化に大き

な貢献をしている。
また、24時 間の小児救急医療体制を敷いている病院は17病 院 (平成 20年 度は1病院増)、地域の小児救急輸番に

参加している病院は38病 院となつており、引き続き体制強イヒを行っているところである。

24時 間小児救急医療体制 平 成 19年 度 16病 院 →  平 成20年 度 17病 院  (平 成 15年 度 6病 院)

小児救急輸番       平 成 19年 度38病 院 →  平 成20年 度 38病 院  (平 成 15年 度 19病 院)

の 地域の救急医療体制への協力

自治体等が主導して地域全体で救急医療 .小児救急医療体制を構築している地域において、日立病院機構の病院から、

市町村や地域医師会が運営する休日・夜間の小児急患センターに対して医師を派遣するなど、地域の医療ニーズに応えた

重要な役割を果たしている。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)ドクターヘリ、防災ヘリによる診療状況

長崎医療センターでは、従来より自治体の防災ヘリによる患者搬送の受入れを行ってきたが、平成 18年 度からは病院

に駐在する県のドクターヘリによる医療を行い、離島や牧急車による搬送が困難な地域への医療提供を担っている。

Oド クターヘリによる診療活動
・稼働回数 平 成 19年 度 :394回  →  平 成20年 度 :462回
・病院側の診療体制 : 医師 4名 、看護師8名 のフライトチームを組み診療を実施している。

※これ以外にも海上自衛隊のヘリコプターによる診療活動 130回

また、水戸医療センター、災害医療センター、南和歌山医療センター、関門医療センター、九州医療センター、熊本医

療センター、別府医療センター及び嬉野医療センターにおいても自治体の所有する防災ヘリ等のヘリコプターによる患者

搬送時の医師等の同乗や搬送された患者の受入れを行っている。

(4)熊本医療センターにおける取組

近年、救急患者の受け入れ拒否が問題となっているが、熊本医療センターの運営方針は、「何時でも、何でも断らない

救急医療、全診療科受け入れJで あり、 24時 間 ・365日 体制で、全職員で全身全霊の努力をもって日夜救急患者の受

け入れを行つている。

救命救急センターの公的救急車の受入台数は年々増加しており、熊本県における救急医療の最後の砦となつている。そ

の結果、熊本県においては、病院から受け入れを断られ続け搬送中に患者が死亡したという事例は防がれている。

また、所有している 「普通救急車」と心臓疾患に対応できる 「特殊大型救急車Jに より、他の医療機関の要請に応じ、

いつでも・どこにでも出動し救急患者の受け入れを行つている。
こうした取組により、国民の医療確保に大きく貢献し、国民に大きな安心感を与えたことなどが評価され、熊本医療セ

ンターが平成 20年 12月 に人事院総裁賞を受賞した。

【説明資料】

資料20:救 急医療 ・小児救急医療の充実 〔156頁 〕

資料21:熊 本医療センターにおける取組 (救急医療)(158頁 〕



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

医療安全対策については、平成 19年 度に設置した 「中央医療安全管理委員会Jが

取りまとめた方策について、実質初年度である平成20年 度において、取り組むべき

重要課題の検討を行い、インフォームド コ ンセントをよリ
ー層推進してくため 「イ

ンフォームド・コンセントの更なる推進のためにJを 策定、人工呼吸器の取扱いに係

る統一的な手順書として、「長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書Jを

平成21年 3月策定するなど、国立病院機構における医療安全対策を強力に推進した。

また、日本医療機能評価機構への医療事故報告を大幅に増加させることにより、(平

成 19年  592件 →平成20年  728件 )我 が国全体の医療安全対策についても

積極的に貢献した。
さらに、国立病院機構本部に報告のあった医療事故報告を事例集として整理し

"医

療安全自書 (平成 19年 度版)"と してホームベージに掲示することを通じて外部に

情報発信を行うことにより我が国全体の医療安全対策・̂ヽの貢献を目指した。

救急医療への対応については、救急車搬送患者数の伸びの全国的な鈍化や地域の救

急医療体制が整備される中で、受入患者数は減少しているものの、より重篤な患者受

け入れにシフトするなど、国立病院機構に期待されている役割を着実に果たしている。

・救急患者の受入数については、 504, 831件 となっており、判載15年 度に比

して1 9%増 と中期計画の数値目標を達成できていない。(業務実績 18頁 参照)
・また、小児救急患者の受入数については、 139, 766件 であり中期副画の数値

日標を達成できていないが、地域の救急医療体制が整備される中、救急患者に占め

る入院患者の割合が上昇するなど、より重篤な患者を受け入れるという国立病院機

構に期待されている役ヨ|を着実に果たしている。(業務実績 17頁 参照)

実績 :○
・カルテ開示については、開示請求があった場合には、開示することが治療の妨げに

なると医師が判断した場合等を除き 100%の 開示を行つており適切な取組を行っ

ている。(業務実績 10頁 参照)
・患者のプライバシーに配慮するため、医療相談窓口を全病院において設置し、個室

化若しくは第二者に会話が聞こえないようなスペースを確保した。(業務実績 9頁

参照)

実績 :○
・厚生労働省が定める疫学研究に関する倫理指針等を遵守し、倫理審査委員会におけ

る活動及び適切性を高められるよう、指導及び支援を行った。結果として、倫理審

査委員会、治験審査委員会ともに、 146す べての病院に設置整備することができ

た。また、委員会開催数及び審査件数も平成 15年 度に比べて軒並み増加し、科学

性 倫 理性が担保された質の高い臨床研究を推進できた。(業務実績 10頁 参照)

鰤 項目2 診 療事業 (2)患 者が安心できる医療の提供】

[数値目標]
・救急患者及び小児救急患者の受人数について平成 1

5年度比 10%増

年間延べ救急患者 564, 766件

(平成 15年 度 554, 504件 )

うち小児救急   139, 766件

(平成 15年 度  103, 355件 )

[評価の視点]
・患者との信頼関係を醸成させるため各病院が、カル

テの開示及び患者のプライバシーの保護について適

切に取り組んでいるか。

臨床研究を実施するすべての病院に倫理委員会を、

治験を実施するすべての病院に治験審査委員会を設

置するなど、すべての臨床研究、治験について厚生

労働省が定める倫理指針 (平成 15年 厚生労働省告

示255号 )を 連守して実施しているか。



実績 :○
・倫理委員会における指摘事項を活かし、患者同意説明文書をより分かりやすいもの

に改善した。また、被験者のなるべく負担にならぬよう、検査項目を簡素化l た́り、

研究計画書の見直しを行うなどして、臨床研究に被験者が安心して参加できるよう

努めている。(業務実績 10頁 参照)

実績 :〇
・各病院におけるヒヤリ'ハット事例や事故報告については、各病院毎に設置する医

療安全管理委員会で事例検証や再発防止に努める策を講じるとともに、院内各部門

に迅速にフィードバックすることで情報の共有を図り再発防止に努めている。 (業

務実績 12頁 参照)
・また、国立病院機構に報告された医療事故報告については、各病院がリスク管理な

ど取組みやすくできるよう、個別事故概要や留意すべき事例を 「警鐘的事例」とし

て全病院にフイードバックしている。 (業務実績 12頁 参照)
・さらに、各病院のリスクマネージャーの医療安全対策能力を向上させるため、全ブ

ロック事務所において医療安全対策に関する研修を行い、これを基に各病院におけ

る関係職員に対する医療安全対策研修を行うことで、各病院の医療安全対策の体制

強化を図つている。(業務実績 16頁 参照)

寿贅:○
・全病院で院内サーベイランスを実施しているほか、医師、看護師、薬剤師等で構成

された院内感染対策チーム等による院内ラウンドを全病院で行っている。また、感

染管理認定看護師の配置についても、増員 (羽成15年 度 20名 →平成 20年 度

87名 )(業 務実績 15頁 参照)

実績 :○
・我が国の医療安全対策の推進に積極的に貢献していくための情報発信の一貫とし

て、平成 19年 度に国立病院機構本部に報告された医療事故報告を、事故内容別、

病院機能別、患者年齢、発生時間別の発生状況と再発防止対策のためのケーススタ

ディとして有効と考えられる事故事例 (事故概要、背景、再発防止策)の 紹介等を

内容とする「国立病院機構における医療安全対策への取組について(平成 19年 版)J

(医療安全白書)を 国立病院機構のホームベージに公表した。(業務実績 12頁 参

照)
。従来異なっていた日本医療機能評価機構 (評価機構)と 機構本部への報告範囲を統
一化する (平成 19年 度

“
国立病院機構における医療安全管理のための指針

"の
改

訂)と ともに、平成20年 度には報告様式についても共通のものとすることで、評

価機構へのll告件数を大幅に増加させ、評価機構における報告義務対象医療機関か

らの報告のうち半数近くを国立病院機構が占めるまでになった。(業務実績 12頁

参照)
。また、このことにより大幅に増加した機構本部への報告事例等を素材として、毎月、

医療安全対策上特に留意すべきテーマを決定した上で、テキストとしても活用でき

るよう、テーマに関連する事故事例の紹介と共通する発生原因や再発防止策等を「警

鐘的事例Jと して整理し、機構全病院にフィードバックする取り組みを開始した。

(業務実績 12頁 参照)

各病院が倫理委員会等の指摘事項をその医療に適切

に反映させることに努めている力、

各病院がリスタマネジャーを中心にヒヤリハット事

例の適正な分析等のリスク管理を推進しているか。

各病院が院内感染対策に積極的に取り組んでいるか。

各病院が新たな医療事故報告制度や医薬品等安全情

報の報告を適切に実施し、我が国全体の医療安全対

策の推進に貢献しているか。



・さらに、医療事故報告件数のうちの約30%を 占める転倒 ・転落事故については、

その半減を目指すこととし、転倒 ・転落事故防止のための業務標準化の検討を行い

「転倒 ・転落事故防止マニュアル」を作成、平成20年 度から全入院患者に対し標

準的な評価が行えるよう統一のアセスメントを実施するなど 「転倒 ・転落事故防IL

プロジェクト」を強力に推itしている。(業務実績 13頁 参照)
・長期療姜患者が使用する人工呼吸器については、標準6機種への絞り込みが着実に

推進されているほか (人工呼吸器 6機種の使用状況 :平成 19年 12月 46%→ 平

成 21年 3月 54 2%)、 人工呼吸器の装着に当たって患者に分かりやすい説明

を行う等の観点から 「長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書Jを 平成

21年 3月に策定した。(業務実績 14頁 参照)
・インフォームド・コンセントの推進については、インフォームド・コンセントの基

本的な考え方や実施に当たっての留意すべき事項など整理し、平成20年 度に 「イ

ンフォームド・コンセントの更なる推進のためにJを 策定した。(業務実績 11頁

参照)

実績 |○
・地域の救急医療体制の中で、より重篤な患者の受け入れを行う医療機関としての役

割を担うことで貢献していくこととしており、救急患者数に占める入院患者の割合

についても上昇している。(業務実績 17頁 参照)
・二次救急、24時 間小児救急体制、小児牧急輪番、市町村や地域医師会が運営する

休日・夜間の小児救急センターヘの医師派遣、 ドクタ
ーヘリ等による患者搬送時の

医師等の同乗や搬送患者の受入など、地域の救急医療体制の強化に大きく貢献して

いる。(業務実績 17、 18頁 参照)

実績 :△
・救急患者の受入数については、 564. 831件 で平成 15年 度に比して 1 9%

増、また、小児牧急患者の受入数については、 139, 766件 となっており、中

期計画に掲げる数値目標を達成できていない。

救急患者の受入数は平成 19年 度より減少傾向にあるが、その理由としては、救急

車による搬送患者数の全国的な伸びの鈍化や、これまで二次救急医療機関で受け入

れていた比較的軽傷の患者を本来の受入先である一次救急医療機関で受け入れるな

ど地域の救急医療体制が整備されてきたことなどの要因が複合的に影響しているこ

とが挙げられる。
しかしながら、このような中でも救急患者に占める入院患者の割合が上昇している

など、より重篤な患者の受け入れにシフトしているところであり、国立病院機構に

期待されている役割を着実に果たしている。(業務実績 17頁 参照)

地域において必要とされる救急医療 ・小児牧急に貢

献しているか。

救急患者 ・小児枚急患者の受け入れ数について、中

期計画に掲げる目標値の達成に向けて取組、着実に

進展しているか。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)質 の高い医療の提供

国立病院機構の医療の標準化 を

図 るため  ク リティカルパスの活

用やエ ビデンスに基づく医療 (Evi

agnce Based Modicine)に 関する

情報の共有化を図ること,

これまで担 つてきた重症心身障

害児 (者)進 行性筋ジス トロフィ

ー 児 (者)等 の長期療養者のQO

L(生 活 の質)の 向上を図 り 併

せて 在 宅支援を行 うこと。

国立病院機構が有す る人的 ・物

的資源 を有効に活用 し 地 域医療

に貢 献す るため、病診 ・病病連携

を推 進す ること。 これ らの医療の

質の向上 を基盤に政策医療ネ ッ ト

ワー クを活用 し政策医療 を適切に

実施 する とともに そ の際 政 策

医療 の評 価 を行 うための指標 を開

発す ること。

また、平成 15年 度に比 し 中

期 目標の期間中に、ク リティカル

パスの実施件数については 50%、

高額 医療機器 の共同利用数につい

ては 40%の 増力1を図ること.

(3)質 の高い医療の提供

① ク リテイカルバスの活用

チーム医療 の推進  ●_著 に分か

りやすい医療 の提供や医療の標準

化のため、ク リテ ィカルバスの活

用 を推進す ることとし 平 成 15

年度に比 し 中 期 目標の期間中に

ク リテ ィカルパス実施件数につい

て 50%以 上の増加 (※)を 目指

す 。

〔
※
 ηttL〕

(3)質 の高い医療の提供

① ク リティカルバスの活用

クリティカルパスの普及

推進のため、研究会 ・研修

会を開催し、引き続きクリ

ティカルパスの総作成数の

増を図るとともに、平成 1

5年度に比して、クリティ

カルパス実施件数の 50%

以_L増の確保を目指す。

また、地域連携クリティ

カルパスの作成及び活用を

更に進め、病院から地域ま

で一貫した医療の提供を目

指す。

(3)質 の高い医療の提供

① ク リティカルパスの活用

1.ク リティカルバスの活用推進

短期間でより効果的な医療、チーム医療の実践を行うため、各病院ではクリティカルパス委員会において妥当性を検討し、

クリティカルパスの作成を行い、これを用いた医療の実践を行っている。また各地でクリティカルパス研究会を開催して、

普及 。改善に取り組んでいる。

(1)ク リティカルパス総作成数

平成 19年 度 7, 530種 類 →  平 成20年 度 11, 565種 類    (平 成 15年 度3, 935種 類)

(2)ク リティカルパス実施件数

平成 19年 度 226, 345件  →  平成20年 度 243, 729件   (平成 15年 度97, 389件 )

2.地 域連携クリティカルバス (地域連携パス)へ の取組

病院から在宅医療まで一貫した地域連携による医療を実践するために、地域の医療機関と一体となり地域連携クリティカ

ルパス実施のための取組を行った。

地域連携パスによる医療を実践している病院は53病 院あり、大腿骨頭部骨折、脳血管障害等を対象としたパスを実践し

た。

平成 19年 度38病 院 →  平 成 20年 度 53病 院  (平 成 17年 度 12病 院)

3 医 療の標準化に向けた取組

平成 19年 度指定研究課題 「医療者用/患 者用クリティカル・パスの内容のばらつきと、バリアンス発生頻度及び在院日

数との関連に関する調査研究」において、国立病院機構内で運用されている代表的疾患に関するクリティカル ・パスを横断

的に収集 し、パス自体に組み込まれている医療プロセスのばらつき (パスエ程のばらつき)と 入院日数などの患者アウトカ

ムとの関連について分析 ・検討を行つた (平成20年 5月 とりまとめ)。

平成 20年 度においては、対象疾患を4疾 患から8疾 患に拡大するとともに、より詳細な分析、すなわち、①パスエ程の

ばらつきと病院特性との関連、②パスエ程のばらつきと診療エビデンスとの関連、及び③パス行程のばらつきと在院日数な

ど実際の患者アウトカムとの関連、などの点を明らかにするための調査 ・分析を行つた。これらの結果を踏まえ、今後医療

の標準化に向けた具体的な方策やクリティカル ・パス自体の標準化に向けた取組を進めていくこととしている。

平成 19年 度対象疾患 :胃切除術、逆行性前立腺切除術、股関節手術、精尿病教育入院

平成20年 度対象疾患 :扁桃摘出術、大腸ポリベクトミー、子宮筋腫手術、肺がん肺葉卯除、自内障 (片眼)、ラクナ脳

梗塞、心臓カテーテル (予定検査入院)、小児市中肺炎

【説明資料】

資料22:地 域連携クリティカルパス実施状況 (160頁 〕

資料23:DPCデ ータの他施設間比較 〔161頁 〕

資料24:医 療の標準化に向けた取組 〔164頁 〕



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② EBMの 推進

国立病院機構のネットワークを+

分に活用し エ ビデンスに基づく医

療 (Evidenco B8sed Modicine。以

下 「EB MJと いう。)を 実践する

ため 中 期日標の期間中に 臨 床評

価指標の開発やEBMに 関する情報

データベースの作成を目指九

② EBMの 推進

平成 19年 度から運用を開

始した臨床評価指標をすべて

の施設を対象に測定するとと

もに、国立病院機構での指標

値を公表し、その結果を基に

医療の質の改善に努める。

また、平成 16年 度から開

始したEBM推 進のための大

規模臨床研究により得られた

結果を、各施設に情報のフィ
ー ドバック及び成果の公表を

行い、医療の質の向_しに資す

る。

さらに、医療の質の向上の

ための診療情報データベース

の構築に向けた取組を進める。

② EBMの 推進

1.臨 床評価指標の開発及び公表

146病 院のネットワーク機能を活用して病院の提供する医療の質を計り改善するための臨床評価指標を開発すべく、平

成 16年 度より各病院で臨床評価指標について測定を行つてきた。平成 18年 度にこれまでの結果を踏まえ、内容の妥当性

や改善可能性についての検討会を設置し、指標の検討や研究班による新指標の実施可能性の調査を行った。

平成 19年 度からは、①現行の政策医療分野において普遍的に見られる疾患について、②入院患者を対象とし、計測可能

性、改善可能性を重視した項目を、新たな臨床評価指標として26項 目設定した。

平成20年 度においては、乃戎19年 度にラ|き続き、新たな指標により平成 19年 度実績を計測し、その結果を平成 21

年3月 に公表した。

複数の病院において、医療プロセスを含めた臨床評価指標を計測し、公表する試みは日本ではあまり例が無く、この取組

により病院における一般的な医療の質向上へ繋がる一方法を提示することができると考えている。

2.EBM普 及のための研修会の開催
ェビデンスに基づいた医療を提供するため、各政策医療分野や治験 ・臨床研究推進のための研修会、EBM実 践法に関す

る研修会を行った。平成 17年 度から平成 20年 度までで延べ9, 981名 が参加t 、́EBMの 更なる普及に尽力した。

3. EBM推 進のための大規模臨床研究事業
一般医療を多く担っている日本最大のグループである国立病院機構において、豊富な症例と

一定の質を確保することが可

能という特徴を活かして、質の高い標準的な医療を広く提供するための医学的根拠を確立するため、平成 16年 度からEB

M推 進のための大規模臨床研究を開始した。平成 16年 度に採択した5課題の研究については、平成 19年 度において患者

登録が終了l 、́平成 19年 度、平成20年 度に一部課題について学会等で成果の発表を行った。今後は研究の終了したもの

から随時論文発表等により情報の発信を進めていくこととしている。

平成 17年 度には、4課題の研究を開始して、平成 19年 度に症例の登録を完了し、
一部課題については学会等で成果の

発表を行った。

平成 18年 度からは本部において研究計画書の作成に積極的に関わることにより、厳選された質の高い6課題を採択し、

平成 20年 度に一部課題において症例の登録を完了した。

平成 19年 度も平成 18年 度と同様に本部において研究計画書の作成に積極的にかかわることにより質の高い3課題を採

択し、順調に症例の登録を行つている。

平成 20年 度には、 2課 題の臨床研究課題 (高度医療適用の試験、がん第Ⅲ相比較試験)を 採択し、症例登録の準備を進

めているところである。これらの情報を分担研究施設にフィードバックすることにより、診療の質の標準化を図つている。

※詳細については、 37、  38頁 に記載

平成 20年 度に採択した課題

○糖尿病腎症進展阻上のための抗血小板薬の効果の検討

○既治療進行非小細胞肺癌に対するエルロチニブとドセタキセルの無作為比較第皿相試験

4.そ の他のEBM推 進のための取組

(1)臨床検査データの精度保証

日本医師会が主催する 「臨床検査精度管理調査」に機構の全病院が参加し、各病院における臨床検査の精度の維持向上

に取り組んだ。その結果、臨床検査精度の評価について、全国3, 161病 院における平均点は96 2点 であつたのに

対し、機構病院の平均点はを98 3点 であり、 100点 満点の病院も10病 院存在するなど高水準であつた。

(2)EBMに 基づく臨床検査データ標準化へ向けた取組

臨床検査データの更なる標準化を目指し、臨床検査技師協議会と連携しつつ(平 成20年 度より全国の機構病院で使用

されている検査試薬の性能評価検討作業を開始した。

【説明資料】

資料 25:新 臨床評価指標項目
一覧 〔17o頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

5 電 子ジャーナルの配信

最新の医学知見をもとに、根拠に基づいた医療サービスを患者に提供することを目的として、平成 18年 7月から146

すべての病院で国立病院機構職員がインターネット経由で配信される医学文献を開覧、全文ダウンロードすることができる

よう、機構本部において電子ジャーナル配信サービスの一括契約を行った。平成 18年 度においては、HOSPnet端 末

でのみの利用に関覧が限られていたが、平成 19年 6月 より 「臨床研究支援 ・教育センター (CSECR)Jで 整備したイ
ンターネットサーバーを経由して、HOSPnet外 からの利用も可能とした。その結果、平成 20年 度においては

15, 662文 献のダウンロー ドがあつた。

1月間ダウンロード数 (平均)】

平成 19年 度 1, 124文 献 →  平 成20年 度 1, 305文 献  (対 前年度比 +116 1%)

【説明資料】

資料26:電 子ジャーーナル [171頁 〕



中 期  目  憮 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

③ 長期療養者の 00Lの 向上等

長期療養 者に関 しては そ のQ

OL(生 活の質)の 向上を目指 し、

すべての病院において面談室を設

置す るとともに、ボランテ ィアの

積極的な受スや協働等に努める。

また、重症心身障害児 (者)進 行

性筋 ジス トロフイー児 (者)を 受

け入れてい る81病 院については、

息者家族の宿泊室を設置 している

病院数 を 地 方公共団体 関 係団

体等の協力 も得て 平 成 15年 度

に ,ヒし、 中期 目標 の期間 中に

10%以 Lの 増力0(※ )を 目指す。

併せ て、重症心身障害児 (者)

等の在宅療髪を支援するため、通

回事業等の推進や在宅支援ネッ ト

ワークヘの協力を行 う.

〔※覗舗響〕

③ 長期療養者のQOし の向

上等

各病院は、引き続き長期

療養者のQOLの 向上につ

いて自院のサービスを点検
し、必要な見直しを行う。

また、障害者自立支援法
の趣旨に沿って、療養介助

職の配置を推itし、よりよ

いサービスを提供すること

により、患者の処遇充実を

図る。

③ 長 期療養者のQOLの 向上等

面談室の設置及びボランティアの受入れ状況

(1)面談室の設置

全 145病 院において面談室が設置済となっており、中期計画の目標値を達成している。

平成 19年 度 146病 院 →  平 成 20年 度 145病 院  (平 成 15年 度 123病 院)

(注)南 横浜病院廃上に伴う減 (△1)

(2)ボランティアの積極的な受入れ

ボランティアを受け入れている病院は136病 院 (平成20年 度は3病院増)に 上り、重症′き身障害児 (者)患 者等の

日常生活援助、遊び相手、おむつたたみや行事の支援等を行っていただいており、長期療養患者のQOL向 上の
一助を担

っていただいている。

平成 19年 度 133病 院 →  平 成 20年 度 136病 院  (平 成 15年 度 123病 院)

2.患 者家族の宿泊施設の設置

重症′さ身障害児 (者)、進行性筋ジストロフィー児 (者)を 受け入れている81病 院のうち、患者家族の宿泊室を設置し

ている病院は68病 院となっており、平成 15年 度に比して26%増 と大幅に増加l て́いる。

平成 19年 度 67病 院 →  平 成 20年 度 68病 院  (平 成 15年 度 54病 院)

3 重 症lb身障害児 (者)の 任宅療置支援

(1)通園事業の推進

重症心身障害児 (者)等 の在宅療養を支援するため、通園事業等を推進しており、B型通園事業については25病 院 (平

成20年 度は1病院増)で 実施1 て́いるほか、A型 通園事業についても3病院で実施している。

A型  平 成 19年 度  3病 院 →  平 成 20年 度  3病 院  (平 成 15年 度  0病 院)

B型  平 成 19年 度 24病 院 →  平 成 20年 度 25病 院  (平 成 15年 度 19病 院)

(2)在宅支援の取組

重症難病患者が適時に入院できる体制及び在宅療養提供体需1を整備するために都道府県が実施している重症難病患者入

院施設確保事業について、24病 院が拠点rn‐院、 50病 院 (平成 20年 度は4病院増)が 協力病院の役割を担うなど、地

域の在宅支援ネットワークヘの協力を行つている。

拠点病院 平 成 19年 度 24病 院 →  平 成20年 度 24病 院

協力病院 平 成 19年 度 46病 院 →  平 成20年 度 50病 院

(平成 16年 度 17病 院)

(平成 16年 度 39病 院)



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4.障 害者自立支援法施行に伴う療養介助員の増員による介護サービス提供体制の強化

平成 18年 10月 の自立支援法施行により、 27病 院が療養介護事業者となっており、対象病棟の対象患者に対する個別

の療養介護計画書を作成したり、療養介助員を増員するなどして、サービスを充実させている。

また、患者の多様な要望に応じてケアの充実を図るため、看護師の指示の下、入浴、食事、排泄等のボディ
ータッチを主

とした療養介助員を重症心身障害 進 行性筋ジストロフィー病棟のみならず、神経難病病棟を含め563名 増員し、長期療

養患者のQOLの 基本である日常生活のケアに関する介助サービスの提供体制を強化1ンた0

【療菱介助員配置数1

平成 19年 度 43病 院 409名  →  平 成20年 度 49病 院 563名  (平 成 18年 度 39病 院 314名 )

5.長 期療量憲者のQOL向 上のための具体的取組

(1)各病院の具体的な取組

長期療養患者に対し、QOL向 上のため、生活に変化をもたらしたり、地域とふれあいをもてる機会を設けている。ま

た、単調になりがちな長期療養生活の良いアクセントとなるよう、各病院において、七夕祭り、クリスマス会などの季節

的行事の開催に取り組んでいる。

(2)医療ソーシャルワーカー (MSW)の 配置 (再掲)

長期療養に伴い患者 ・家族に生じる心理的、経済的、社会的問題等の解決に早期に対応し安心して医療が受けられるよ

うにするとともに、退院後の在宅ケア、社会復j品が円滑に行えるよう関係機関と連携し必要な援助を行つていくためMS

Wの 配置を進めた。

【MSWの 配置】
・国立病院機構 145病 院中

羽或19年 度 109病 院 192名  →  平 成20年 度 113病 院 229名

(平成 16年 度  55病 院  71名 )
.重症心身障害 ・進行性筋ジストロフィー病床を有している81病 院中

平成 19年 度  52病 院89名  →  平 成 20年 度 56病 院 106名

(平成 16年 度 26病 院 34名 )

(3)食事の提供にかかるサービス向上への取組

入院生活における 「食事」は、治療の一環であるとともに、患者にとっての楽しみの一つでもある。最近は、選択メ
ニューなどにより、可能な限り患者の意向を重視した形を取り入れている病院が多いが、長期療養患者については、食事

の介助が大変なことからベッドサイド又は食堂において配膳トレーでの食事を提供しているところである。こうした中、

年に数回、定期的に 「食事バイキング」や 「ワゴンサービスJを 企画することで、満足してもらうよう、病院が一体と

なって取り組んでいる。

【食事バイキングを企画実施している病院】

重症心身障害病床を有している 72病 院中

平成 19年 度 14病 院 → 平 成 20年 度 17病 院

【ワゴンサービスを企画実施している病院】

重症,さ身障害 ・進行性筋ジストロフィー病床を有している 81病 院中 26病 院



中 期 日 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

6.長 期療養患者のQOLを 維持 ・向上させるための人工呼吸器の標準化 (再掲)

(1)人工呼吸器の機種の標準化について

平成 18年 度に取りまとめられた報告書 「長期療養患者が使用する人工呼吸器の標準化についてJを 踏まえ、平成 19

年4月 に、今後、長期療養患者が使用する人工呼吸器の更新等整備を行う際には、原則として標準6機 種の中から整備を

行うこととする旨の医療部長通知を発出した。

また、平成 21年 3月 に標準化の進捗状況についての調査を行つたところ、医療部長通知発出前の平成 19年 2月 の調

査時点と比較して、長期療養患者が使用する人工呼吸器で標準 6機種の占める割合が上昇しており、標準化に向けた各病

院の積極的な取組が見られた。

【人工呼吸器 6機種の使用状況】 平 成 19年 12月  46 0% →  平 成 21年 3月 54 2%

(当初 :平成 19年 2月  35 4%)

(2)長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書について

進行性筋ジストロフィー児 (者)・重症心身障害児 (者)・ALS患 者等の長期療養患者にとって人工呼吸器は生命維持

装置であり、その装着に当たっては患者に分かりやすい説明を行うとともに、細′きの注意をもって取り扱うことが必要で

あることから、人工呼吸器の目的や基本構造、操作時の安全管理、使用時の看護の留意点、装着に係る説明書等を内容と

する 「長期療養患者が使用する人工呼吸器の取扱い手順書Jを 平成21年 3月 に作成し運用を開始した。

1手順書内容】
I 長 期療養患者に対する人工呼吸器の目的、使用時の留意点等

1 目 的 2 分 類 3 基 本構造 4 操 作 5 安 全管理 6 使 用時の看護の留意点 7 停 電時の対応

8 装 着にかかる説明書及び同意書

Ⅱ 非 侵襲的陽圧換気療法 (NPPV)

1 適 応基準 2 長 所 ・短所 3 代 表的な換気様式 4 安 全管理 5 使 用時の看護の留意点 6 移 行

7 装 着にかかる説明書及び同意書

【説明資料】

資料27:長 期療養者のQOLの 向上等 〔173頁 〕

資料28:重 症心身障害児 (者)通 園事業の推進 〔174頁 〕

資料29:療 養介助職の配置による効果 (175頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

④ 病 診連携年の推進

地域の医療機関との連携を図 り、

地域において的確 な役害1を担 うた

め、すべての病院において地域医

療連携室を設置す るとともに、平

成 15年 度に比 し 中 期 目標の期

間中に MRI等 の高額医療機器

(Xl)の 共同利用数 について 4

0%以 上の増加 (※ 2)を 目指す。

また 同 様に 紹 介率 と逆紹介

事について各 々 5%以 上弓さ Lげ

る (※3)こ とに努める.

※ l CT(ヨ ンピ●●―夕断層撮

影装置)MRI(磁 気共鳴

断装置)シ ンチグラフィー

SPECT(シ ングルアオ ト

ンエ ミッションCT装 置)

※ 2 平 成 15年 度実績

総件数  28, 282件

※ 3 平 成 15年 度

紹介率  36 8%

逆紹介率 24 4%

④ 病診連携等の推進

地域の医療機関との連携

を図り、地域における的確

な役割を担 うため、引き続

き各病院の地域医療連携室

が中心となって、紹介率と

逆紹介率の引き上げや高額

医療機器の共同利用数の増

を図る。

④ 病診連携等の推進

.地 域医療連携室の取組

地域医療連携室については、すべての病院において設置されており、そのうち 117病 院で専任の職員 (303名 )を 配

置している。具体的な取lflとして、広報誌の発行、紹介患者の受付、公開講座の実施、連携病院への訪間、近隣医療機関の

リーフレット作成、地域医療カンファレンスの実施、地域連携パス作りへの参画、高額医療機器の検査予約受付などを行う

ことによつて、病診連携等を推進しているところである。

また、地域の医療機関との連携を強化し、紹介率の向上を図ることにより、平均在院日数の短縮化にも貢献している。

2 紹 介率と逆紹介率の上昇

各病院平均の紹介率は53 9%、 平成 15年 度に比して 17 1ポ イント増となっている。また、各病院平均の逆紹介

率は42 7%、 平成 15年 度に比して 18 3ポ イント増となっており、それぞれ中期計画の数値目標を達成している。

紹介率  逆 紹介率

36  8 %  2 4  4 %

4 0  5 %  2 8  7 %

4 2  7 %  3 3  2 %

4 7  4 %  3 2  2 %

5 1  1 %  8 6  9 %

5 3  9 %  4 2  7 %

平成 15年 度

平成 16年 度

平成 17年 度

平成 18年 度

平成 19年 度

平成20年 度

3.高 額医療機器の共同利用状況 (第2 2(3)① 「医療機器の効率的な利用の推進」参照)

高額医療機器 (MRI、 CT、 SPECT、 シンチグラフィー)の 稼働状況及び共同禾1用数は59, 004件 で、平成

15年 度に比して約 108 6%増 と大幅に増力|しており、中期計画の数値目標を大幅に上回つた。

4.地 域医療への取組

平成 18年 の医療法改正により、都道府県が作成する新医療計画において4疾病5事業等が位置付けられることとなった

ところであるが、国立病院機構関係者が都道府県の医療協議会等へ参加し、医療計画の策定に貢献することなどにより、地

域医療への取組を推進している。

○各都道府県における医療連携体制について検討 ・討議するために設置される委員会等への参加状況

・都道府県医療対策協議会等

地域別 ・疾患別の委員会等

平成20年 4月

25病 院
42病 院 (延数)

平成21年 4月
→ 30病 院
→ 45病 院 (実数)

5 助 産所の唱託医療機関としての協力

平成 18年 の医療法改正により、分娩を取り扱う助産所の開設者は分娩時等の異常に対応するため、嘱託医師については

産科又は産婦人科を担当する医師を嘱託医とすること、及び嘱託医師による対応が困難な場合のため、診療科名の中に産科

又は産婦人科及び小児科を有し、かつ、新生児への診療を行うことができる病院又は診療所を確保することとされた。

平成21年 4月 1日現在、嘱託医療機関 (嘱託医師を含む)と して 11病 院が協力している。



中 期  目  絆 中 期 計 画 平 成 2 0年 度 計 画 平 成 20年 度 の 業 務 の 実 績

6.地 域医療支援病院の増力0

平成 20年 度中に、新たに10病 院 (霞夕浦医療センタ
ー、千葉医療センターー、災害医療センター、金沢医療センター、

京都医療センター、舞鶴医療センター、大阪医療センター、大阪南医療センタ
ー、岩国医療センター、小倉医療センター)

が地域医療支援病院の指定を受け、合計33病 院が地域医療支援病院としての役割を担うなど、地域医療への取組を
一層強

化している。

平成 19年 度 23病 院 →  平 成 20年 度 33病 院  (平 成 15年 度 4病 院)

7.が ん対策医療への取組

平成 18年 に成立した 「がん対策基本法」及び同年に出された 「がん診療連携拠点病liの整備に関する指針」等による国

のがん医療の均てんイヒ推進方策に協力するため、がん医療を担う診療従事者の配置や患者への情報提供体制等を整備した結

果、平成20年 度は2病院が都道府県がん診療連携拠点病院として、31病 院が地域がん診療連携拠点病院として指定され

ており、地域における質の高いがん医療の拠点整備に貢献した。

都道府県がん診療連携拠`颯病院  平 成 19年 度 2病 院 →  平 成20年 度 2病 院  (平 成 15年 度 o病 院)

地域がん診療連携拠点病院    平 成 19年 度 31病 院 →  平 成20年 度 31病 院  (平 成 15年 度 7病 院)

※ 平 成21年 4月 1日に北海道がんセンターが都道府県がん診療連携拠点病院に、神戸医療センタ
ーが地域がん診

療連携拠点病院に指定

8 11D域連携クリティカルバス 〈地域連携バス)へ の取組 (再掲)

病院から在宅医療まで一貫した地域連携による医療を実践するため、また病診連携等を推進するために地域の医療機関と

共同して地域連携クリテイカルパスを作成し、そのパスに基づいた連携医療の実践を進めた。

地域連携パスによる医療を実践した病院は53病 院あり、大腿骨頚部骨折、脳血管障害等を対象としたパスを実践した。

【説明資料】

資料30:が ん診療連携拠点病院一覧 〔181頁 〕

資料31:病 診連携等の推進 〔182頁 〕

資料321地 域医療支援病院一覧 〔183頁 ]



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

⑤ 政 策医表の適切な実施

これ まで担 って きた結核やエイ

ズをは じめ とする感染症、進行性

筋 ジス トロフィーや重症心身障害

等の政策医療 について、政策医療

ネ ッ トワークを活用 し、適切に実

施する.

また、今後開発する臨床評価指

標 を活用 してその実施状況を把握

し 37価 を行い 個 々の病院が取

り組む政策医療の質の向上を図る。

政策医療の適切な実施

新たな都道府県医療計画

で位置付けられる4疾 病 5

事業とともに、これまで担
ってきた政策医療を、引き

続き各政策医療ネットワー

ク及び臨床評価指標等を活

用して、その質の向上を図

る。

また、心神喪失者等医療

観察法に基づく指定医療機

関や障害者自立支援法に基
づく療養介護事業の運営に
ついては、適切な対応を図

る。

⑤ ⑤ 政策医療の適切な実施

質の高い結核医療の実施

(1)我が国の結核医療における国立病院機構の役割

結核医療は、国立病院機構で担う政策医療の重要な
一分野であり、結核病床を有する54病 院 3, 717床 において全

国の結核入院患者の約45%以 上を受け入れ治療を提供した。

結核病床

結核病床については、結核の入院患者数及び病床利用率は低下傾向にあることから、効率的な病棟運営のため、複数の

結核病棟を保有している病院においては、病棟の休棟または廃止、また、単
一の結核病棟を保有している病院においては、

結核病床を一部肖1減の上、一般病床とのユニット化を行うなどの取組を進めている。

平成 20年 度においては、7個病棟 (246床 )を 休棟などにより集約したほか、
一般病床とのユニット化も5例実施

した。

また、平成 20年 度においては診療報酬改定が行われ、結核病棟入院基本料について、10対 1の評価の引き上げ、

13対 1の平均在院日数要件の撤廃が行われたことにともない、羽成20年 度中に15対 1か らlo対 1への上位基準の

取得を2病 院において、 15対 1か ら13対 1への L位基準の取得を23病 院において実施した。

羽或19年 度     平 成20年 度

延入院患者数 (結核) 627, 994名  →  564, 667名

病床利用率 (結核)     60 2% →     58 7%

(3)新型インフルエンザ対応指針 (素案)の 作成

新型インフルエンザの発生が強く懸念され、政府においても新型インフルエンザ行動計画の見直しが行われる中、平成

20年 12月 、新型インフルエンザが発生した際においても各病院が適切に対応できるよう、「旧療養所型病院の活性化方

策に関する検討会」結核部会において、国立病院機構における 「新型インフルエンザ対応指針 (素案)」の検討を行つた。

当該素案では、地域における各病院の役割の確認、発熱外来の設置と役割、診療体制等政府の行動計画が定める発生段階

に応じた各病院の具体的行動について整理を行つている。また、併せて新型インフルエンザ疑い患者の定義を満たす患者

が来院したという状況設定の中で、個々の職員が具体的にどう行動し、どのような役割を果たすべきかなどを事前に確認

するための 「シミュレーションマニュアル」を作成した。

なお、本年 4月 の新型インフルエンザ発生の際にも、本素案を全病院に送付 t 、́インフルエンザが拡大した場合の各病

院の体制についてあらかじめ検討lンておくことで、万全の対応が行えるよう指示を行い、発熱外来の開設に当たつても組

織的かつ迅速な対応を行うことができた。

今後は、本年4月 の新型インフルエンザ対応で明らかとなった課題等をも踏まえながら、必要な見直し等を行っていく

ことで、新型インフルエンザが発生した場合においても、各病院が適切に対応することのできる体制を整備していくこと

としている。

:説明資料】

資料33:新 型インフルエンザ対応指針 (素案)(185頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

心神喪失者等医療観察法施行に係る主導的な取組と精神医療の質の向上

(1)医療観察法病床の主導的整備

平成 17年 7月の心神喪失者等医療観察法の施行により、国、都道府県及び特定独立行政法人は指定入院医療機関を整

備することとなった。対象患者の増加により病床が不足し、都道府県の病床整備が遅々として進まない中で、国立病院機

構は医療観察法病棟の整備を進めるなど、国の政策としての同法施行に大きく貢献している。

なお 平 成 20年 度においては、新たに1か所 (賀茂精神医療センター)整 備した。

【平成 20年 度末時点の医療法観察法病棟開棟病院 ・・・12病 院】

(花巻病院、東尾張病院*、肥前精神医療センター*、北陸病院、久里浜アルコ
ール症センター*、さいがた病院*、

小諸高原病院*、下総精神医療センター*、琉球病院、菊地病院、神原病院、賀茂精神医療センター)

平成 21年 4月 1日現在の全国の指定入院医療機関は 16か 所 (437床 )で あるが、 うち国立病院機構の病院が実に

12か 所 (349床 )と 全病床の79 9%を 占めるという状況となっている。更にこのうち6病院(*)では、病床不足

による国の強い要請に応え、専用病棟の竣工以前の暫定病棟を設置・開棟し病床確保に協力した。

なお、当該指定入院医療機関に係る看護職員配置基準は、 1病 棟30床 に対して43名 という多数の職員を配置するこ

ととなっているため、やむなく当該病院の既存病棟を集約することによつて職員を確保するなど、国の政策に最大限の協

力を行っているところである。

国立病院機構における指定医療機関数及び病床数

2.

病院数

平成 20年 4月  11病 院 (15病 院)

平成 21年 4月  12病 院 (16病 院)

病床数       病 床占有率
299床 (387床 ) 77 3%
349床 (437床 ) 79 9%

(注)括 弧内は全国の数値

3.障 害者医療を担う病院の今後の基本的方向性のとりまとめ

国立病院機構の重要な役割である重症心身障害 ・筋ジストロフィ
ー等障害者医療の今後の方向性について、「旧療養所型

病院の活性化方策に関する検討会」重症心身障害 ・筋ジストロフィー部会において検討を行い、平成 20年 11月 に報告書

のとりまとめを行つた。

報告書では、障害者病棟における患者重症度、医師や療養介助職の現状、病棟整備の状況、重症心身障害患者が療養介護

に移行した場合の影響等について実態調査等に基づく整理を行うとともに、これらの実態を踏まえた将来的な方向性として、

①超重症児等重症度の高い患者の受入と、地域の周産期医療体制の中でのポストNICUと しての機能を強化する取組の

促進

②研修プログラムに障害者医療を担う病院でのプログラムを組み入れることなどによる次世代の障害者医療を担う医師の

育成 ・確保

③療養介助職の配置数が大幅に増加するとともに、その半数が介護福祉士であること等を踏まえたグル
ープリーダーの設

置等業務運営体制の見直し

④重症心身障害の療養介護事業移行に向けた厚生労働省との必要な調整等計画的取組や、いわゆる 「動く重症心身障害児

(者)」の処遇困難性を踏まえた診療報酬等への反映の働きかけ

⑤老朽化した病棟の計画的整備の推進

等を示したところである。本報告書を踏まえ、第2期 中期計画期間中に、国立病院機構の障害者医療に係るセ
ーフティネッ

ト機能の一層の強化を進めていくこととしている。

なお、上記のうち療養介助職に関連した事項に関して、業務遊行の効率化及び職域における業務能力の向上を目指す観点

から、療養介助職を相当数配置している病院においては、職群におけるリーダー的役割を担う療養介助長及び副療養介助長

を配置するとともに、療養介助職の給与の改善を行うこととし、平成21年 4月 から実施している。

【説明資料】

資料 34:「 旧療養所型病院の活性化方策に関する検討会J重症心身障害・筋ジストロフィー部会幸風告書 (概要)〔 202頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4.精 神科病院の今後の基本的方向性のとりまとめ

国立病院機構の精神科病院が今後担つていくべき医療等の基本的方向性について、「旧療養所型病院の活性化方策に関す

る検討会J精 神部会において検討を行い、平成20年 11月 に報告書のとりまとめた。報告書では、

①国立病院機構で担う精神科医療は、身体合併症精神病、薬物 ・アルコール依存症等他の設置主体では対応困難な患者に

対する医療や精神科急性期医療への取組に加え、
a 自 開症、アスペルガー症候群等発達障害に係る専門医療の展開

b ク ロザピン使用や修正型電気けいれん療法の活用等新たな治療方法への取組

c 認 知症の 「行動心理学的症侯Jに 係る治療方法標準化への取組

等についても積極的に進めて行くことが必要

②我が国の医療観察法病棟の約8割 を国立病院機構が占めているスケールメリットを活かし、病棟運営状況についての施

設間13互のレビューシステムを確立すること等により、司法精神科医療に係る標準化や人材の育成を進める

③国立病院機構の精神科病院ネットワーク及び精神科医療における教育指導の特色を踏まえ、複数の精神科病院が参加し

相互に利用することのできる 「多施設共同研修プログラムJの 策定とテレビ会議システムを活用した運用

④再生プランの着実な実行による経営改善の推進

等を提示したところである。本報告書を略まえ、第 2期 中期計画期間中に、国立病院機構が担う精神科医療の
一層の機能強

化を進めていくこととしている。

なお、テレビ会議システムを活用した 「多施設共同研修プログラム」については、平成 21年 2月 から5病院 (花巻病院、

久里浜アルコール症センター、東尾張病院、肥前精神医療センター及び琉球病院)が 参加し運用を開始している。

5.が ん対策医療への取組 (再掲)

平成 18年 に成立した 「がん対策基本法」及び同年に出された 「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」等による国

のがん医療の均てん化推進方策に協力するため、がん医療を担う診療従事者の配置や患者への情報提供体制等を整備した結

果、平成 20年 度は2病院が都道府県がん診療連携拠点病院として、31病 院が地域がん診療連携拠点病院として指定され

ており、地域における質の高いがん医療の拠点整備に貢献した。

都道府県がん診療連携拠点病院  平 成 19年 度 2病 院 →  平 成 20年 度 2病 院  (平 成 15年 度 0病 院)

地域がん診療連携拠点病院    平 成 19年 度 31病 院 →  平 成 20年 度31病 院  (平 成 15年 度 7病 院)

※ 平 成21年 4月 1日に北海道がんセンターが都道府県がん診療連携拠点病院に、神戸医療センターが地域がん診

療連携拠点病院に指定

6.周 産期医療における新たな取組 (院内助産所、助産師外来の開設)(再 掲)

成育医療分野の妊娠 ・出産領域における産科医師が不足する中、助産師が有する専門能力を積極的に活用することにより

院内助産所 ・助産師外来の設置を推進した`産 科医師、助産師、地域医療機関とが連携できる体制を整備することにより院

内助産所lt 4病院、助産師外来は19病 院で開設している。また、今後も各病院の状況に応じて開設に向けた準備を取り組

んでいるところであり、引き続き安心なお産と育児支援のための体制の充実に努めていくこととしている。

7 骨 ・運動器疾患政策医療ネットワークの活動

村山医療センターを中心とした骨 ・運動器疾患ネットワーク33病 院で集積した1, 333例 の大腿骨頚部骨折患者調査

から患者の 15%(204例 )し か骨粗選症の治療歴がなく、うち84例 はビタミンDで 骨量増加効果が期待されるビス

フォスフォネー トは3%(42例 )に 過ぎなかつた。自立歩行可能であった症例で骨折後も自立歩行可能であつたのはわず

か13%で 、杖歩行や介助生活になっていることが明らかになった。骨折予防としての有効な骨粗難症治療の普及啓発の重

要性が示唆された。

1説明資料】

資料 35,「 ,日療養所型病院の活性化方策に関する検討会J精 神部会報告書 〔206頁 〕

資料36:lTを 活用した精神科領域における多施設共同研修 〔214頁 〕

資料37:医 療観察法と精神医療の質向上 (216頁 〕



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

クリティカルパスは実施件数がさらに増加し、普及が進んでおり、チ
ーム医療の推

進、患者に分かりやすい説明、医療の標準化が着実に進展している。

質の高い医療の提供のため、療養介助員の大幅な増員 (409名 →563名 )を 行

い介助サービス提供体制の強化を図つた。

平成 20年 11月 、新型インフルエンザが発生した際においても各病院が適切に対

応できるよう、「旧療養所型病院の活性化方策に関する検討会」結核部会において、

新型インフルエンザ対応指針 (素案)の 検討を行い、本年 4月の新型インフルエンザ

発生の際にも役立てた。

また、障害者医療を担う病院の今後の基本的方向性について、平成20年 11月 に

同検討会重症心身障害 ・筋ジストロフィ
ー部会において報告書のとりまとめを行うと

ともに、精神科病院の今後の基本的方向性について、平成 20年 11月 に同検討会精

神部会において報告書のとりまとめを行うことで、第2期 中期計画における質の高い

医療の提供に向けた取組を進めた。

クリティカルパス実施件数については243, 729件 となっており、平成 15年

に比して 150 3%増 と中期計画の日標値を大幅に上回つている。 (業務実績

22貞 参照)

・患者家族の宿泊施設を設置している病院は68病 院となっており、平成 15年 度に

比して26%増 と中期計画の目標値を達成している。(業務実績25頁 参照)

・高額医療機器の共同利用数は、平成 15年 度に比して108 6%と 大幅に増えて

おり (59, 004件 )中 期計画の目標値を大幅に上回った。(業務実績28頁 参

照)
・紹介率は平成 15年 度比 17 1%増 (53 9%)逆 紹介率は平成 15年 度比

18 3%増 (42 7%)と なっており、中期計画の目標値を達成している。

(業務実績 28頁 参照)

実績 :○
・クリティカルパス研修会を開催するなど、その活用の推進に努めた結果、平成20

年度のクリテイカルパスの実施件数は243, 729件 と、平成 15年 度比

150 3%増 と中期計画の目標値を大幅に上回つている。さらに、機構内に立ち

上げたクリティカルパスの共同研究結果 (平成 20年 度 5月 とりまとめ)を踏まえ、

より質の高いものを共通のパスとして活用していくことで医療の標準化を目指して

いる。

また地域における一貫した医療、病診連携等を推進するため地域連携クリティカル

パスを53病 院で実施した。(業務実績 22頁 参照)

評 価項 目 3 診 療事業 (3)質 の高い医療の提供 l

[数値目標]
・平成 15年 度比50%以 上増

クリテイカルパス実施件数243, 729件

(平成 15年 度 97, 389件 )

・平成 15年 度比 10%以 上増

患者家族の宿泊施設を設置している病院 68病 院

(平成 15年 度 54病 院)

:平成 15年 度比40%以 上増

MRI等 の高額医療機器の共同利用数

5件

(平成 15年 度28, 282件 )

平成 15年 度比 5%以 上増

紹介率  53 9%(平 成 15年 度

逆紹介率 42 7%(平 成 15年 度

36 8%)、

24 4%)

[評価の視点]
・クリテイカルパスの実施件数について、中期計画に

掲げる日標の達成に向けて取り組み、チーム医療の

推進、患者に分かりやすい医療の提供や医療の標準

化のため、クリティカルパスの活用を推進している

か 。



実績 :○
・平成20年 度においては、前年度同様に26の 臨床評価指標について全病院につい

てのデータを集計、公表した。前年度との比較により医療の質の向上を評価する

ツールとしてだけでなく、全病院に実施することで医療の標準化の推進にも寄与し

ている。

複数の病院において、医療プロセスを含めた臨床評価指標を計測し、実施してい

る医療を可視化することで病院横断的・時間縦断的な比較を行い、公表するという

試みは我が国では初の取組であり、このような形成的な自己評価の手法を我が国最

大の病院ネットワークである国立病院機構が実施することにより、病院における
一

般的な医療の質向上に繋がる一方法を提示できるものと考えている。 (業務実績

23頁 参照)

実績 :0
・ボランティアを受け入れている病院は136病 院 (平成 20年 度は3病院増)に 上

り、重症心身障害児 (者)患 者等の日常生活援助、遊び相手、おむつたたみや行事

の支援等を行っていただいており、長期療養患者のQOL向 上の一助を担つていた

だいている。(業務実績 25頁 参照)
・長期療養者のQOL改 善のため、療養介助員の大幅な増員 (409名 → 563名 )

を行い介護サービス提供体制の強化を図つた。
また、呼吸器補助を必要とする長期療養者に不可欠な人工呼吸器について、医療安

全対策上に関わるリスクを軽減し、外出・外泊が可能でより快適な療養生活に繋が

る機種への標準化を行うため、74機 種から6機 種への絞込みを行っていくことと

し、その趣旨を全病院に周知徹底を図った。今後各病院においては機器更新の際に

当該6機 種から選定し、QOL向 上を図つていく。(業務実績2o、 27頁 参照)

実績 :〇

重症心身障害児 (者)、進行性筋ジストロフィー児 (者)を 受け入れている病院に

ついて、患者家族の宿泊施設を設置している病院は68病 院となつており、平成

15年 度に比して26%増 と中期計画の目標値を達成している。(業務実績 25頁

参照)

実績 :○
・重症心身障害児 (者)等 の在宅医療を支援するため、通園事業等を推進l て́おり、

A型 は 3病 院、B型 は25病 院 (平成 20年 度は 1病院増)で 実施している。(業

務実績 25頁 参照)
・都道府県が実施している重症難病患者入院施設確保事業について、24病 院が拠点

病院、 50病 院 (平成 20年 度は4病院増)が 協力病院の役割を担うなど、地域の

在宅支援ネットワークヘの協力を行つている。(業務実績25頁 参照)

実績 :○
・地域連携室については、
している。(業務実績2

すべての病院において設置されており、病診連携等を推進

8頁参照)

実績 :0
・高額医療機器の共同利用数は、平成 15年 度に比して

おり (59, 004件 )中 期計画の日標値 (40%)

績 28頁 参照)

108 6%と 大幅に増えて

を大幅に上回つた。(業務実

臨床評価指標の開発や情報データベース等の作成を

推進するとともに、ネットワーク機能を生かしてエ

ビデンスに基づく医療を実践しているか。

ボランティアの積極的な受入等により、長期療養者
のQOLの 向上に取り組んでいるか。

重症′さ身障害児 (者)、進行性筋ジストロフィー児

(者)を 受け入れている病院について、患者家族の

宿泊施設の設置病院数を、中期計画に掲げる日標値
の達成に向けて着実に増加させているか。

重症心身障害児 (者)等 の在宅支援が進展している

か 。

すべての病院に地域医療連携室を設置し、地域の医

療機関と連携を図つているか。

高額医療機器の共同利用数について、中期計画に掲

げる目標の達成に向けて取り組み、着実に進展して

いるか。



実績 :0
・紹介率は平成 15年 度比 17 1%増 (58 9%)、 逆紹介率は平成 15年 度比

18 3%増 (42 7%)と なっており、中期計画の日標を達成している。(業

務実績 28頁 参照)

実績 :○
・平成 20年 11月 、新型インフルエンザが発生した際においても各病院が適切に対

応できるよう、「日療養所型病院の活性化方策に関する検討会J結核部会において、

国立病院機構における 「新型インフルエンザ対応指針 (素案)Jの検討を行うこと

で、新型インフルエンザ発生時の体制整備に努めた。また、本年4月の新型インフ

ルエンザ発生の際にも、当該素案を各病院に送付し、インフルエンザが拡大した場

合の自院の対応についてあらかじめ検討しておくことで、万全の対応が行えるよう

指示を行い、発熱外来の開設に当たっても組織的かつ迅速な対応を行うことができ

た。(業務実績30頁 参照)
・心神喪失者等医療観察法施行に係る取組について、都道府県の病床整備が遅々とし

て進まない中で、国立病院機構は医療観察法病棟の整備を進め、国の政策としての

同法施行に大きく貢献する (全病床の79 9%)な ど、適切に実施しており、平

成 20年 度においては新たに 1カ所 (賀茂精神医療センタ
ー)整 備した。(業務実

績 31頁 参照)
・障害者医療を担う病院の今後の基本的方向性について、「旧療養所型病院の活性化

方策に関する検討会」重症心身障害 ・筋ジストロフィ
ー部会において検討を行い、

平成 20年 11月 に報告書のとりまとめや療養介助職の業務運営の見直しを行うな

ど、引き続き質の高い医療の提供に努めた。(業務実績 31頁 参照)
・精神科病院の今後の基本的方向性について、「1日療養所型病院の活性化方策に関す

る検討会J精 神部会において検討を行い、平成 20年 11月 に報告書のとりまとめ

を行うとともに、精神科病院ネットワークを活用した 「多施設共同研修事業」を新

たに開始した。(業務実績32頁 参照)

実績 :○
.複数の病院において医療プロセスを含めた臨床評価指標を計凛1し公表する取組を通

じて、病院における医療の質の向上に繋げていくため、平成 18年 度に策定した

26項 目の臨床評価指標により平成 19年 度実績を計測するとともに、その結果を

平成20年 度 3月に公表した。(業務実績23頁 参照)

・紹介率と逆紹介率について、中期計画に掲げる目標

の適或に向けて取り組み、着実に進展しているか。

・結核やエイズをはじめとする感染症、進行性筋ジス

トロフィーや重症心身障害等の政策医療について、

政策医療ネットワータを活用して、適切に実施して

いるか。

。開発された臨床評価指標を活用して、政策医療の質

の向上を図っているか。



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

臨床研究事彙

臨床研究事業については、豊富か

つ多様な症例を有す る国立病院機構の

ネッ トワークを活用 して 診 療の科学

的根拠 となるデータを集積 し、エ ビデ

ンス (E‖“Кe)の 形成に努めること。

また 我 が国の医療の向上のため個々

の病院の特性を活か し、高度先端医療

技術のRB発やその臨床導入 を推進する

こと。

また 治 験についても 上 記 の国

立病院機構の特徴を活か し 質 の高い

治験を推進するため 平 成 15年 度に

,ヒし、中期 日標の期 間中に 治 験実施

症例数の 20%の 増力0を図るこ と。

臨床研究事業

臨床研究事業においては 国 立病

院機構のネ ッ トワークを活用 して臨

床研究を進め 診 療の科学的根拠 と

なるデー タを集積す るとともに、情

報を発信 し、これ らにより、我が国

の医療の質の向上に貢献する。

(1)ネ ッ トワークを活用 した EB

Mの ためのエ ビデンスづ くりの

推進とそれに基づいた診薇ガイ

ドライン0作 成

① 一 般臨床に役立つ独 自の臨床

研究の推進

一般臨床 に役立つェ ビデ ン

スづくりを実施するため、平成

16年 度中に日立病院機構のネ

ッ トワークを活用 した観察研究

等を主体 とする臨床研 究計画を

作成 し こ れに基づいて独 自の

臨床研究を推進する。

また こ れに よ り、主要な

疾患の標準的な診療指針の作成

・改善に寄与する。

臨床研究事業

国立病院機構のネットワー

クを活用してEBM推 進のた

めの臨床研究を進め、診療の

科学的根拠となるデータを集

積するとともに、国立病院総

合医学会等を開催し、情報の

発信に努める。

(1)ネ ットワークを活用し

たEBMの ためのエビデ

ンスづくりの推進とそれ

に基づいた診療ガイドラ

インの作成

① 一 般臨床に役立つ独自

の臨床研究の推進

国立病院機構の全国ネ

ットワークを活用した独

自の研究であるEBM推

進のための大規模臨床研

究については、平成 16

年度及び平成 17年 度に

採択した課題の一部の研

究においてi■、得られた

成果を学会 ・論文などで

発表し、医療の質の向上

に資するとともに、広く

情報発信し、臨床への還

元を目指す。

また、平成 18年 度及

び平成 19年 度に採択し

た課題においては引き続

き本部が主導となり、推

進 ・運営する。

臨床研究事業

1)ネ ットワークを活用したEBMの ためのエビデンスづくりの推進とそれに基づいた診療ガイ ドライ

ンの作成

① 一般臨床に役立つ独自の臨床研究の推進

「EBM推 進のための大規模臨床研究(EBM推 進研究)」事業

日本最大の病院グループである国立病院機構のスケールメリットを生かし、豊富な症例と一定の質を確保することが可能

という特徴を活かして、質の高い標準的な医療を広く提供するための医学的根拠を確立すべく、国立病院機構本部が主導と

なって 「EBM推 進のための大規模臨床研究J事 業を引き続き推進した。平成20年 度においては、平成 16年 度及び平成

17年 度に開始した9課題の患者登録が終了し一部課題については成果の発表を行った。平成 18年 度課題の6課題におい

ては、一部課題において患者登録が終了し、平成 19年 度課題の3課題においては順調に患者登録が進捗している。また、

平成20年 度課題として2課題の研究を選定した。

(1)平成 16年 度EBM推 進研究5課題の進捗状況

各課題について平成 18年 度中に登録を完了し、平成 19年 度には4課題において追跡調査も終了した。また、
一部の

課題において、成果発表を行つた。今後は研究の終了したものから随時論文発表等により情報発信を進めていくこととし

ている。

O人 工栄養 (中心静脈栄養もしくは経腸栄養)を 行う際の医療行為の安全性、患者予後に関する観察研究

(」APOAN研 究):86病 院 546例 追跡調査終了

○わが国の高血圧症における原発性アル ドステロン症の実態調査研究 (PHAS― 」研究)

: 47病 院  1,289例 追跡調査終了

○急性心筋梗塞全国共同悉皆調査による臨床評価指標とその評価 (STAMINHO研 究)

: 44病 院  3,376例 追跡調査終了

○心房細動による心原性脳塞栓予防における抗血栓療法の実態調査 (」NHOAF研 究)

: 58病 院  1,577例 追跡調査終了

○消化器外科手術の施設間技術評価法の確立 (E― PASS研 究)

: 63病 院  5, 331例 追跡調査中



中 期  日  線 中 期  計  画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)平成 17年 度EBM推 進研究4課題の進捗状況

各課題について、平成20年 度には患者登録を完了し、
一部課題については成果発表を行つた。今後は研究の終了した

ものから随時論文発表等により情報発信を進めていくこととしている。

01曼性呼吸器疾患における、機械的人工換気療法の適用基準、安全性、患者予後、QOL、 医療経済効果に関する

観察研究 (」NEPPv研 究): 64病 院  1881● ll追跡調査終了

〇 「EBMに 基づく胃潰瘍診療ガイドラインJの 妥当性に関する臨床的検討 ― アウトカム研究を中′心として
一

(ECGU研 究) : 69病 院  942例 調査終了

Oス テロイド療法の安全性の確立に関する研究 (NHO SACFll究 )

: 57病 院  604例 追跡調査終了

○ 急性腸間膜虚血症の疫学調査 (ERAMI― J研究)

: 50病 院  115例 調査終了

(3)平成 18年 度EBM推 進研究6課題の進捗状況

各課題について、平成 20年 度には一部課題において患者登録を完了し、現在追跡調査を続けている。

O糖 尿病性腎症発症阻上のための家庭血圧管理指針の確立 (HBP― DN研 究)

| 4 gffiw 239例 登録中

○重症褥癒 (皿度以上)に 対する局所治療 ・ケアの適切性に関する研究
―ポケット切開・洗浄消毒処置を中心に一

(ASUP研 究): 66病 院  384例 登録中

〇気管支鏡検査時の感染症合併と抗菌薬投与に関する多施設調査研究 (」
―BRONCO研 究)

: 61病 院  5, 149例 追跡調査終了

〇胃静脈瘤に対する治療方針の確立に関する研究 (RIFT― GV研 究)

: 40病 院 234例 登録中

〇冠動脈疾患治療におけるインターベンション療法の妥当性についての検討 (AVIT― 」研究)

: 42病 院  2, 347例 追跡調査中

0人 工呼吸器装着患者のイ本位変換手技と気管チューブ逸脱事故に関する研究 (VENTIL研 究)

: 97病 院  1, 999例 調査終了

14)平成 19年 度EBM推 進研究3課題の公募採択と研究計画 ・研究組織の確定

平成 20年 6月の倫理審査委員会を経て、患者登録を開始し、順調に患者登録が進捗している。

○心房細動による心原性脳塞栓予防における抗血栓療法
―標準的医療の確立に向けて―(NHOAF研 究)

: 41病 院  1, 394例 登録中

○人工関節置換術後の静脈血栓塞栓症の実態と予防に関する臨床研究(」
―PSVT研 究)

: 39病 院 545例 登録中

○無症候性微脳出血micrObleedsに 関する大規模前向き調査―発生率や発生因子の把握および症候性脳

出血に対するリスク評価―(MARS研 究)
: 43病 院 282例 登録中

15)平成20年 度E BMttit研究2課題の公募採択と研究言十画・研究組織の確定

外部の臨床研究学識者からなる臨床研究推進委員会によつて、多数応募のあつた中から4課題を一次候補として選定し、

各課題の研究責任者について、研究組織の作成及び研究言十画書の作成支援を本部が直接行って、詳細な研究計画書を完成

させたうえ、二次審査として臨床研究推進委員会にプレゼンテーションを行い、最終的に2課題が採択された。

○糖尿病腎症進展阻上のための抗血小板薬の効果の検討

○既治療進行非小細胞肺癌に対するエルロチニブとドセタキセルの無作為比較第Ш相試験



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 E l 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2.実 施主体の異なる臨床研究への参画

国際的臨床研究として平成20年 度も引き続き、アテローム血栓性イベントリスクを持つ患者を対象とする国際共同前向

き観察研究(REACH Registry)を 行い、平成 16年 度から平成 20年 度に終了するまで継続して1, 125例

を追跡調査した。また、国内的臨床研究として、JFMC35-Cl術 後補助化学療法におけるアッ化ピリミジン系薬剤の

有用性に関する比較臨床試験 (ACTS― RC)に 平成 18年 度から参加し、平成 20年 度までに、72例 (平成 20年 度

新規 24例 )を 登録するなど国内外の臨床研究に積極的に参画している.

3.我 が国の政策決定に寄与する大規模臨床研究の実施について
「新たな治験活性化5ヵ年計画」で推進されている医師主導治験として、社会的に強い要請を受けて実施した新型インフ

ルエンザワクチン治験に国立病院機構の 13病 院 (全体 18病 院)力 平`成 18年 9月 より参画し、治験開始からlヶ月以内

の短期間に、予定していた370例 (全体 600例 )の 症例登録を実施し、平成 19年 10月 には洗降新型インフルエンザ

ワクチンとして承認されるなど、政府の新型インフルエンザ対策に大きく貢献した。平成20年 度には新ntlィンフルエンザ

フクチン (H5Nl)の 小児適応医師主導治験2試験を神谷齊及び中野貴司 (二重病院)を 調整医師として国立病院機構東

京医療センターを中心とした12病 院 254名 で実施した。
また、新型インフルエンザフクチンについて、 1千 万人規模の事前接種を実施することを決定するには有効性 ・安全性に

ついての一層の根拠が必要であるため、平成 20年 度において、庵原俊昭 (二重病院長)を 主任研究者として新型インフル

エンザプレバンデミックフクチンの事前接種の有効性ならびに安全性を検討する目的で、感染症指定医療機関、国立病院機

構病院などを中心として、「新型インフルエンザウイルスに対するプレパンデミックワクチンの安全性の研究J(対 象被験者

5,561名 )、「ブースター効果に関する臨床試験J(対象被験者400名 )、「持続性及び交差免疫性に関する臨床試験」(対

象被験者400名 )を 実施し、有効性 ,安全性の検討を行い、新型インフルエンザプレバンデミックワクチンの事前接種の

可能性についての科学的エビデンスを構築し行政的判断根拠を与えた。

4.国 立病院総合医学会の開催

国立病院機構主催の国立病院総合医学会を、東京医療センターを学会長施設、東京病院を目1学会長施設として、東京国際

フォーラムにおいて、「医療の,さを求めて,を テーマに掲げ開催した。国立病院総合医学会を通じて国立病院機構の職員等

に対し、学術研究の成果を発表する機会を与え、職員の自発的な研究の取組みを奨励し、職員が行う研究レベルの向上を図

り、また、研究者のみならず参加する国立病院機構職員の活性化を目的として、平成20年 11月 21日 ・22日 に開催し

た。

平成 20年 度は、本部職員も様々な場面で積極的に参加し、QC活 動奨励表彰として、病院運営のあらゆる課題について

様々な創意工夫を凝らし、業務改善等に積極的に取り組んだ職員の表彰を行う等、国立病院総合医学会の質の向_しを図った

結果、参加者6, 002名 を集める盛大な学会となった。

Oシ ンポジウム・パネルディスカッション・・・・・30題

○ポスターセッション・・・・・・・・・・・1, 573題

0特 別講演 ・・・・・・・・・ ・ ● |● ||● ●2講演
・加我 君 孝 (東京医療センター臨床研究センター長)

『医学教育の 「温故知新」―オランダ 英 国 ・ドイツ 米 国から医学を学んだあとの未来』
・山田 邦 子 (タレント)

『ワハハでいこう!』

【説明資料】

資料 38:¬ 成16年 度～平成 19年 度EBM推 進研究課題 研 究結果及び一部発表内容 〔217頁 〕

資料 39:平 成 16～ 20年 度EBM推 進研究20課 題一覧 〔235頁 〕

資料40:平 成 20年 度採択課題EBM推 進のための大規模臨床研究 〔236頁 〕

資料41:国 立病院総合医学会の開催状況 〔237頁 〕



中 期  目  操 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

5.臨 床研究支援 ・教育センターの活動

国立病院機構における多施設共同研究事業を支援 推 進するため、本部内に設置した 「臨床研究支援
・教育センター (C

SECR)」 において、非常勤看護師等 9名のデータマネージャーを雇用し、臨床研究の支援 ,教育活動を行った。

臨床研究の支援活動として、「EBM推 進のための大規模臨床研究」事業の平成 18年 度及び平成 19年 度に採択された

9課題については、症例登録の支援を行うことにより順調に登録が進捗している。また、平成20年 度 「EBM推 進のため

の大規模臨床研究」事業の候補課題4課題に対し、研究計画書の作成支援を行い、研究計画書作成の初期段階において、候

補課題研究責任者及び研究計画作成グループと十分な情報交換を行うことで、質が高く、実行可能性が高い研究計画書を作

成することができた。

教育活動としては、全国の機構病院で臨床研究に携わる医師、看護師等医療職種を対象に臨床研究デザインに関するワ
ー

クショップ(平成 20年 度までに188名 参加)や、データマネジメントに関する研修会(平成20年 度までに144名 参加)

を行うなど、活発な臨床研究推進のための啓発活動を行つた。

6.電 子ジャーブルの配信(再掲)

最新の医学知見をもとに、根拠に基づいた医療サービスを患者に提供することを目的として、平成 18年 7月から146

すべての病院で国立病院機構職員がインターネット経由で配信される医学丈献を開覧、全文ダウンロ
ー ドすることができる

よう、機構本部において電子ジャーナル配信サービスの
一括契約を行つた。平成 18年 度においては、HOSPnet端 末

でのみの利用に関覧が限られていたが、平成 19年 6月 より 「臨床研究支援 ・教育センター (CSECR)」 で整備 したイ

ンターネットサーバーを経由して、HOSPnet外 からの利用も可能とした。その結果、平成 20年 度においては

15, 662文 献のダウンロー ドがあつた。

【月間ダウンロード数 (平均)】

羽成19年 度 1, 124文 献 →  平 成20年 度 1, 305文 献  (対 前年度比 +116 1%)

I説明資料1

資料42:臨 床研究支援 ・教育センター (CSECR)の 概要 [245頁 〕

資料26:電 子ジャーナル 〔171頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 政策医療 ネ ッ トワークを活か し

た臨床研究の推進

各政策医療分野毎のEBMの 推

進のために臨床研 究計画を回立高

度専門医療センターの協力のT

平成 16年 度 中に作成 し、これに

基づいて臨床研究を推進する。

また こ の成果を基に 政 策区

療分野の疾患について、標準的な

診断 治 療に関す るエ ビデンスの

集積を行い 指針の作成を目指丸

② 政策医療ネットワークを

活かした臨床研究の推進

各政策医療ネットワーク

においては、臨床研究 5ヵ

年計画 (平成 16年 度～平

成 20年 度)に 基づき実施

l て́いる多施設臨床研究事

業の実績評価(暫定)を行う
とともに、次期中期計画に

向け、より我が国の医療に

貢献する国立病院機構にお

けるネットワーク研究事業
の立案に着手する。

② 政策医療ネットワークを活かした臨床研究の推進

1.臨 床研究センターを中心とした臨床研究事業の進渉

平成20年 度も弓|き続き、臨床研究5ヶ年計画に基づいて、順調に臨床研究を実施している。また、臨床研究センタ
ーを

中心とした5ヶ年計画の暫定評価を行い、第2期中期計画の策定に向けた検討を行つた。

2 政 策医療ネットワークにおけるその他11分 野に関する共同研究の活性化 (第1の 2の (1)の ③参照)

日立病院機構における臨床研究を、全国に通用する質の高い臨床研究とするため、研究課題の審査方法及び研究費の西己分

方法の見直しを行い、また、平成 18年 度に行つた指定研究を国立病院機構の政策決定に寄与するものとして位置づけるな

ど、共同研究の活性化を行った。

3.我 が国の医療に貢献する国立病院機構における研究ネットワークの構築

臨床研究部の活動実績を評価し点数化することにより、これまで、活動の実績に応じた研究費の配分や臨床研究組織の再

構築の指標として活用してきたが、平成 20年 度はさらに点数を分野毎に調査、分析することにより、国立病院機構におい

て研究活動度の高い分野を選定し、平成 21年 度以降の第2期中期計画期間で実施していく政策医療を中心とした研究分野

について検討した。

また、各病院の臨床研究組織においても研究実績を分野ごとに点数化することで、各研究分野においてもつとも活動実績

の高い病院をグループリーダーとし、一定の高い実績を有する病院をメンパーとする研究グループを平成 21年 度に構築す

るための調査、検討を行った。これにより、平成21年 度から実施される各共同研究課題において、今まで以上に実施可能

性の高い研究組織を形成し、我が国の医療の質の向上に貢献するエビデンスの創出を目指す。

:説明資料】

資料43:臨 床研究センターを中心とした臨床研究概要 〔247頁 〕

資料44:臨 床研究センターの活動状況 〔250頁 〕

資料45:政 策医療ネットワークにおけるその他の11分 野等に関する共同研究概要 〔266買 〕



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4.国 立病院機構の政策決定に寄与する指定研究事業の推進

平成 18年 度から新たに開女合した指定研究事業については、国立病院機構が緊急に取り組むべき重要なテ
ーマに焦点を当

て、 1課 題あたり数十以上の多施設で調査 ・研究を行う。平成 18年 度に行つた3つの指定研究課題の結果については、そ

れぞれ臨床評価指標の全病院を対象とした測定と公開や、転倒 ・転落事故防止プロジェクト等、平成 19年 度における当機

構の政策立案に大きく寄与した。平成20年 度においても政策決定への根拠となる情報を収集することを目的とした指定研

究事業4課題を遂行した。

例えば、麻疹の流行などがみられる社会状況に対応し、流行性ウイルス性疾患に対応するために、平成 20年 度の指定研

究として実施した、「国立病院機構職員の麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ウイルス抗体価測定と抗体価の低い職員に対

するワクチン接種の有効性の検討 (MMRV研 究)Jに おいては、76病 院、18, 910名 の職員を対象として麻疹、風

疹、流行性耳下腺炎、水痘ウイルスの抗体価を測定した。その結果、職員の麻疹 12 9%、 風疹 11 1%、 流行性耳下

腺炎 18 3%、 水痘 1 8%が 十分な抗体がないことが判明し、約延べ5, 000名 の職員がフクチンを接種した。その

結果、抗体の不十分な成人にワクチンを接種した場合の有効率は、麻疹 78 5%、 風疹 95 3%、 流行性耳下腺炎

88 1%、 水痘90 1%で あることが判明した。このことにより職員が無用な感染被曝を受けることを防止するだけで

なく、職員から患者への感染を防止することが期待される。

(1)平成 18年 度指定研究課題

ODPC導 入後の医療サービスプロセス及び患者アウトカムの測定による医療サ
ービス評価

(研究責任者 :佐治文隆  分 担施設22病 院)

○国立病院機構における入院中の転倒 ・転落事象及びそれらに伴う有害事象に関連する要因の分析研究

(研究責任者 : 富 永理子 分 担施設 145病 院)

○臨床評価指標 (QI)改 善のための実施可能性調査研究 (研究責任者 :士屋俊晶 分 担施設 15病 院)

平成 19年 度指定研究課題

○結核医療のDRG/PPS化 に関する調査研究 (研究責任者 :坂谷光則 分 担施設 76病 院)

○患者満足度に影響を与える要因分析に関する研究 (研究責任者 :石橋薫 分 担施設 146病 院)

○医療者用/患 者用クリティカル ・パスの内容のばらつきと、バリアンス発生頻度及び在院日数との関連に関する調査

研究 (研究責任者 :菊池秀 分 担施設41病 院)

〇抗インフルエンザ薬月R用後の症状変化に関する観察研究 (研究責任者 :榛葉哲夫 分 担施設 74病 院)

平成20年 度指定研究課題

OITを 用いた多施設共同医師臨床研修システムの開発 (研究責任者 :平野誠 分 担施設4病院)

○疾患別医療者用/患 者用クリティカル ・パスの工程内容と、患者アウトカムとの関連に関する比較研究

(研究責任者 :菊地秀 分 担施設71病 院)

○国立病院機構職員の麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ウイルス抗体価測定と抗体価の低い職員に対するワクチン接

種の有効性の検討 (研究責任者 :岩田敏 分 担施設76病 院)

O離 職した看護師の職場復帰を可能にする要因分析 (研究責任者 :三浦麗子 分 担施設 145病 院)

5.総 合研究センター (仮称)へ の取組

政策医療ネットワークを活かした調査研究・情報発信機能の強化を目指し、平成21年 度からの第2期中期計画に盛り込

んだ 「総合研究センター (仮称)Jの 設立に向けた検討 ・準備に着手した。同センタ
ーにおいては、臨床研究、治験、診療

情報の分析を総合的に推進するものとし、これにより医療の質の向上、診療報酬政策など国の政策形成に向けた基盤づくり

に寄与することが期待される。

【説明資料1

資料46:指 定研究課題の概要 〔270頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 3 1 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

臨床研究セ ンター及び臨床研究

部の評価制度

平成 16年 度中に エ ビデンス

づくりへの貢献 (登録症例数年)

を主とした評価基準を作成 し、政

策医療ネ ッ トワークを活用 した臨

床研究成果 とともに 臨 床研究セ

ンター及び臨床研究部の評価を実

施する。

③ 臨 床研究センター及び臨

床研究部の評価制度

臨床研究センター及び臨

床研究部については、平成

19年 度の活動実績の評価

を行い研究費に反映させる

とともに、臨床研究組織の

再編を行う。

③ 臨床研究センター及び臨床研究部の評価制度

.臨 床研究センター及び臨床研究音Fにおける臨床研究活動評価の実施
実施症例数やプロトコール作成業務、競争的外部資金の獲得額などの評価項目からなる臨床研究部の活動評価を実施した。

この評価により各臨床研究部の平成19年 度活動実績を点数化l て́、活動の実績に応じた研究費の配分を行い、各臨床研究

部の活動の推進を図った。

【説明資料】

資料47:臨 床研究センターにおける臨床研究活動評価の概要 〔274頁 〕

資料48:臨 床研究部活動評価の実施状況 〔275頁 〕

2.臨 床研究組織の再構築

臨床研究センター及び臨床研究部の活動評価を実施した成果として、年々国立病院機構全体の臨床研究の活動度が高まっ

た。

平成 19年 度に平成 17年 度、平成 18年 度の2か年の臨床研究センター及び臨床研究部における臨床研究活動実績評価

をもとに、臨床研究の活動度の高い病院に臨床研究部を設置し、活動度の低い臨床研究部を廃止するなど臨床研究組織の再

構築を決定し、平成20年 度より新体制での活動を開始した。

今後も、原則として2年 おきに同様の評価方法により臨床研究組織の再構築を行うこととl て́いる。

(1)活動実績評価結果

平成 17年 度臨床研究部活動実績

平成 18年 度臨床研究部活動実績

平成 19年 度臨床研究部活動実績

52. 673ポ イント

59, 144ポ イント(対平成 17年 度 12%増 加)

64, 076ポ イント(対平成 18年 度  8%増 加)

平成 20年 度臨床研究部活動実績  暫 定82, 721ポ イント(対平成 19年 度 29%増 加)※現在集計中

*ポ イントは、活動実績を点数イヒしたもので各評価項目ごとに設定している(EBM推 進研究 1例 0 25ポ イン

トなど)。

(2)再構築結果

①

②

臨床研究センターの新設(2病院)

大阪医療センター、九州医療センター

臨床研究部の新設 (17病 院)

弘前病院、水戸医療センター、西群馬病院、東埼玉病院、千葉医療センター、新潟病院、

ンター、福山医療センター、東広島医療センター、関門医療センター、岩国医療センター、

センター、大牟田病院、嬉野医療センター、別府医療センター

臨床研究部の廃止 (6病院 :うち2病院は臨床研究センターに振替)

刀根山病院、米子医療セ

香り1小児病院、小倉医療

③

盛岡病院、花巻病院、栃木病院、下総精神医療センター、大阪医療センター、九州医療センター

(大阪医療センター、九州医療センターは臨床研究センターに振春)

④ 組 織数

臨床研究センター :平成 19年 度 8病 院 →  平 成20年 度 10病 院

臨床研究部   :平 成 19年 度 49病 院 →  平 成20年 度 60病 院



中 期  目  標 中 期 針 画 平 成 2 0 年 度 針 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3 我 が国の医療に貢献する国立病院機構における研究ネットワークの構築(再掲)

臨床研究部の活動実績を評価し点数化することにより、これまで、活動の実績に応じた研究費の配分や臨床研究組織の再

構築の指標として活用してきたが、平成 20年 度はさらに点数を分野毎に調査、分析することにより、国立病院機構におい

て研究活動度の高い分野を選定し、平成 21年 度以降に実施していく政策医療を中心とした研究分野について検討した。

また、各病院の臨床研究組織においても研究実績を分野ごとに点数化することで、各研究分野においてもつとも活動実績

の高い病院をグループリーダーとし、一定の高い実績を有する病院をメンパ
ーとする研究グループを平成 21年 度に構築す

るための調査、検討を行つた。これにより、平成 21年 度から実施される各共同研究課題において、今まで以上に実施可能

性の高い研究組織を形成し、我が国の医療の質の向上に貢献するエビデンスの創出を目指す。

【説明資料】

資料49:NHO研 究ネットワーク評価の実施状況 〔283頁 〕



中 期  目  幌 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)治 験の推進

国立病院機構のネ ッ トワークを

活用 して迅速で質の高い治験を推

進する。

本部 に治験窓 □を設置す る●に

よ り、多病 院間の共同治験を推進

し 質 の高い治験を実施する。ま

た、治験の優先順位 を示す指針の

作成のため 本 部に治験の調整に

関するチームを編成する.

すべ ての臨床研究セ ンター及び

臨床研 究部 に治験管理部 Plを設置

し、治験を実施することとし 平

成 J5年 度 に比 し、中期 目標の期

間中に 治 験実施症例数について

20%以 上の増力1(※ )を 目指す.

〔
※ 平僧ちi号[11数〕

(2)治 験の推進

迅速で質の高い治験を実

施するため、本部により、

治験実施施設の実態を詳細

に把握し、進捗が悪い又は

実施率の低い施設に対して

は指導 ・支援を実施すると

ともに、国際共同治験に参

加するための体制の整備に

努める。
また、中央 IRB(中 央

治験審査委員会)の 導入な

ど事務処理の合理化を実施
し、治験実施期間の短縮を

図り、平成 15年 度の治験

総実施症例数の 70%以 上

の増加を目指す。

(2)治 験の推進

.国 立病院機構内における治験実施体需Jの確立

文部科学省及び厚生労働省が平成 19年 4月 に策定した 「新たな治験活性化 5ヵ年計画Jに おいて、複数の国立病院機構

病院の実績が評価され、本部が中核病院の 10病 院のうちの1病院 (他の9病院は大学と国立高度専門医療センタ
ー)と し

て選定されたほか、拠点医療機関として35病 院のうち大学病院が6割以上を占める中で、国立病院機構の5病院 (東京医

療センター、名古屋医療センター、大阪医療センター、四国がんセンター、九州医療センター)力 選ゞ定されており、大学と

並ぶ治験実施活動度の高い病院として認定を受けた。

平成 20年 2月 29日 付GCP省 令の改正通知により、国立病院機構傘下の医療機関における治験の
一括審査が可能と

なったことから、治験審査の効率化、迅速イヒを図る中央治験審査委員会 (NHO― CR3)を 本部に設置した。NHO― C

RBに ついては、平成 20年 11月 より毎月 1回定期的に開催し、 3月 までに新規 10課 題の審議の1ュか、継続審議を実

施した。

NHO― CRBの 設置により多施設間の共同治験を実施するに当たっての
一活審査が可能になり、プロトコール上、倫

理審査上の施設間のバラつきが排除され、参加施設全体で統一的 整 合的な治験を実施することが可能になるとともに、

各施設と治験依頼者の事務手続き業務の負担が軽減され、また、治験期間の短縮が期待できる体制が整えられた。

(2)病院

常勤の治験コーディネーター (cRC)を 8名増員、 153名 とし実績に応じた定員化 ・再配置を行い、組織的な治験

受け入れ体制を整備した。

① 常 勤CRC配 置病院数
平成 19年 度 62病 院 →  平 成20年 度 64病 院 (平成 15年 度 27病 院)

○ 常 勤CRC数

平成 19年 度 145名  →  平 成20年 度 153名 (平成 15年 度 54名 )

病院に対する本部指導 ・実施支援

(1)本部治験専門職を常勤CRC配 置病院を中心に57病 院 (延べ62回 )に 派遣し、幹部職員に対する治験実施体制構築

についての説明、また、進捗の悪い病院又は実施率が低い病院の治験担当者に対し、業務の実務指導 ・支援を行った。

平成 19年 度 72病 院 (延べ 107回 ) →  平 成 20年 度 57病 院 (延べ62回 )

(なお、平成 19年 度は、治験の開始に当たって支援を必要とする病院が多数となる神経難病治験に着手した。)

② 治験事務局 ・事務職員対象研修会を開催し、治験等に係る契約及び経理について指導を行った。

O常 に継続して質の高い治験を実施していくために、各種業務 (CRC・ 治験担当医師 ・事務局)マ ニュアルを掲示板に

提示し、広く活用するようにした。

ω 経験の浅いCRCに ついては、CRC業 務マニュアル (平成 17年 度作成)を 使用して治験専門職が実務指導を行い、

適正な治験を実施できるよう指導した。

(5)治験推進室パンフレット (国立病院機構におけるネットワークを活用した治験の取組)、及び国立病院機構における治

験等に係る体制整備実態第4版 を作成 (平成 20年 8月 )し 、各病院から依頼者に配布した。また、
一般向けに治験の普

及 ・啓発を目的として治験に関するパンフレットを作成し各病院に配布 (平成20年 11月 )し た。

本部

2.



中 期 日 標 中 期 B I 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3.質 の高い治験を推進するための研修会寺の実施

質の高い治験を推進するため、CRC(初 級 ・3年以上)、治験を担当する医師、治験事務局 ・事務職員等を対象とし、

参加者総計673名 、延べ 11回 、20日 間の研修会を実施し、中核となる人材を養成した。

また、CCP省 令の改正、臨床研究の倫理指針の改正に伴い、治験審査委員 ・臨床研究倫理審査委員を対象とし、参加者

総数 127名 の研修会を実施した。

4 企 業に対するPR

(1)ホームページを更新し、情報提供

治験推進室のホームページの内容を更新し、各病院の治験実施体制等の情報提供を進めた。

(2)企業訪問

41社 (延べ64回 )の 企業を訪問し、治験推進室パンフレット、国立病院機構における治験等に係る体市1整備実態第

4版等を配布するなどして国立病院機構の取組について理解を求めた。

平成 19年 度 31社 (延べ31回 ) →  平 成 20年 度 41社 (延べ64回 )

(3)中央治験審査委員会 (NHO― CR3)設 置の説明会 (9月 26日 )の 開催

NHO― CRBの 設置に先立ち、依頼者と国立病院機構の病院を対象にNHO― CRB説 明会を開催し、依頼者は76社

(210名 )、病院は88病 院 (144名 )の 参加が得られた。その説明会と併せて国立病院機構 57病 院が自院の取り組

みを紹介するポスター展示を行った。

5.治 験実績

(1)治験実施症例数及び受託研究

治験実施症例数については、4, 250件 となり、単年度では中期計画の数値目標を大li.に上回つている。また、受託

研究金額についても、平成 15年 度と比較して増加している。

なお、前年度に比べて治験実施症例数が減少しているが、比較的単純な治験については、民間医療機関で行われること

が多く、国立病院機構は入院治験をはじめとする難易度の高い治験を扱うことが多くなってきている。

治験実施症例数 受託研究実績

症例件数 対平成 15年 度比 実績 (万円) 対平成 15年 度比

平成 20年 度 4 ,  2  5  0 ( + 4 8 3  3 0 0

平|119年 度 4 , 8 0 3 1 + 1 7 2  2 9 6

平成 10年 度 4 624件 165 6% 4 フ 8  9 0 0 1 6 3  8 %

平成 17年 度 4 173件 149 6% 440 200 1 5 0  5 9 1

平成 16年 度 3  6 6 0 件 1 2 フ  6 % 3 5 8  9 0 0 1 2 2  フ 9 6

平成 16年 度 2 r a 9l+ 2 9 2  4 0 0

(2)新型インフルエンザウイルスに対するプレパンデミックワクチンの臨床研究 (再掲)

国の新型インフルエンザ対策の一員として、平成20年 度には新型インフルエンザフクチン (H5Nl)の 小児適応医

師主導治験2試験を神谷齊及び中野貴司 (二重病院)を 調整医師として国立病院機構東京医療センタ
ーを中心とした 12

病院254名 で実施した。



中 期 日 繰 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

6.本 部

治験等に関する連絡 ・調整を行う治験ネットワークを活用し、本部に依頼された治験を各病院毎に取りまとめ推進した。

(1)治験依頼者より本部に依頼があり実施可能な病院を紹介した受託研究

平成 19年 度 54プ ロトコル (約2, 800症 例) →  平 成20年 度 55プ ロトコル (約1. 250症 例)

② 本部において一括契約し、各病院において実施した治験以外の受託研究

平成 19年 度 2プ ロトコル (約670症 例) →  平 成20年 度 3プ ロトコル (約250症 例)

【説明資料】

資料 50:治 験推進室パンフレット (288頁 〕

資料 51:治 験推進対策 〔300頁 〕

資料 52:治 験研修実績 〔303頁 〕

資料 53:年 度別受託研究実績 〔310頁 〕

資料 54:新 型インフフレエンザ用ワクチンの臨床開発 〔316頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)高 度先端医療技術の開発や臨床

導入の推進

各病院においては 臨 床研究セ

ンター及び臨床研究部を中心に

その個性 を活か した高度先端医療

技術の開発 を進めるとともに そ

の特性年 を活か し、臨床導入を推

進する。

(3)高 度先端医療技術の開発

や臨床導入の推進

我が国における高度先端

医療技術の臨床導入に資す

るとともに、その成果を公

表する。

加えて、職務発明に対す

る理解と意識を向上させ、

発明の特許等権利化を進め

ていく。

(3)高 度先端医療技術の開発や臨床導入の推進

.高 度先端医療技術の臨床導入等

高度先端医療技術の開発及び臨床導入例として、以下に例示するような実績が得られている。

O高 周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術(霞ヶ浦医療センター)

○胎児心超音波検査 (産科スクリーニング胎児超音波検査において心疾患が強く疑われる/1例に係るものに限る。)(長 良

医療センター)

○骨髄細胞移植による血管新生療法 (開塞性動脈硬化F■又はパージヤー病 (従来の治療法に抵抗性のもので、フォンタン

分類Ⅲ度又は同分類Ⅳ度のものに限る。)に 係るものに限る。)(熊 本医療センタ
ー)

○末梢血幹細胞による血管再生治療 (1曼性閉塞性動脈硬化症又はパージヤ
ー病 (重篤な虚血性心疾患又は脳血管障害を有

するものを除く。)に 係るものに限る。)(千葉東病院)

〇腫瘍性骨病変及び骨粗愁症に伴う骨脆弱性病変に対する経皮的骨形成術 (転移性脊椎骨腫瘍、骨粗豚症による脊椎骨折

又は難治性疼痛を伴う椎体圧迫骨折若しくは臼蓋骨折に係るものに限る。)(四 国がんセンタ
ー)

〇子Lがんにおけるセンチネルリンパ節の同定と転移の検索(九州がんセンター、九州医療センター 名古屋医療センター、

函館病院、福山医療センター)

O胎 児胸腔 ・羊水腔シャントチュープ留置術 (特発性又は既知の胎児先天性感染による胸水を主たる徴候とする非免疫性

胎児水腫症 (NIHF)例 であつて、胸腔穿刺後一週間以降に胸水の再貯留が認められるもの (妊娠二十週から三十四

週未満に限る。)に 係るものに限る。)(長 良医療センタ
ー)



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2.職 務発明の権利化の推進

高度先端医療技術の開発等を推進するために、国立病院機構で実施された職務発明について、権利イヒを進めており、新た

に9件の特許が公開特許公報に掲載された上、平成20年 度においては、22件 の発明が届けられ、以下に示すように30

件の特許等出願を行つた。(19年 度 115件 の発明届出 13件 の特許等出願)

○成人T細 胞自血病発症リスク判定方法 (熊本医療センター)

○抗原賦活化方法 (陰イオン性界面活性剤で標本を処理する方法)(名 古屋医療センター)

〇抗原賦活化方法 (加熱処理後緩1曼冷却処理及び緩衝液による洗浄処理を行わない方法)(名 古屋医療センタ
ー)

○チトクロームP450 2C9及 び2C19の 一塩基変異多型の塩基を検出するプライマ、プローブ、当該プライマ及

びプロープを備えるキット、当該キットを備える検出装置、並びに、検出方法 (静岡てんかん・神経医療センタ
ー)

○内視鏡装置及び内視鏡用フード (栃木病院)

0幼 児用エプロン (実用新案)(香 川小児病院)

○幼児用エプロン (意匠 ・意願2008-14797)(香 り1小児病院)

○幼児用エプロン (意匠 ・意願2008-14798)(香 り1小児病院)
○潤滑剤供給装置 (九州医療センター)

○老化、および血管障害を伴う疾患の検定のための組成物、キットおよび方法 (東京医療センター)

○神経障害の検定のための組成物、キットおよび方法 (東京医療センター)

○代謝障害を伴う疾患の検定のための組成物、キットおよび方法 (東京医療センター)

〇コラーゲン線維の萎縮による組織障害の検査のための方法、組成物およびキット (東京医療センター)

〇糖尿病性末梢血管障害の検査のための方法、組成物およびキット (東京医療センター)

〇細胞増殖を伴う糖尿病合併症の検査のための方法、組成物およびキット (東京医療センター)

○縁内障のリスクの予浪J方法 (東京医療センター)

○滲出型加齢黄斑変性のリスクの予測方法 (東京医療センター)

○トランスジェニック動物 (東京医療センター)

○依存性医薬品渇望抑制器具及びその使用方法 (下総精神医療センター)

○卵膜由来細胞の細胞外マトリクスを用いた多能性幹細胞の培養方法 (大阪医療センター)

○アル ドステロン用計算尺、及び、その使用方法 (特許)(京 都医療センター)

○早見表 (意匠)(京 都医療センター)

○依存性薬物渇望抑制器具およびその使用方法 (下総精神医療センター)

○ビオチン誘導体又はその生理学的に許容される塩、その製造方法及びそれを用いたアフィニティクロマ トグラフィ用材

並びにタンパク質の分離方法 (呉医療センター)

○感染防止クリーンブース (仙台医療センター)

〇感染防止クリーンブース装置 (仙台医療センター)

○冷あん法用具 (七尾病院)

○医用画像作成装置 (3次元画像処理における周波数変調バー)(呉 医療センター)

〇難聴及び難聴に伴う副症状の、予防又は治療のための医薬 (東京医療センター)

○加齢黄斑変性モデル動物、及び、その作成方法 (東京医療センター)

〇上肢固定具 (栃本病院)

○医用画像作成装置及びプログラム (放射線画像における動き検出プログラムの構築)(呉 医療センター)

〇病院経営評価支援装置、病院経営評価支援システム、病院経営評価支IIF方法並びに病院経営評価支援プログラム及びこ

れを記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体 (香川小児病院)
*発明の名称は出願名称、括弧内は発明者の所属病院であり、企業等との共同出願をも含む

【説明資料】

資料 55:国 立病院機構における高度先端医療技術の開発及び臨床導入の主な例 〔317頁 〕

資料 56:国 立病院機構の職務発明の流れ図 〔318頁 〕



EBM推 進のための大規模臨床研究については、平成 16年 度及び平成 17年 度に

開始した9課題の患者登録 (約14, 000例 )が 終了し、一部課題については成果

の発表を行った。

平成 17年 度に確定した臨床研究活動実績評価表に基づき、平成 19年 度には臨床

研究センター ・臨床研究部の再構築、平成20年 度には領域別研究カマップを策定し、

がん、循環器なども含めて新たに臨床研究ネットワークグループの構築に着手した。

国の医療政策に必要な新型インフルエンザフクチン (H5Nl)の 安全性 ・有効性

を感染症指定医療機関等を含めた76病 院、5,971名 (うちNH033病 院)で

検討し、フクチンのブースター効果、安全性を検証した。

ワクチンで予防可能な流行性ウイルス性4疾患の抗体価を 18,910名 のNHO

職員についてlll定し、抗体価の低い職員
7tFべ5, 000名 にワクチン接種を行ったと

ころ、成人のワクチン接種の有効率は78 5～ 95 3%で あり、フクチンによる

感染症予防の可能性を示した。

治験総実施症例数については、4,2

中期計画の数値目標を大幅に上回り、

50例 (平成 15年 度比52 4%増 )となり

目標を達成している。(業務実績45頁 参照)

実績 :○
・EBM推 進のための大規模臨床研究については、平成 16年 度課題は順調に症例登

録及び追跡調査が終了し、最終的に5課題で約 12, 100例 の患者登録が行われ

たうえ、一部課題については学会等に成果の発表を行つた。平成 17年 度課題の4

課題についても症例登録が終了し、追跡調査に入つた。また4課題の
一部について

は成果の発表を行った。平成 18年 度課題の6課題においては、
一部課題において

患者登録が終了し、平成 19年 度課題の3課題においてもllE調に患者登録が進んで

いる。また、平成 20年 度においても2課題の選定を行った。 (業務実績 36.

37頁 参照)
・国際的臨床研究として、平成 16年 度からアテローム血桂性イベントリスクを持つ

患者を対象とする国際共同前向き観察研究 (REACH Registry)を 行

い、平成 20年 度に終了するまで継続して1, 125例 を追跡調査した。(業務実

績 38頁 参照)
・平成20年 度には新型インフルエンザワクチン (H5Nl)の 小児適応医師主導治

験 2試験を神谷齊及び中野貴司 (二重病院)を 調整医師として国立病院機構東京医

療センタニを中心とした12病 院254名 で実施した。同ワクチンについては、平

成 21年 度中に承認申請予定である。(業務実績 38頁 参照)
・新型インフルエンザプレパンデミックフクチンの安全性 ・免疫原性および交又免疫

性に関する研究を実施し、そのうち本部でとりまとめを行った安全性に関する研究

においては、感染症指定医療機関と国立病院機構64病 院で集積した5, 561例

のうち国立病院機構25病 院で3, 012例 を2カ月で集積するなど、政府の新型

インフルエンザ対策に大きく貢献した。また、成人新型インフルエンザワクチン (H

5Nl)治 験被験者を対象にした追加交叉試験でワクチンのプライミング反応を証

明した。(業務実績 38頁 参照)
・政策医療ネットワークを活かした調査 ・研究、情報発信機能の強化を目指し、第2

期中期計画に盛り込んだ 「総合研究センター (仮称)Jの 設立に向けた検討 ・準備

に着手した。(業務実績41頁 参照)

(各委員の評定理由)

【評価項目4 臨 床研究事業1

[数値目標]
・平成 15年 度比20%以 上増

治験実施症例数 4, 250件

(平成 15年 度 2, 789件 )

[評価の視点]
'一般診療に役立つエビデンスづくりのため、国立病

院機構のネットワークを活用 l た́臨床研究をどのよ

うに推進し、標準的な診療指針の作成等に寄与して

いるか。



実績 :0
・政策医療ネットワークにおけるその他の11分 野等に関する共同研究においては、

平成 19年 度に研究費の配分方法に新しい基準を月に作り、 1課 題あたりの研究費

を大きくするなどしていたことから、平成20年 度においても厳選された質の高い

研究課題が集まった。(業務実績40頁 参照)
・平成 19年 度に電子ジャーナル配信サービスを開始したが、 15, 662文 献がダ

ウンロードされるなど、積極的に活用されており、EBM推 進に大きく貢献してい

る。(業務実績 39頁 参照)
・国立病院機構の医療向上のために、重要性及び緊急性の高いテーマを取り上げ、数

十以上の機構病院の参加による、政策決定への根拠となる情報を崚集することを目

的とした指定研究事業を遂行した。(業務実績41頁 参照)

実績 :○
・平成 17年 度に確定した臨床研究活動実績評価表に基づき、平成 18年 度から実績

に応じた研究費配分を開始した。(業務実績42頁 参照)
・平成 19年 度には臨床研究センター、臨床研究部を再構築し、平成 20年 度より

10臨 床研究センター、60臨 床研究部を設置した。(業務実績 42頁 参照)
・平成20年 度には領域別研究カマップを策定し、がん、循環器なども含めて活動実

績の高い病院を中心とした新たな臨床研究ネットワークグループの構築を検討し

た。(業務実績40頁 参照)

政策医療分野毎にEBMの 推進のため、政策医療

ネットワークを活用した臨床研究をどのように推進
し、政策医療分野の疾患について標準的な診療 ・治

療の指針を作成しているか。

評価基準を作成し、臨床研究センター及び臨床研究
部の評価を実施している力、



実績 |○
・治験専門職を常勤CRC配 置病院を中心に57病 院に派遣して病院の支援を行っ

た。病院においては、治験管理実務責任者に加え、臨床研究部長等を治験管理責任

者に位置づけ、それぞれの立場に応じた進捗管理を行った。

(業務実績44頁 参照)
・常勤CRC数 を増やし、64病 院に153名 を配置した。(業務実績45頁 参照)
・本部において治験事務局 ・事務職員対象研修会を開催し、治験等に係る契約及び経

理について指導を行つた。(業務実績44頁 参照)
・治験総実施症例数については、4, 250例 、平成 15年 度からの52 4%増 と

なり、日標の 20%増 を大幅に上回り、達成している。 (業務実績45頁 参照)
。羽成20年 度には新型インフルエンザワクチン (H5Nl)の 小児適応医師主導治

験2試験を神谷齊及び中野貴司 (二重病院)を 調整医師として国立病院機構東京医

療センターを中心とした 12病 院254名 で実施した。 (業務実績 38、 45頁 参

照)
・受託研究実績は約48億 3, 300万 円で平成 19年 度実績 56億 3, 500万 円

から14 2%の 減少となっている。(業務実績45頁 参照)
・本部紹介の受託研究は55プ ロトコルで平成 19年 度実績 54プ ロトコルから

1 9%の 増加となっている。(業務実績46頁 参照)

実績 :○
・先進医療について、 12件 の先進医療技術を20病 院において導入している。(業

務実績47頁 参照)
.国立病院機構で実施された職務発明について、権利化を進めており年々出願件数が

増加している。新たに9件の特許が公開特許公報に掲載された上、 18件 の発明が

届けられ、23件 の特許等出願を行った。(業務実績48頁 参照)

質の高い治験を推進するための必要な体制整備等を

進めているか。治験実施症例数について、中期計画

に掲げる目標値の達成に向けて取り組み、着実に進

展しているか。

高度先端医療技術の開発やその臨床導入は進展して

いるか。



中 期 日 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3 教 育研修事業

教育研修事業については、国立病

院機構のネ ッ トフークゃその有す る人

的 ・物的資源 を活か し、独 自の吉成プ

ログラムを開発するな ど、質の高い底

療従事者の姜成に努めること,

臨床研修医や レジデン ト (専門分

野の研修医をい う。)に ついては 平

成 15年 度に比 し 中 期 目標の期間中

に、それぞれ受け入れ数の 20%の 増

力0を図ること。

また、政策医療 に関す る研修会 に

ついては 平 成 15年 度に比 し、中期

目標の期間中に 参 力o人数の 25%の

増加 を見込む とともに、地域の医療従

事者に対する研修事業の充実を図るこ

と。

教育研修事業

教育研修事 業においては 独 自の

臨床研修プログラムに基づ く質の高

い臨床研修医の養成やキャ リアパス

常1度の構築によ り質の高い医療従事

者の養成を行 う。

(1) 質の高い医療従事者の養成

質の高い臨床研修医や レジデ

ン トの姜成

独 自の臨床研修 プログラム

に基づき 質 の高い研修を実施

して良質な研修医の菱成を行 う

こととし、平成 15年 度に比 し

中期 目標の期間中に 国 立病院

機構 として受け入れる臨床研修

医数について 20%以 上の増力|

(※ 1)を 目指す。

併せ て、良質 な医師 を表成

するため、 レジデン ト (専門分

野の研修医をい う。)の 養成シ

ステムを見直 し 平 成 15年 度

に'Lし 中 期 目標の期間中に

国立病院機構 として受け入れる

レジデン ト数について 20%以

上の増力0(※ 2)を 目指す.

ト
ー

に

ド

に

平成 15年 度

臨床研修医現員数

455名

平成 15年 度

レジデン ト現員数

830名

教育研修事業

1)質 の高い医療従事者の

姜成

① 質 の高い臨床研修医や

専修医の養成に基づく医

師のキヤリアパス制度の

構築

良質な医師の養成に向

けて、平成 18年 度から

開始した専修医制度 (後

期臨床研修制度)に おい

て、専門医療分野の良質

な医療を提供できるよう、

各診療科において質の高
い研修を実施する。

また、研修を修了した

医師の認定を行い、更に
キャリアパスに活用する。

教育研修事業

質の高い医療従事者の養成

① 質の高い臨床研修医や専修医の養成に基づく医師のキヤリアパス制度の構築

1 国 立病院機構の病院を中心とする独自の臨床研修及びレジデントの育成

国立病院機構の使命として 「医療従事者の研修Jが 掲げられているが、その中でも医療の中核を担う医師の教育は安全で

質の高い医療の提供のために重要であり重点的に取り組んだ。

臨床研修については、管理型若しくは単独型研修指定病院として56病 院、協力型研修病院として 115病 院が指定され、

臨床研修医の育成に取り組んだほか、研修医が大学へ回帰する傾向にある中、平成21年 度に開始する臨床研修マッチング

については、マッチ数 288名 であつた。

O臨 床研修医の受入数

平成 19年 763名  →  平 成 20年 713名   (平 成 16年 度559名 )

○後期研修医 (レジデント)の 受入数

平成 19年 770名 (専修医337名 、専修医以外のレジデント433名 )
→ 平 成 20年 816名 (専修医464名 、専修医以外のレジデント352名 )

2.研 修医指導体ホ」の整備
「医師の臨床研修に係る指導医講習会の開催指針」に基づき、研修医に対する指導を行うために必要な経験及び能力を有

している臨床研修指導医を養成するため、独立行政法人化以降日立病院141構独自に 「臨床研修指導医養成研修会」を行い、

胸或20年 度には計 5回開催、190名 が参加し、研修医の指導にあたる人材育成を行い、良質な研修医を養成するための、

質の高い研修を実施する指導体制を整備した。

3. lTを 活用した精神科領域における多施設共同研修の実施

精神科医療施設の教育の中では、細かい手技の指導を要することはあまりなく、映像や画像と音声があれば、ほとんどの

診療情報を指導医者と教育を受ける研修医の間で共有することが可能である。精神科医療におけるこのような教育指導の特

色を踏まえ、平成21年 2月 から、肥前精神医療センターを中心とした、花巻病院、久里浜アルコール症センタ
ー、東尾張

病院及び琉球病院の5病院をテレビ会議システムでつなぎ、自院の精神科領域の特徴を踏まえたテ
ーマを各病院が出し合う

ことなどを通じ、共通の講義、講演、症例検討会、及び個別の教育指導等を行うことで、症例は豊富にあるものの医師確保

が困難で指導医の体制が必ずしも十分とは言えない病院においても、効果的な教育研修を行うことができるよう、多施設共

同研修システムの運用を開始した。

なお、平成21年 度以降も、当該システムのより効果的 ・効率的な運用を図つていくこととしている。

【説明資料】

資料36:ITを 活用した精神科領域における多施設共同研修 〔2 頁〕



中 期  目  凛 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 医師のキャリアパス制度の構築

国立病院機構の組織や機能の特

色を活かして 医 師のキャリアパ

メ制度を構築し、本部採用の導入

と併せて 良 質な医師の姜成と確

保に努める。

(医師のキヤリアパス制度の構築)

1 い わゆる後期臨床研修の充実

臨床研修修了後の専門領域の研修システム (いわゆる後期臨床研修)構 築に我が国でいち早く着手し、
一定水準の臨床能

力を持ち患者の目線に立った安全で良質な医療を提供できることのできる専門医を育成するためのシステム作りに取り組む

とともに臨床研修修了後の研修システム確立の必要性を発信してきた。

平成 16、 17年 度には、市1度確立に向けた検討を行い、「国立病院機構専修医制度Jと して位置付けるとともに研修実

施のため研修プログラム作成やその審査など具体的体制整備を行った。平成 18年 4月 より患者の視点に立った安全で良質

な医療を提供することのできる専門医の育成を開始した。平成 18年 度には 167名 (37病 院)、 平成 19年 度には

193名 (44病 院)、平成20年 度には198名 (33病 院)、平成21年 度には161名 (31病 院)が 研修を開始して

いる。

また、平成20年 度は専修医制度の修了者に対して修了認定を行い、修了認定された医師が機構内病院へ診療医として勤

務する場合には処遇上の優遇策を設けた。

専修医制度の一環としてアメリカ退役軍人病院等海外の医療現場へ派遣する専修医海外留学制度においては、平成 20年

度においては6名の医師を派遣し、医療安全や医療マネジメントといった手法を学ぶコースに参加し研修を行った。

2.専 修医修了者等を対象としたアンケート調査の実施

平成 21年 3月 、専修医制度を開始して初めての修了者 79名 を対象に、後期研修施設選択の際の着眼点、t_X了後の進路、

就職先についての情報の有無等を内容とする調査を行つた。本調査により、

①研修病院の選択の際は、当面、技術 ・知識を効率よく修得していくことが最大の関心事であり、「キヤリアアップJや

「専Fl医取得」等医師としての将来設計についての関心は、この段階では必ずしも高くない

②一方で、専修医修了後は、医師としてのキャリアを考えはじめ、技術
・知識とともに 「専門医の取得」や 「キャリア

アップ」を重要視するようになる

③ 「給与」や 「雇用の安定」についての重要度は、相対的に高くない

等の 「専修医像Jが 得られた。また、院長等を対象に行つた調査結果と併せて考えると、国立病院機構専修医制度をより良

いものとしていくためには、「専修医から専修医it_X了後への淀みのないキヤリア形成支援」や 「大学との連携を通じた研修

システムの充実Jが 必要であることが確認できた。

今回の調査結果を踏まえ、平成 21年 度において、全ての初期研修医及び専修医、全院長
・指導医を対象としたより大規

模な調査を行うことで、国立病院機構専修医制度の改善、医師キャリアパス制度の確立に向けた取組を進めていくことを予

定している。

3.人 材育成キャリア支援室の設置

良質な医師の育成を行うことは国立病院機構の重要な使命であり、第2期 中期計画において、専修医制度の研修コ
ースや

研修プログラムの充実、国立病院機構に就職した医師の知識 ・技術の向上に向けた研修体制の整備、医師としてのキャリア

形成を支援する体制の確立等を行っていくこととしている。そのため、平成 21年 4月 、機構本部に 「人材育成キャリア支

援室」を設置した。

【説明資料】
資料57:国 立病院機構専修医運営要領 〔319頁 〕

資料58:国 立病院機構専修医制度 (いわゆる後期臨床研修)に つ0

資料59:専 修医修了者等を対象としたアンケート調査 〔324頁 〕

[322頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

看護師のキャリアパス制度の構

築

専門看護師の育成 を含む看護師

のキャ リアパス制度 を構築 し 良

質な着護師の姜成 と確保に努める.

② 看 護師のキヤリアパス制

度の構築

平成 20年 度においても

引き続き、国立病院機構統
一の研修ガイドラインであ

る 「看護職員能力開発プロ

グラム」の運用を行ってい

くとともに、研究休職制度
の適用を推進していくなど

看護師のキャリアパス制度

を充実し、良質な看護師の

養成と確保に努める。

② 看護師のキャリアパス制度の構築

1 キ ャリアパス制度の充実

平成 18年 度より運用している 「国立病院機構看護職員能力開発プログラムJに より、新採用の 1年目から5年 目までを

目安に段階的に看護実践能力を習得出来るよう教育体制の充実を図っている。

また、国立病院機構の看護部門をよリー層魅力的なものとするため '国立病院機構における看護師確保に関する検討委員

会」において検討した次の施策を引き続き平成20年 度も実施し、キャリアパス制度の充実を図つた。

0)専 任教育担当師長の配置

院内の教育研修に係る企画や、プリセプターによる教育指導方法の相談等にきめ細かく対応できるようにするための教

育担当看護師長を各病院の状況に応じて配置できるようにし、新人看護師の教育支援のみならず、特定の看護単位を超え

た連携や活動が可能となり、より教育研修体制の充実を図った。

また、国立病院機構病院が、新人を含む全看護職員への効果的な教育支援ができるよう、平成 20年 6月に看護業務指

針を改正して 「教育担当看護師長の業務Jを 追加し、各業務を明確化lンている。

【専任教育担当師長の配置病院】

平成 19年 度 25病 院 →  平 成 20年 度 45病 院

(2)専門看護師、認定看護師の配置

昨今の医療 ・看護の高度化、多様化に伴い、より専門的で水準の高い知識や技能を持った看護のスペシャリストが必要

とされており、国立病院機構としても積極的に職員を研修に派遣し、各病院の特性に合わせた認定看護師及び専門看護師

を配置し、その分野の看護職員に対し適切な指導、相談を行い、さらに充実した高い水準の看護を実践している。

【専門看護師 ・認定看護師の配置数】

平成 19年 度 81病 院 190名  →  平 成 20年 度 86病 院 258名  (平 成 15年 度 29病 院36名 )

(3)実習指導者の養成

国立病院機構独自の取組として、全プロック事務所が実習指導者講習会を実施することで、受講しやすくなり、より多

くの実習指導者の養成を行うことができた。これにより、看護学生の実習指導体制、新人看護師教育担当者 (プリセプ

ター)へ の相談やアドバイス等の支援体制の充実が図られた。

【国立病院機構が実施する実習指導者講習会の受講者数】

平成 17年 度 1カ 所  52名

平成 18年 度 5カ 所 196名

平成 19年 度 6カ 所 275名

平成20年 度 6カ 所 261名  延 受講者数 784名

t4)研究休職制度

高度専門的な医療の提供ができる人材を確保するため、意欲のある職員が退職することなく国立看護大学校研究課程又

は看護系の研究科を置く大学院に進学できるよう 「研究休職制度」を創設している。

平成 18年 度には1名が、平成 19年 度には 3名が研究休職し、国立病院機構の医療の向上のために、医療現場におい

て活躍している。
また、平成21年 度にも新たに3名 が大学院に進学し、その研究成果を十分還元できるものと期待している。



中 期 目 様 中 期 B I 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2.キ ャリアパスに基づく研修の実施

全病院統一の研修ガイドラインの中で院外での研修における実践能力向上を評価項目としたことにより、所属病院が担っ

ている政策医療以外の政策医療分野など自院でのO」 Tで は習得が困難な分野の看護技術、知識について体験しながら実践

能力を習得したり、他病院の実際の現場から自院の体制の見直しや個人の技術向上等に繋がるよう国立病院機構のネット

ワークを活用した病院間交流研修を実施l た́。また、引き続き各病院、ブロック事務所及び本部においてキャリアパスに基

づく研修を実施するとともに、専門的な知識 ・技術を習得するため看護師を専門研修機関へ研修派遣した。

【専門研修機関派遣者数】平成 19年 度 113名  →  平 成 20年  123名

さらに、各プロック単位で、看護師他関係医療従事者を対象に、医療安全に関する制度の十分な理解や各病院の取組状況

などの知識と技能の習得とともに医療事故発生時の対応能力の向上を図ることを目的に、「医療安全管理研修Jを 実施し病

院全体での医療安全管理体制の充実を図つた。

(1)本部 ・プロック・病院における研修の実施

①幹部管理者研修 (国立病院機構本部)

幹部看護師管理研lLA 1 65時 間

幹部看護師管理研修Ⅱ 86時 FH4

幹部看護師管理研修Ⅲ 18時 間

70名

25名

25名

②中間管理者研修 (各プロック事務所)

看護師長新任研修  1日 ～5日間   173名

副看護師長新任研fLX 2日 ～5日間   324名

医療安全対策研修会 1日 ～5日間   927名

その他 (新任教員研修、教育担当者研修)288名

③幹部看護師任用候補者研修 (各病院)・ ・・・・・・・・

(2)専 門研修機関への研修派遣の状況

① 「専門看護師J研 修 12名

(がん看護 5名  感 染症看護 1名  老 人看護 1名

② 聰 定看護師J研 修 68名

がん化学療法       11名   小 児救急

がん性疼痛         2名   新 生児集中ケア

感染管理         21名   摂 食哺下

緩和ケア          7名   皮 膚 ・排泄ケア

救急看護          2名

集中ケア         2嬌

30時 間

急性 ・重症看護

1名

3名

2名

1 7名

1名 慢 性疾患看護 3名 )

③教員養成講習 (看護研修センター)

幹部教員養成コース  1年 間   8名

看護教員養成コース  1年 間  27名

(都道府県主催講習)看 護教員養成コース 約 8ヶ月  8名



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3.指 定研究 「離職した看護師の職場復帰を可能にする要因分析」

採用した看護師の定着を推進することは病院運営にとって重要な課題となっている。 日本における潜在看護職員数は55

万人とも推計され、その潜在看護師確保にあたり、看護師が専門職として継続して仕事ができる環境整備等を推進していく

うえで、離職した看護師の職場復帰を可能にする要因を明ら力1こすることは重要であると考え、平成 20年 度において、r離

職した看護師の職場復帰を可能にする要因分析」とl て́指定研究を行つた。

今後は、当該指定研究において抽出された課題を基に看護師の職場定着に向けた環尭整備及び人材育成に努めることとし

ている。

○ 指 定研究 (概要)

港在看護師や離職して職場復帰した看護師が、職場復帰するにあたり必要とされる支援や条件について明らかにし看護

師確保対策に活用することを目的に、全国国立病院機構の看護師を対象に調査を行った。調査内容は1)職 場復帰するに

至った理由や条件、 2)職 場復帰前の不安項目と復帰後の不安項目、3)職 場復j吊前に必要な支援について、4)職 業を

継続していく上で期待する支援や体制の整備について、 5)看 護職を継続していく上での支えややりがい感について、以

上の 5点に集約して調査を行った。

今後の課題として次の4点 について示唆された。

1 潜 在看護師の再就業支援のための研修システムの構築が必要

2 復 職した看護師に対する教育プログラムの整備やスキルアップラボなどの設備と、キヤリアアップ支援ができる

教育専任の看護師長あるいは目l看護師長レベルの人材の配置が必要

3 働 き続けられる職場環境の整備として、個人の多様な価値観をお互いに認め合う人間関係が築ける職場づくりが

看護管理者のリーダーシップに求められる

4 保 育所の整備や勤務体制に対して柔軟な勤務線表の工夫なども再検討が必要

特に、延長保育や夜間保育、病児保育の体制の整備と共に、保育可能な園児数の枠を拡げることも子育て支援として組

織が取り組む急務の課題として示唆された。

【説明資料】

資料60

資料61

資料62

資料63

国立病院機構における看護師確保に関する検討委員会報告書 (概要)〔334頁 〕

国立病院機構全病院統 一の研修ガイドライン 「ACTyナ ース」(抜粋)〔 337頁 〕

看護師のキャリアパス制度 〔351頁 〕

良質な看護師育成のための研修 〔354頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

質の高い看護師等養成

看譲師等姜成所につい ては 第

二者によるカ リキュラム評価をす

べての養成所において実施 して教

育の質を高めるとともに、再編成

等により専任教官の充実を図る。

また、すべての奏成所は 地 域

医療への貢献のため 地 域 に開か

れた公開講座を実施する。

③ 質の高い看護師等養成

各養成所l■、第二者によ

るカリキュラム評価と地域

に開かれた公開講座の実施

に取り組む。

また、災害医療看護や重

心 ・筋ジス看護など、国立

病院機構における特徴的な

看護について盛り込んだカ

リキュラムの運用を確実に

実施していくとともに、再

編成に伴い専任教員の再配

置を行うことにより教育体

制の充実を図る。

③ 質の高い看護師等養成

1.国 立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員会の開催

医療内容の高度化 ・複雑化や多Igl種からなるチ
ームによる医療に主体的に対応していくことのできる看護師の養成及び今

後の附属養成所の方向性等の検討を目的に、「国立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員会 (報告 1平成

20年 12月 )Jを 設置し、国立病院機構の看護の質の更なる向上のための
一方策として平成 21年 度以降下記について取

り組むこととしている。

1報告書 (抜粋)】

(1)看 護基礎教育の充実

看護基礎教育における技術項目と卒業時の到達度を設定し、看護実践能力の到達度を測定して検証していくことに着

手する。

(2)教 員の質の向上

教員に必要な教育実践能力 看 護実践能力、研究能力及びマネジメント能力を向_Lさせるための取組を実施する。

(3)看 護師長 (教育担当)の 配置増

新採用者の卒後の教育に携わることのできる看護師長 (教育担当)を 必要に応じて配置を行う。

(4)早 期施設間異動の実施

採用後、自分の適性と合っていないなど、就職した病院での勤務が困難になった場合に国立病院機構内病院へ異動を

行い、継続して勤務できるよう配慮する。

(5)ス キルアップラボ施設の充実

24時 間いつでも看護技術が学習できるようシミュレーターなどを整備し、技術教育の充実を図る。

(6)卒 後研修制度のモデル的導入

急性期医療から慢性期医療まで看護を幅広く学ぶことと、卒後のリアリティショックを最小限にし新採用者の離職防

止及び職場定着を目的に院内 院 外ローテーションのできる研修制度をモデル的に実施する。

(7)授 業料等の見直t´

地域性を考慮し、各学校の実情に応じて学校長が授業料等を決定していく。

(8)奨 学金制度の見直し

国立病院機構全病院において、各病院で奨学金額を決定し、看護学生等に対し貸与する。また、看護大学生にも貸与

可能とするよう貸与期rqlを3年 から4年 に改正する。

2.新 構想者護学音1・大学院開設に向けた取組
「独立行政法人整理合理化計画」(平成 19年 12月 24日 閣議決定)に 基づき、「『独立行政法人国立病院機構の主要な

事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性』における指摘を踏まえた見直し案J(平 成 19年 12月 21日 厚生労働省)が

行革本部で決定され、「看護教育の変化の中で、医療と一体となった高等看護教育の実施を検討する」こととされた。

具体的には、高度な看護実践能力を持ち、スキルミックスによリチーム医療を提供していくことのできる看護師を養成す

るため、

①臨床実習を充実させた看護基礎教育課程である看護学部 (4年 間)、

②高度な看護実践技術の獲得を目的とした高等看護実践課程である大学院 (2年 間)、

との一貫した教育を、国立病院機構の豊富な医療現場と一体となって行うこととし、学校法人青葉学園 (東京医療保健大学)

との連携により、平成22年 4月の開設に向け、文部科学省及び東京都など関係省庁等と調整を行っているところである。

(1)名称 (仮称)
・東京医療保健大学 東 が丘看護学部
・東京医療保健大学 看 護学研究科看護学専攻高度実践看護コース

※通称 「東京医療保健大学 国 立病院機構校」

(2)定員 (予定)
・看護学部 :1 0名院学大0名



中 期 目 標 申 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)看護学部のカリキュラムの特徴 (予定)
・基礎分野 (人間理解と自然科学)
・専門基礎分野 (健康問題の解決)

専門分野 (あらゆる状況の対象への看護とキャリア開発)

の3分野からなる129単 位以上を履修することとしている。

(4)大学院のカリキュラムの特徴 (予定)

必修41単 位、選択 4単位 (計45単 位)の 科目においてスキルミックスに対応した看護実践能力の分野を履修する

こととしている。

3.長 崎医療センターにおける大学の誘致

長崎医療センターについては、当該附属看護学校への応募状況の減少傾向、入学辞退者の増加、昨今の当該tLnに おける

学生の大学志向等の地域事情を踏まえ活水女子大学の強い意向に応えて同大学の看護学部として看護師の養成を行うことと

し、平成 21年 4月 に開設した。

4 国 立病院機構の特徴を盛り込んだ附属看護学校カリキュラムの運用

平成 19年 度に改正した附属看護学校のカリキュラムにより、国立病院機構が担う医療の特徴などを盛り込んだ授業を引

き続き実施している。

【追加したカリキュラム内容】
・医療政策と国立病院 ・療養所が果たしてきた役割、国立病院機構の役割と機能、lL
・災害時の看護、重症心身障害児 (者)へ の看護、神経 ・筋難病患者への看護、他
・災害看護副1練、結核感染患者への看護 「見学J

5 実 習指導者講習会の充実 (再掲)

国立病院機構独自の取組として、全ブロック事務所が実習指導者講習会を実施することにより、国立病院機構の提供する

医療の特徴である重症′き身障害児 (者)・進行性筋ジストロフィー児 (者)・災害医療等についての理解を促すことが出来る

指導が行えるようカリキュラムに独自性を盛り込み運用している。

6.奨 学金制度の運用

国立病院機構で看護に従事する意思をもつた附属看護学校学生等に対し、奨学金を貸与する制度を平成 18年 度より創設

し、平成 19年 4月 より延べ77名 が卒業し機構病院で勤務しており、看護師確保対策の
一方策として制度の活用を図つて

いる。

また、平成 20年 度においては、当該制度を積極的に活用できるよう検討を行い、平成 21年 3月 に規程の改正を行い、

平成21年 度以降、

①貸与額を地域実情に合わせた貸与額とすること

②大学生に貸与可能となるよう貸与期間を3年 から4年 とすること

とした。       ・

1奨学金の貸与状況】

平成 18年 度  20名 (平成 19年 3月 卒業者 14名 が、機構病院に勤務)

平成 19年 度  38名 (平成20年 3月 卒業者 10名 が、機構病院に勤務)

平成 20年 度 131名 (平成21年 3月 卒業者 53名 が、機構病院に勤務)



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

7 第 二者|こよるカリキュラム評価の実施

国立病院機構以外の教員などの第二者によるカリキュラム評価を平成 20年 度までには全校で実施し 各 項目の評価結果

を参考に看護教育の質の向上に努めている。

【カリキュラム評価の結果】

①他校との違いや機構の特徴を打ち出すことができるよう、学校の地域性、機構の政策医療のカリキュラムを教育理念
・教育目的に明文化した。

②卒業後の継続教育の考え方が教育目標から読み取れないため、日々の教育活動の中で実践していることを具体化し、

教育目標に明記した。

8.公 開講座の実施

附属看護学校の教育活動の一環と

講座を実施した。

【公開講座の開催回数】

して地域社会に貢献するため、全学校で地域住民や地域の高校生などを対象とした公開

平成 19年 度 :98回  →  平 成 20年 度 :90回

(1 7回 /学 校)    (2 1回 /学 校)

9.附 属看護学校の高い看護師国家試層実合格率

附属看護学校の国家試験合格率が昨年と同様全国平均を大きく上回るだけでなく、大学及びその他の3年課程の養成所別

と比しても上回つており、全国トップの合格率である。

賭 護師国家試験合格率】

平成 19年 3月発表者

国立病院機構附属看護学校      98 4%

全国平均              94 8%

(大学 3年 課程の養成所の合格率)
・大学      97 3%
・短期大学    93 5%

養成所     95 9%

平成 20年 3月 発表者

98 2%

94 6%

93 5%

93 2%

95 9%

平成21年 3月発表者

97 8%

94 4%

9 7  5 %

9 2  0 %

9 5  9 %

:説明資料】

資料64:質 の高い看護師等養成 〔357頁 〕

資料651国 立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員会報告書 (概要)(365頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 E I 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

⑤  EBMの 普及のための研修人材

姜咸

政策医療ネ ッ トワー クにおい

て、EBMに 基づいた医療を提供

するため 研 修会等を開催 して良

質な医療従事者の養成 を図る。ま

た、治験 ・臨床研究推進のための

治験 コーディネーター等のEBM

に精通 した人材の姜成 を行 う.

政策医療ネ ッ トワークにおいて

は、これ らの研修内容等の充実に

努めるとともに 平 成 15年 度に

比 し、中期 目標の期間中に、当該

研修会への参力0人数について 25

%以 上の増加 (※)を 目指t

〔
※ Ll111再11数〕

④ EBMの 普及のための研

修人材養成

政策医療の推進のため、

良質な医療従事者の養成を

積極的に行う。

また、治験に関する研修

等を行い、31き続き治験 ・

臨床研究の推進を図る。

なお、政策医療ネ ッ ト

ワークにおける研修につい

ては、臨床研究組織の得編

及び研究実績を踏まえ、次

期中期計画に向け、研修体

系の立案に着手する。

④ EBMの 普及のための研修人材養成

1. EBMの 普及のための研修会

平成20年 度は、研修会を新たに企画するなどEBM推 進のために必要な研修会を開催し人材の育成を行った。

研修会の総参加者は、2, 043名 であり、平成 15年 度に比べ34 0%増 加した。

(1)質 の高い治験 .臨床研究を推進するための研修

① 質 の高い治験を推進するための研修会 (再掲)

質の高い治験を推進するため、治験コーディネーター (初級 ・3年 以上)、治験を担当する医師、治験事務局 ・事務

職員等を対象とし、参加者総計673名 、延べ 11回 、20日 間の研修会を実施を実施し、中核となる人材を養成した。

② 臨 床研究のデザインと進め方に関する研修会

国立病院機構内の多職種にわたる医療従事者 (職員)を 対象に、臨床疫学の考えに基づき、日常の臨床現場における

疑間について、研究デザインを作成できるような知識及び技能を身につける目的で、平成 18年 度から新たに、「臨床

研究のデザインと進め方に関する研修会」を行った。平成20年 度までに 188名 の職員が2日 間の研修会に参加した。

また、「臨床研究のデザインと進め方に関する研修会アドバンスト研修」として、研究テーマを持つ職員に研究デザイ

ンの作成についてより高度な研修を行い20名 の職員が参加した。

③ デ ータマネジメント研修会

臨床研究の進め方及び臨床研究におけるデータマネジメントの意義 重 要性を身につける事を目的として、平成 20

年度までに144名 の職員を集めて研修会を行った。

Oブ ロック単位での研修
プロック単位で医療安全、臨床研修指導医の養成、小児救急等国立病院機構において重点的に取り組む課題に関して、

チーム医療推進を念頭に置き多職種参加による研修を実施した。

2 国 立病院機構総合医学会の開催 (再掲)

国立病院機構主催の国立病院総合医学会を、東京医療センターを学会長施設、東京病院を目l学会長施設として、東京国際

フォーラムにおいて、「医療の心を求めて」をテーマに掲げ開催した。国立病院総合医学会を通じて国立病院機構の職員等

に対し、学術研究の成果を発表する機会を与え、職員の自発的な研究の取組みを奨励し、職員が行う研究レベルの向上を図

り、また、研究者のみならず参加する国立病院機構職員の活性化を目的として、平成 20年 11月 21日  22日 に開催し

た。

平成20年 度は、本部職員も様々な場面で積極的に参加し、QC活 動奨励表彰として、病院運営のあらゆる課題について

様々な倉J意工夫を凝らし、業務改善等に積極的に取り組んだ職員の表彰を行う等、国立病院総合医学会の質の向上を図った

結果、参加者6, 002名 を集める盛大な学会となった。

○シンポジウム ・パネルディスカッション・・・・・30題

oポ スターセッション・・

〇特別講演   ・ ・・・

・1, 573題
・ 2講 演

。加我 君 孝 (東京医療センター臨床研究センター長)
『医学教育の 「温故知新J― オランダ。英国・ドイツ 米 国から医学を学んだあとの未来』
・山田 邦 子 (タレント)

『フハハでいこう!』

【説明資料〕

資料66:EBMの 普及のための研修会実施状況 〔367頁 〕

資料41:国 立総合医学会の開催状況 〔237頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)地 域医療に貢献する研修事業の

実施

政策医療ネ ッ トワークにより確

立 した EBMの 成 果等を普及 させ

るため、各病院は 地 域の医療従

事者を対象 とした研 究会等の開催

により 地 域医療への貢献を行 う。

当該研究会の内容の充実に努める

とともに 中 期 目標の期間の最終

年度において 14万 人以上の参力0

(※)を 得られ るよ う努める。

[※ I島,f「i:ill数〕

(2)地 域医療に貢献する研修

事業の実施

平成20年 度においても

引き続き、地域の医療従事

者を対象とした研究会等の

内容や開催方法を1今味し、

より多くの医療従事者の参

加を得られるよう地域の医

療機関に対して参加を積極

的に働きかける。

(2)地 域医療に貢献する研修事業の実施

地域の医療従事者を対象とした研究会等について、研修施設の整備や診療密度が高まり診療現場の負荷が大きくなる中、

各病院において地域の研修ニーズの把握やアンケート調査による研修内容の評価 検 ・IE等により内容の充実に努め、ホ
ーム

ベージやパンフレット配布等で参加を呼びかけたほか、地域の医療関係機関等とも連携して開催するなど積極的に実施した。

この結果、 109,479名 (平成 15年 度比45 8%増 )の 参力uを得ることができ、地域医療従事者へ向けた医療情

報発信に貢献した。

平成 19年 度 113, 584名  →  平 成 20年 度 109, 479名  (平 成 15年 度 75, 102名 )

【説明資料】

資料67:地 域医療に貢献する研修事業への取組 〔368頁 〕



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

初期臨床研修医は昨年度より若干減少したものの中期計画の目標を達成しており、

また、後期臨床研修医は受入数を増やし、研修プログラムについても検討を重ね、良

質の医師の養成を目指している。

精神科領域では、病院間ネットワークを活用し、TV会 議システムを利用した 「多

施設共同研修事業」を開始した。

全看護職員への効果的な教育支援ができるよう教育担当師長の配置を行い、看護職

員のキャリアパス制度推進の基盤となる研修内容 ・方法を標準化した全病院統
一の研

修ガイドラインを運用し教育体制の充実を図つている。

各分野の看護のスペシャリストである専門看護師及び認定看護師を配置し、充実し

た高い水準の看護を実践している。(平成 15年 度 29病 院36名 →平成20年 度 86

病院258名 )

医療内容の高度化 ・複雑化やチーム医療に主体的に対応できる看護師の養成の方向

性等の検討を目的に、「国立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員会J

を設置、議論を重ね、平成20年 12月 に報告書を作成した。今後は、①看護基礎教

育の充実、②教員の質の向上、③卒後研修制度のモデル的導入などの取組を行い、看

護の質の向上に努めていくこととしている。

・臨床研修医の受入数について、 713名 となっており、平成 15年 度に比して

56 7° /0の増と、中期計画の目標値を達成している。(業務実績 52頁 参照)
・レジデント数については中期計画の目標値を達成していない。しかしながら、平成

18年 度に国立病院機構独自の専修医制度を創設し、レジデントから専修医への切

着を進めながら質の高い医師の育成を開始したところであり、平成 18年 度は

167名 、平成 19年 度は 193名 、平成 20年 度は 198名 、平成 21年 度は

161名 と着実に専修医数は増加している。(業務実績52頁 参照)
・専修医制度の運用を通じて、質の高い医師の育成を進めている。(業務実績 52頁 参

照)

・平成 15年 度比 34 0%増 加

EBM普 及のための研修会参加人数 延 ベ

値を達成している。(業務実績60頁 参照)

2,043名 であり、中期計画の日標

・地域の医療従事者を対象とした研究会等について、研修施設の整備や診療密度が高

まり診療現場の負荷が大きくなる中、各病院において地域の研fL_Xニーズの把握やア

ンケー ト調査による研修内容の評価 ・検証等により内容の充実に努め、地域の医療

関係機関等とも連携して開催するなど積極的に実施した。この結果、参加者数が平

成 15年 度の75,102名 から平成 20年 度は 109,479名 (45 8%増 )
へと大幅に増加するなど、地域医療に貢献する研修の実施に取り組んだ。(業務実績

61頁 参照)

実績 :○
・臨床研修医は平成 19年 763名 から平成20年 713名 へと受入数が減少したが、

平成 15年 455名 と比較すると、中期計画の日標値を達成している。 (業務実

績52頁 参照)

【評価項目5 教 育研修事業】

[数値目標]
・平成 15年 度比20%以 上増

臨床研修医  713名 (平成 15年 度
レジデント数 816名 (平成 15年 度

4 5 5 名 )、

8 3 0名 )

・平成 15年 度比25%以 上増
EBM普 及のための研修会参加人数

延べ 1,906名 (平成 15年 度 1,525名 )

地域医療に貢献する研修

中期目標期間において 14万 人以上の参加

(平成 15年 度 75, 102人 名)

[評価の視点]
・独自の臨床研修プログラムに基づき質の高い臨床研

修医の養成を行い、受け入れ研修医数について、中

期計画に掲げる日標値の達成に向けて取り組み、着

実に進展しているか。



実績 :○
・レジデントの都市部集中、大学への回帰傾向や機構独自の専修医制度を創設し、逐

次、レジデントから専修医への切替を進めている過渡期であることなどから、平成

15年 度の830名 から平成 20年 度の816名 (1 7%減 )へ と減少し、中期

計画の日標値を達成できていないが、良質な医師を青成するため、レジデントの養

成システムを見直し、平成 18年 度から機構独自の制度として専修医制度を開始し

たところである。

研修 1年 目の専修医数が平成 18年 度の 167名 から、平成 20年 度の 198名 ヘ

と着実に増加するなど、その進展が図られており、良質な医師の育成に貢献してい

る。(業務実績 52頁 参照)
。また、専修医の研修プログラムについては、各病院におけるプログラムやその評価

方法について集計し、連携をとりつつ質の高いプログラムの提供に努めている。さ

らに、機構のネットワークを活かし、複数の病院における研修を行うなど、各病院

の特色や地域性が反映した研修環発を提供している。(業務実績52頁 参照)

実績 :O
・専修医の修了認定後国立病院機構に勤務する場合の処遇上の優遇策を設けるととも

に、修了者を対象にアンタート調査を行うことで、専修医のニーズの把握に努めた。

(業務実績53頁 参照)
・ITを 活用した精神科領域における多施設共同研修の実施により、症例は豊富にあ

るものの医師確保が困難で指導医の体制が必ずしも十分とは言えない病院において

も、効果的な教育研修を行うことができるようにするなど、良質な医師の育成と確

保に努めた。(業務実績52頁 )
・専修医研修プログラムの充実、医師としてのキャリア形成支援などを強力に推進す

るため、平成 21年 4月 、「人材育成キャリア支援室Jを 設置した。(業務実績 53

頁)

実績 :○
・全看護職員への効果的な教育支援ができるよう教育担当師長の配置 (平成 19年 度

25病 院 →  平 成 20年 度 45病 院)を 行った。(業務実績54頁 参照)
・看護師を対象とする看護職員のキャリアパス制度推進の基盤となる研修内容

.方法

を標準化した全病院統
一の研修ガイドラインを運用開始し、引き続き円滑に運用し

ている。(業務実績 55頁 参照)
・各分野の看護のスペシヤリストである専門看護師及び認定看護師を配置し、充実し

た高い水準の看護を実践lレている。 (平成 15年 度 29病 院 36名 →平成 20年 度

86病 院 258名 )(業 務実績 54頁 参照)
・国立病院機構へ就職する意思を持った附属看護学校学生に対し、国立病院機構lllが

積極的な関わりを持ちながら看護師の養成を進めていく観点から、奨学金制度を平

成 20年 度も活用し、看護師確保の対策の
一方策となっている。また、より各病院

が柔軟に活用できるよう、平成 21年 3月 に奨学金貸与規程の改正を行った。(業務

実績58頁 参照)
・国立病院機構にとって必要な看護師の養成を行うとともに、学生の段階から国立病

院機構への帰属意識を醸成し、機構が担う医療に対する使命感を育んでいくことを

目的に、附属看護学校カリキュラムの改訂について検討を行い政策医療全般の内容

を追加した授業を実施している。 (業務実績58頁 参照)
・看護師キャリアパス制度の充実に向けた取組として、看護教員養成事業、国立病院

機構による実習指導者養成講習会の開催、また積極的に専門機関への研修派遣

123名 (平成 19年 度 113名 )を 行つ

,良質な医師を養成するため、レジデントの養成プロ

グラムの見直しを行い、受け入れレジデント数につ

いての中期計画に掲げる目標値の達成に向けて取り

組み、着実に進展しているか。

・医師のキャリアパス制度の構築など、良質な医師の

養成と確保に努めているか。

・看護師のキャリアパス制度の構築など、良質な看護

師の養成と確保に努めているか。



看護師等養成所における第二者によるカリキュラム

評価を実施しているか。

また、専任教官配置の充実に取り組んでいるか。

養成所における地域に開かれた公開講座を実施して
いるか。

政策医療ネットワークにおいて、EBMに 基づく医

療を提供するため、研修会等を開催し、良質な医療

従事者の養成に取り組んでいるか。また、治験 ・臨

床研究推進のための人材養成に取り組んでいるか。

政策医療ネットワークにおいて、EBMに 基づいた

医療を提供するための研修会について、中期計画に

掲げる日標値の達成に向けて取りrllみ、着実に進展
しているか。

各病院は、地域の医療従事者を対象とした研究会等
の開催により、地域医療への貢献を行っているか。

当該研究会の内容の充実に努めるとともに、中期計

画に掲げる日標の達成に向けて取り組み、着実に進

展しているか。

法人の業務改善のための具体的なイニシアティプを

把握 ・分析し、評価しているか。(政・独季評価の視

点)13 教 育研修事業における該当部分】

実績 :〇
・全養成所において、評価結果を参考とし、カリキュラム内容を変更し充実を図った。

(業務実績59頁 参照)
・平成 19年 度末に開校した養成所の教員の再配置を行い教育体市1の充実を図つた。

(業務実績 78頁 参照)

実績 :○
・公開講座の実施件数も増加 し、さらには内容等も充実している。 (業務実績 59頁 参

照)

実績 :〇
・質の高い治験を推進するための研修会、臨床研究のデザインと進め方に関する研修

会 (アドバンスド研修会)及 びデータマネジメント研修会を行った。(業務実績 60

頁参照)

実績 :○
・EBM推 進の観点から政策医療ネットワーク化区分や治験、臨床研究を推進するた

めの研修を行い、延べ2, 043名 が参加した。平成 15年 度に比べ34 0%増

加し、中期計画の数値目標を大幅に上回り、日標を達成した。(業務実績60頁 参照)

実績 :△
・地域の医療従事者を対象とした研究会等について、研修施設の整備や診療密度が高

まり診療現場の負荷が大きくなる中、各病院において、地域の医療関係機関等とも

連携 して開催するなど積極的に実施 した結果、参加者数が平成 15年 度の

75, 102名 から平成20年 度は 109,479名 (45 8%増 )へ と大幅に

増加するなど、地域医療への貢献を行つている。(業務実績61頁 参照)

実績 :△
・地域の医療従事者を対象とした研究会等について、研修施設の整備や診療密度が高

まり診療現場の負荷が大きくなる中、各病院において地域の研修ニーズの把握やア

ンケー ト調査による研修内容の評価 ・検証等により内容の充実に努め、地域の医療

機関等とも連携して開催するなど積極的に実施した結果、参加者数が大幅に増加 (平

成 15年 度比45 8%増 )するなど、中期計画の目標の達成に向け取り組んだ。(業

務実績 61頁 参照)

実績 :○

全看護職員への効果的な教育支援ができるよう教育担当師長の配置を行い、看護職

員のキャリアパス制度推進の基盤となる研修内容 ・方法を標準化した全病院統一の

研修ガイドラインを運用し教育体制の充実を図つている。(業務実績55頁 参照)
・各分野の看護のスペシャリストである専門看護師及び認定看護師を配置し、充実し

た高い水準の看護を実践している。 (平成 15年 度 29病 院 36名 →平成 20年 度

86病 院258名 )(業 務実績 54頁 参照)
・医療内容の高度化 ・複雑化やチーム医療に主体的に対応できる看護師の養成の方向

性等の検討を目的に、「国立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員

会Jを 設置、議論を重ね、平成 20年 12月 に作成した報告書に盛り込んだ改善内

容を着実に実行している。今後は、①看護基礎教育の充実、②教員の質の向上、

卒後研修制度のモデル的導入などの取組を行い、看護の質の向上に努めていくこと

としている



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4 災 害等における活動

災害や公衆衛生 上重大な危害が発

生 し又は発生 しようとしている場合に

は、迅速かつ適切な対応 を行 うこと`

災害等における活動

災書や公衆衛 生上重大な危書が発

生 し又 は発生 しよ うとしている場合

には 医 療■の派遣等の迅速かつ適

切な対応 を図ることとする。そのた

め、災害医療研修等を充実する。

災害等における活動

災害や公衆衛生上重大な危

害が発生し又は発生しようと

している場合には、医療班の

派遣等の迅速かつ適切な対応

を図る。

また、平成 20年 度におい

てもう1き続き、国立病院機構

職員を対象とした災害医療研

修を充実させる。

災害等における活動

1 岩 手 ・富城内陸地震に係る医療班の派遣

平成 20年 6月 14日 に発生した岩手 。宮城内陸地震に関して、仙台医療センタ
ー、災害医療センター及び東京医療セン

ターから直ちに医療班を現地へ派遣した。

2 政 府の国際緊急援助隊医療チームヘの参力0

平成 20年 5月 12日 に発生した中国西部大地震被害に対する政府の国際緊急援助隊医療チ
ームヘ、国立病院機構の職員

2名 (長野病院 ・看護師 1名 、災害医療センター ・放射線技師 1名 )が 参加し、救援活動を行った。

また、平成20年 5月 2日 から3日 にかけて直撃したミャンマー連邦におけるサイクロン被害に対する政府の国際緊急援

助隊医療チームヘ、国立病院機構の職員 3名 (災害医療センタ
ー ・医師 1名 ・看護師 1名、まつもと医療センター中信松本

病院 ・薬剤師 1名)が 参加し、救援活動を行った。

3.災 害医療従事者研修会の実施等

(1)国立病院機構主催の研修

本部主催の「災害医療従事者研修会」を災害医療センターにおいて実施し、災害拠点病院あるいは救命救急センタ
ーを有

する国立病酪 の医師、看護師等を中心とした職員90名 が参加した。

また、ブロック事務所においても、管内の医師、看護師、事務職員等を対象に災害医療研修等を実施した。

平成 19年 度 98名  →  判 成20年 度 90名  (平 成 16年 度 95名 )

の 厚生労働省主催の研修

災害医療センターにおいては、厚生労働省医政局から委託を受けた 「日本DMAT隊 員養成研修」を実施し、都道府県

から推薦された119病 院475名 が参加t た́。

平成 19年 度 100病 院 595名  →  平 成 20年 度 119病 院475名  (平 成 16年 度 7病 院 35名 )

また、大規模災害発生時に被災地域内の災害現場、患者が集中した災害拠点病院や広域医療搬送拠点等において、参集

した災害派遣医療チーム (DMAT)を 有機的に組織し、指揮 ・命令を行うとともに、消防、自衛隊、自冶体災害対策本

部等関係機関との調整などを適切かつ速や力ヽ こ行うDMAT統 括者を養成することを目的として、厚生労働省医政局委託

事業である 「統括DMAT研 修」を災害医療センターで実施し、41道 府県より99名 が参加した。

平成 19年 度 40都 道府県 77名  →  平 成20年 度 41都 道府県 99名

(3)その他

内閣府が主催する政府の総合防災劃練 (広域医療搬送実働劃練)へ 災害医療センタ
ー
より職員を派遣した他、自治体、

消I・A、警察等が主催する災害関連31練へ職員を派遣する等の協力を実施している。

また、一般市民やポランティアを対象とした災害関連の展示、救急処置法等のイベントの実施、地域の医師会会員等ヘ

の救急蘇生 ・AED講 習会等を実施している。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 l l 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4 新 型インフルエンプヘの対応について

平成21年 4月 28日 に厚生労働省は、メキシヨ、アメリカ、カナダにおいて 「感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律」に規定する新型インフルエンザ等感染症が発生したことを宣言した。

我が国における水際対策として、4月 26日 に厚生労働省よリメキシヨ直行便に対する検疫強化の通知が発出されたと

ころであるが、厚生方慟省の要請に基づき、検疫及び停留施設への応援のため、国立病院機構より医師、看護師を派遣し

た (平成21年 5月 31日 現在、 51病 院より、医師 215名 、看護師 272名 ).

また、医療体制の整備として、各都道府県の要請等に基づき、発熱外来を開設 (平成21年 6月 1日 までの間に50病

院で開設) し́、発熱相談センターから紹介された新型インフルエンザ疑い患者の診察等に当たった。

【説明資料】
資料68:災 害等における活動 〔369頁 〕

資料69:災 害医療研修の実施 〔370頁 〕



(各委員の評定理由)

実績 iO
・国立病院機構防災業務計画により、病院ごとに、広域災害に対応するための医療班

が編成されている。
・平成 20年 6月 14日 に発生した岩手 ・宮城内陸地震の際も 仙 台医療センタ

ー、

災害医療センター及び東京医療センタ
ーから直ちに医療班を現地へ派遣した。

(業務実績 65頁 参照)
. 災害医療研修については、本部主催の 「災害医療従事者研修会」を災害医療セン

ターにおいて実施 したはか、厚生労働省医政局から委託を受けた 「日本DMAT隊

員養成研修Jや 「統括DMAT研 修」を災害医療センタ
ーにおいて実施し、各都道

府県から推薦された者が多数参加するなど、災害発生時に迅速に対応できる体制を

整備するための研修等を実施している。(業務実績 65頁 )

I評価項 目6 災 害等における活動

.災害や公衆衛生上重大な危害が発生し又は発生しよ

うとしている場合には、医療班の派遣等の迅速かつ

適切な対応を図つているか。

また、災害医療研修等が充実しているか。



中 期  日  棉 中 期 l t 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 3 業 務運営の効率 1しに関する事項

企業会lt原則の下、収支相償 (経

常颯益ベース.以 下同 じ。)の 運営

が求められ る独 立行政法人の趣旨

を十分に踏まえ 国 立病院機構の

業務運営全般にわたって抜本的な

改善 を図る とともに 国 立病院機

構全体と して収支相償の経営を目

指 して業務の効率化 を一層 図るこ

と.

1 効 率的な案務運営体制の確立

効率的な業務運営体制となるよ

う、組織の役害1分担の明確化、管

理体制の再編成、弾力的な組織の

構築を行い、加えて、その期待さ

れる使命を確実かつ効果的に果た

せるよう人員配置等について見直

し等を行うこと.

また、看護師等義成所について

は 質 の高い養成を行うとともに

効率的な運営の観点から再編成を

行うこと。

第 2 業務運営の効率4ヒに関する日標

を達成するためにとるべき措置

企業会計原則が適用 され ること

に対応 して、会計ルール を見直す

とともに、部門ヨ1決算 月 次決算

等 を導入す る。また 財 務面にお

いては、日立病院機構全体 として

収支相償 (経常根益ベース。以下

同 じ。)の 経営を目指す。 これ らと

併せ 、以下の業務 の効率化を推llL

す る。

効率的な業務運営体制の確立

国立病院機構においては、本部

プロック組織、院内組織及び職

員配置等について、効率的な運営

が可能 となる組織 とする。

(1)本 部 ‐プロック組織の役割

分担

① 役 割分担

本部 プ ロックIIl織の役客1

分担を明確化 し、同一業務 を

分摯 しない体制 とするととも

に 効率的な組織運営とする.

このため 管 理業務は原則本

部が実施することとし 地 方

で実施 した方が合理的で効率

的な業務についてはプロック

毎に事務所を設置 して処理す

ることとする.

プロック事務所は 病 院の

事務処理支援機清Ыこ重点を置

いた組織運普とする。

第2 業 務運営の効率化に関す

る目標を達成するためにと

るべき措置

月次決算については、平

成 20年 度においても引き

続き、全施設において着実

に実施するとともに、部門

別決算についてもその実施

に努力し、引き続き各病院
がその財務状況を確実に把

握できるlt制の確立に努め

る。

1 効 率的な業務運営体制の

確立

1)本 部 ・プロック組織

の役割分担

① 役 割分担

本部 ・プロックの役

割分担に基づく管理業

務の充実を図っていく。

とりわけ、プロック事

務所における業務につ

いては、引き続き病院
の支援機能を更に強化

した管理業務を実施し

ていく。

第 2 業 務運営の効率化に関する日標 を達成するためにとるべき措置

個々の病院においてモ)可能な限りjlt支相償を目指すため、事業規模、サービス内容 ・体制、将来の施設整備投資等に必

要な資金の確保等に関する方策について、現在の患者数等を前提に 「人、物、資金」の最適イヒを図る経営改善計画 (再生

プラン)を 策定し、平成 20年 度から実施するとともに、平成20年 度診療報酬改定の影響を早急に把握し、新たな基準

等の取得や効率的 ・効果的な医療の提供を通じて増収を図るとともにコスト削減に努めた。

効率的な業務運営体制の確立

(1)本 部 ・プロック組織の役割分担

① 役 害1分担

.本 部の役害J

5部 14課 体制で、月次決算、年度計画、増員計画、投資計画、臨床研究等の業務を病院と直接行うなど、労務管理等も

含め管理業務の充実を図るとともに、医薬品、医療機器及び医事会計システムの購入に係る共同入札を実施した。

さらに、部門別決算の実施及び各病院の月次評価会の状況把握に努め、経営管理指標、委託費等契約実績の比較、並びに

改善事例の取りまとめを行うなどにより問題点を把握し経営改善計画の参考にした。

2.ブ ロック事務所の役割

プロック事務所においては、 1部 5課体制又は1部 4課 (室)体 制で、本部と管内病院との連絡調整等の支援業務を行っ

た。

また、管内基幹病院の院長から選任したプロック担当理事の下、管内の人事交流の促進を目的とする人事調整会議を設置

し、管内の人事異動及び職員の採用を行い、併せて病院の設計をし、労務管理、職員研修、医療消耗品等の共同入札、再生

プラン策定等の支援業務や監査指導を実施した。

3.個 別病院毎の経営改善計画 (再生プラン)の 実施及び支援 (第2の 2の 4参 照)

平成 20年 3月末に本部において承認した中期的な個別病院毎の経営改善計画 (再生プラン)を 支援するため、経営手腕

を発揮している院長及び副院長等に再生プラン特別顧間を委嘱するとともに、本部及びプロック事務所において専属チーム

を設け、年度計画に対して経常収支が著しく下回っている病院への個別訪間を行った。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

効率的な管理組織体制

平成 16年 度末の 8プ ロックを

平成 16年 4月 1日 に 6プ ロック

に改組する.

また、機構本部 ‐プロックの職

員配置については、平成 15年 度

末の本省国立病院部及び地方厚生

(支)局 病院管理部の定員 388

名から平成 16年 4月 1日 に本部

プロック合計の職員数を 291

名へ見直 しを行 う。

② 効率的な管理組織体制

本部と北海道東北、関東

信越、東海北陸、近畿、中

国四国及び九州プロックの

6プ ロック体制による効率

的な管理業務を継続する。

また、営繕業務について、

質の向上と業務量に応じた

処理を図るため、組織体制

の見直しを行う。

② 効 率的な管理組織体制

1.6ブ ロックによる効率的な管理業務の継続
北海道東北、関東信越、東海北隆、近畿、中国四国及び九州ブロックの6プ ロック体制による効率的な管理組織体制を継

続した。本部 。プロック合計の職員数は平成 19年 度と同様に291名 で、効率的な管理組織体制を維持した。

2.組 織的な内音β監査の実施

内部監査については、業務の適正かつ能率的な執行を図るとともに会計処理の適正を期すことを目的とした内部監査計画

により、新たに平成 20年 度においても重点項目を定め、実施に当たっては、プロック事務所とともに、書面及び実地によ

る内部監査を効率的に実施した。

なお、平成20年 度からは、監事 1峯を常勤化し、内部統制 。ガバナンスの強化に努めたところであり、平成 21年 度に

おいては、本部組織内を見直し、内部監査を実施するIll織の明確化と専任職員の配置 (本部業務監査室の新設)を 行うこと

とした。

(平成 19年 度重点項目)
「契約、支払、債権管理、投資効果、現金等の管理、個人情報保護法に関する事項、医療安全に関する事項、給与、勤

務時間管理等に関する事項J

(平成20年 度重点項目)
「契約、支払、収入管理、債権管理、投資効果、現金等の管理、コンプライアンスの推進に関する事項、個人情報保護

法に関する事項、医療安全管理に関する事項、給与、勤務時間管理等に関する事項J

また、実地監査の標準化を目的として、プロック事務所が行う実地監査に他プロック事務所の監査担当者を試行的に参加

(6箇所)さ せたほか、契約事務に関して
一層の適正性を担保するため、監事と連携したいわゆる抜打監査を実施t た́。

(1)

(2)

書面監査

各病院において自己評価チェックリストに基づく自己評価を行い、自己評価の内容について書面による監査を実施。

(実施数) 本 部 (1箇所)、全プロック事務所 (6箇所)及 び全病院 (145病 院)に 対して実施。

実地監査

平成 19年 度に実地監査を行わなかつた病院のほか、外部監査機関の監査結果等から必要と認める病院、監事や会計監

査人からの意見等を踏まえ必要と認める病院、会計に関する非違行為のあった病院、書面監査の実施状況等を踏まえ、本

部、各プロック事務所が特に必要と判断した病院を対象に実地による監査を実施。

(実施数) 145病 院中、56病 院に対t 実́施

(主な指摘事項)
・契約に関し、契約審査会で審義すべき事業が諮られていない。
・支払に関し、ファームバンキングの取扱いについて、出金権限者とデータ作成権限者とが同

一人物となっている。

収入管理に関し、計算誤り等によリ
ー旦領収した領収証を廃棄する際、病院控えのみを廃棄処理している。

・コンプライアンスに関し、新規採用者に対して、コンプライアンス推進場程等の周知が図られていない。

(3)臨時 (抜打)監 査

平成20年 度臨時 (抜打)監 査は、平成 20年 12月 以降 「書面監査で見る限り契約の不備が多いJな ど、¬成20年

度内部監査 (実地監査)を 実施していない病院の中から7病院に対して実施。監査結果については、契約関係書類が未整

理であるもの、また、随意契約とした根拠に係るilI憑が残されていないものが確認された。

【説明資料】

資料 70:平 成20年 内部監査概要  〔 371頁 〕

資料711中 期的観点からの個別病院の経営改善について 〔374頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

弾力的なta機の構築

院内組織 0効 率的 ・弾力的な構

築

効率的 な体制の標 準型 に基づ

き 各 病院に係る地域事情や特性

を考慮した よ り効率的な体制と

する。

② 組織運営の方針

①

El院長複数制の導入

病院の機能に応 して特命事項

を担 ラコ1院長の設置を可能 とす

るとともに、副院長の役割 と院

内での位置づけを明確化す る。

(2)弾 力的な組織の構築

院内組織の効率的 弾 カ

的な構築

平成 16年 度の組織体制

を基本に、4か 年度の運営

状況も踏まえつつ各病院に

係る地域事情や特性を考慮

したより効率的な体制とす

る。

組織運営の方針

副院長複数制の導入

副院長複数制及び特命

副院長を引き続き設置し

ていく。

①

②

(2)弾 力的な組織の構築

① 院 内組織の効率的"弾力的な構築

病院内の組織については各病院の地域事情や特性に考慮した体市1とした。

1.診 療部門

診療部門の組織体系については、部長数、医長数は部下数や、地域事情に考慮した組織で、効率的 ・弾力的な組織体制と

した。

2.事 務部Fヨ

収益と費用を一元管理する企画課、庶務及び労務を司る管理課の2課体制で効率的な体制を維持した。

また、病床規模に応じた事務部門の見直し及び組letの一元イヒを検討し、判成21年 度期首に事務部長制から事務長制に2

病院の移行と平成 20年 4月 に組織の一元化 (松本病院と中信松本病院の事務部の統合)を 1ケース実施した。

なお、平成20年 12月 1日に南横浜病院を廃止したことにより事務長制病院で△ 1となっている。

平成 20年 度  平 成 21年 度期首  差  引
・事務部長制  115病 院   113病 院   △ 2病院
・事務長制    30病 院    31病 院    1病 院 (南横浜病院廃上による△ 1)

3.臨 床研究=FPヨ

臨床研究部門の組織体系について、研究実績による評価を基に組織の見直しに着手し、平成21年 度期首に臨床研究セン

ター 10か 所 (平成 20年 度期首 10か 所)、臨床研究部61か 所 (平成20年 度期首60か 所)の 体制とした。

② 組 織運営の方針

ア 副 院長複数制の導入

副院長の役割と院内での位置づけを明確化し、駒戎20年 度においては、院長等が非常勤理事を兼ねる仙台医療セン

ター、東京医療センター、名古屋医療センター、大阪医療センターの4病院及び、組織一元化を行ったまつもと医療セ

ンターで副院長複数制を導入した。また、それ以外の病院においても、機能に応じて特命事項を担う目1院長を、平成

19年 度までに設置した医王病院に加え、平成20年 度新たに、西札幌病院、福島病院、名古屋医療センタ
ー、大阪医

療センターにおいて設置し、病院経営、地域医療連携、看護師確保、再編成等の特命事項に取り組んでいる。

なお、2病院 (北海道がんセンター及び函館病院)に ついては複数冨1院長から1人副院長に戻している。



中 期 目 標 中 期 計 回 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

地域医療連携室の設置

すべての病院に地域医療連携

室を設置 して、地域医療 との連

携への取組を強イヒする。

医療安全管理室の設●L

すべての病院に医療安全管理

室を設置 して リ スクマネジメ

ン トヘの取組を強化する。

看護都Plの改革

看護部Plについては、病榔

P,と外来部門の連携の推進をは

じめ 効 率的 効 果的な運営体

制 とする。

イ 地 域医療連携室の設置

【平成 16年 度全施設設

置済】

全施設に設置されてい

る地域医療連携室の専任

職員を増やしていく。新

たに4施 設で専任化を図

る。

医療安全管理室の設置

【平成 16年 度全施設設

置済】

全施設設置されている

医療安全管理室の専任職

員を増やしていく。

看護部門の体制強化

看護部門については、

病棟部F月と外来部門の連

携強化を図つていく。病

棟部門については、医療

の質の向上を図り、より

効率的 ・効果的な病院運

営が行えるよう引き続き

上位基準取得に必要な看

護師の確保を図るととも

に、外来部門については、

常勤職員及び非常勤職員

のより効率的な配置を行

う。

イ 地域医療連携室の設置

地域医療との連携強化を図るため、全ての病院に地域医療連携室を設置し、平成19年 度までに114病 院で専任の

職員 (231名 )を配置したところであり、平成20年 度新たに4病院で専任の職員を配置したが、すでに専任イヒを行

っていた南横浜病院の廃上により、 117病 院で専任の職員 (303名 )を配置し紹介率等の向上を図った。

紹介率

20%未 満
20%以 上40%未 満

40%以 上60%未 満

60%以 上80%未 満

80%以 上

逆紹介率

20%未 満

20%以 上40%未 満

40%以 上60%未 満

60%以 上80%未 満

80%以 上

平成 19年 度   平 成 20年 度
14病 院 →    13病 院 ( △ 1病院)
40病 院 →    37病 院 ( △ 3病院)

54病 院 →    52病 院 ( △ 2病院)

32病 院 →    35病 院 (  3病 院)

6病院 →     8病 院 (  2病 院)

平成 19年 度   平 成 20年 度
22病 院 →    22病 院 (  0病 院)

70病 院 →    57病 院 (△13病 院)

34病 院 →    42病 院 (  8病 院)

16病 院 →    12病 院 ( △ 4病 院)

4病院 →    12病 院 (  8病 院)

ウ 医 療安全管理室の設置

リスクマネジメントヘの取組みの強化を図るため、すべての病院に医療安全管理室を設置し、平成 19年 度までに

142病 院で専任の職員を配置したところであるが、平成20年 度においては、すでに専任化を行っていた南横浜病院
の廃上により、141病 院で専任の職員を配置し、各病院における院内での報告体制や責任体制を明確化している。

工 看 護部門の体制強化

病棟部門には必要な職員数はすべて常勤職員で配置し、外来部門には看護師長等の管理者などの常勤職員は配置する

ものの、短時間の非常勤職浸の確保が可能である場合は外来受付時間や外来診療時間帯に合わせた非常動職員の配置を

極力行うなど、サービス水準の維持を図りつつ、病棟部門 外 来部門の連携を行うなどの効率的
・効果的な運営を目指

した看護師配置とした。

また、看護師のキャリアパス制度の充実のため、専任の教育担当師長、認定看護師及び専門看護師を配置し体制整備

を図つた。

平成 19年 度

平成 20年 度

専任教育担当師長

25病 院

45病 院

認定看護師      llf門 看護師

81病 院 186名    4病 院4名

86病 院253名    4病 院5名



中 期  目  標 中 期 l l ロ 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

事務部門の改革

事務部Flについては 従 来の

管理業務主体の組織から経営企

画重視の組織 とする。

オ 事務部門の改革

事務部門については、

企画部門と管理部門の2

課体制による効率的 ・効

果的な運営を継続すると

ともに、部門別決算の実

施に努める。

また、病床規模に応じ

た体制の見直しを図る。

営繕機能の強化

大規模建替病院に営繕
の専門職員を期間を限定
して常駐させ、病院での

工程管理など体制の強化

を図る。

③ 個々の病院ごとの総合的

検証

平成20年 度においては、

個々の病院ごとに、政策医

療、地域医療事情、経営状

況等を総合的に検証し、必

要な措置を講じる取組に着

手する。

オ 事 務部門の改革

企業会計原則に基づく的確な経営状況の把握、経営状態を踏まえた適正な運営、経営戦略の立案にあたる企画課と、

庶務及び労務を司る管理部門にあたる管理課の2課 体制で効率的な組織体制とt た́。また、部門別決算を実施し、各部

門毎の経営状況の把握を行った。なお、事務職については、総人件費改革に取り組むため平成 19年 度 2,000名 →

平成20年 度2, 574名 と全体としては抑制を図っている中、診療情報管理士については平成 19年 度40名 →平成

20年 度 65名 と振替増員している。

さらに、平成20年 度においては、医事業務研修 (受講者 168名 )を 実施し、病院経営における医事業務の重要性

を理解させるとともに、診療部門に対し、経営的な視点から積極的に提言を行える人材の育成を図つた。

力 営 繕機能の強化

平成 20年 4月 より、施設整備業務の現場における工事の監理等を通じて、適切なスケジュール管理を図るとともに、

品質等を向上させる観点から、大規模建替病院の 2病院(埼玉病院、横浜医療センター)について、営繕の専門職員4名

(各病院 2名 )を 配置し、工事監理業務、病院内の調整業務及び本部との連絡調整業務を行った。

【説明資料】

資料72:複 数制副院長の設置状況 〔377頁 〕

資料73:専 任の職員を配置した病院 〔379頁 〕

③ 個々の病院ごとの総合的検証

各病院における政策医療、地域医療事情、経営状況等について、これまで活用してきた臨床評価指標、経営分析システ

ムなどにより把握するとともに、平成 22年 度末での総合的な検証に向けて、把握手法や検証の枠組みについての検討に

着手した。

特に、政策医療ごとの収支状況等を分析する手法や経営分析システム (第2の 2の (5)の 2参照)に おける、政策医

療ごとの損益計算 ・各種経営管理指標の算出機能の追加について検討を開始した。



中 期 日 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

各部門における職 員の配置数に

ついては 各 職員の職務 と職責を

考慮 して、適切なものとするとと

もに 業 務量の変化に対応 した柔

軟な配置ができる仕組み とする。

(3)職 員配置

各部門における職員の配

置については、平成 20年

度においても引き続き、各

職員の職務と職責を考慮し、

常勤職員と短時間非常勤職

員による業務量の変化に対

応した柔軟な配置とする。

また、職員一人当たりの

生産性指標に着日し、職員

配置の見直しに着手する。

(3)職 員配置

1 業 務量の変化に文J応した柔軟な配置

管理部門等各部Flにおいて、常勤職員と非常勤職員とによる業務量の変化に対応した柔軟な酉己置とした。

(1)病 棟部門

病棟部門には必要な職員数はすべて常勤職員で配置した。また、平均在院日数の短縮により、上位基準が取得可能な病

院及び特定集中治療室などの施設基準が取得可能な病院には必要な人員を配置し、収支の改善を図つた。

(2)外 来部門

外来部門には看護師長等の管理者などの常勤職員は配置するものの 短 時間の非常勤職員の確保が可能である場合は外

来受付時間や外来診療時間帯に合わせた非常勤職員の配置を行つた。

(3)育 児短時間勤務

育児休業法に定める育児短時間勤務を平成 19年 8月 に導入し、パンフレット『子育て中のみなさまへ』等により職員
へ周知したところ、平成 20年 度は、 107名 が取得した。

平成 19年 度 30名  →  平 成 20年 度 107名

2.技 能職常勤職員の離職後の不補充

技能職については、平成 20年 度において143名 を肖1減する計画のところ、これを大幅に上回る239名 の純減を図っ

た。

これまでの削減状況

平成 16年 度 純 減数

平成 17年 度 純 減数

平成 18年 度 純 減数

平成 19年 度 純 減数

平成 20年 度 純 減数

258名   純 減率  7 2%

211名   純 減率  5 9%

236名   純 減率  6 6%

263名   純 減率  7 3%

239名   純 減率  6 7%

3.

計   純 減数 1, 207名   純 減率 38 6%(純 減数 1, 207名 /H16'期 首3, 587名 )

その他のアウトソーシング

(1)検査部門におけるブランチラボの実施

平成 19年 度までに導入した埼玉病院、字多野病院、長崎川棚医療センター、東京医療センター、舞鶴医療センター、

大阪南医療センター、四国がんセンター及び高松医療センターの3病 院において引き続き実施した。

(2)給食業務の全面委託の実施

平成 19年 度までに導入した花巻病院、札幌南病院、東京医療センター、小諸高原病院、宇多野病院、菊池病院及び舞

鶴医療センターの7病院において引き続き実施した。また 平 成20年 度新たに佐賀病院で導入した。

【説明資料】

資料 74:平 成20年 度増員のうち特定集中治療室等の新設 ・増設に伴うもの 〔385頁 〕

資料 75:技 能職員職名別在職状況 〔386頁 〕



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(4)職 員の業績評価等の適切な実施

組織 目標 を効率的かつ効果的に

達成するため、職員の業績を適切に

評価する人事評価制度を導入する。

(4)職 員の業績評価等の適切

な実施

平成 17年 度から実施し

ている副院長等の年俸制並

びに役職職員の業績評価を

継続する。

また、平成 19年 度に実

施した業績評価の試行も踏
まえて、役職職員以外の職

員に対しても昇給等に反映

する業績評価制度を平成

20年 度から導入する。

(4)職 員の業績評価等の適切な実施

1.年 俸制珊員及び役珊職員の業績評価の適切な実施

平成 17年 度から年俸制を適用している院長及び副院長等 (医長以上の医師 約 2, 400名 )に ついて、前年度

19年 度)の 各個人の業績及び各病院の医療面 ・経営面の評価を実施し、平成20年 度の年俸に反映させた。

また、平成 17年 度から全ての管理職 (年俸制以外 約 4, 000名 )に 実施している業績評価について、平成2

(平成

0年 度

も継続し、賞与及び年度末賞与に反映させた。

2.全 職員への業績評価の実施
一般職員 (約43, 000名 )の 業績評価制度に関し平成 19年 度に実施した試行結果を受け、平成20年 度から本格導

入し、平成 20年 度後期の評価結果を平成 21年 6月支給の賞与に反映した。

また、評価結果の異議について、業績評価のプロセス及び評価結果に関する公平性を確保するとともに業績評価制度に対

する信頼を高めるため、コミュニケーションによる解決が図れない場合に、院内におかれた合議体による解決を図る制度を

導入した。

コミュニケーションによる解決  6件  (平 成20年 4月～羽或21年 3月の実績)

合議体 (委員会)に よる解決   1件  (平 成20年 4月～瀾成21年 3月の実績)

I説明資料】

資料 76:病 院評価の方法について [387頁 〕



中 期  目  裸 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 f l

(5)外 部謳 の活用等

独立行政法 人評価委員会の評価

結果を業務改善に積極的に反映 させ

るとともに、会計監査人による会計

監査を有効に活用する。

(5)外 部評価の活用等

独立行政法人評価委員会

の平成 19年 度までの実績

に対する評価結果を、平成

20年 度以降の病院運営に

反映させるとともに、引き

続き全病院において監査法

人による監査を実施する。

(5)外 部評価の活用等

評価委員会による評価の周知徹底
独立行政法人評価委員会の平成19年 度実績に対する評価結果及び中期目標期間の業務実績の暫定評価結果については、

国立病院機構のホームベージ等で各病院への周知を行うことにより病院運営に反映させるための意識付けを行つた。

2.会 計監査人による病院監査の実施

現地監査

本部及びブロック事務所並びに全病院を対象に、1病院あた

て業務改善を図つた。

り1回 の会計監査を受け、会計処理等の指摘事項を踏まえ

(2)重,点施設監査

50箇 所

3.会 計制度に関する説明会の開催

(1)一般簿記研修

全病院の会言1業務に携わる管理者及び人事異動により初めて会計業務に携わる職員を対象に、簿記の基本的な仕組み等

について理解を深め、会計処理業務における管理者の内部統制の質的向上を目的に、全国8箇所で研修を行った (受講者

数 2 5 8名 )。

(2)財務会計習熱研修会

各病院の日常的な会計処理の中から特に重要であり、注意を要する医事業務、固定資産管理に関する会計処理について

理解を深め、さらなる会計処理の習熟を図ることを目的に全病院の会計業務に携わる職員を対象に、全国8箇所で研修を

行った (受講者数 273名 )。

4.会 計監査人からの助言

会計監査人の実地監査において発見された業務上の改善事項や今後の課題が適時に本部に報告されることにより、今後の

法人全体の業務の改善及び効率化の材料として経営に役立てている。

(助言事例)

『伝票の保存方法についてルール化されておらず、各病院の運用に任されているが統
一のルールを定めることが

望ましい。』との助言を受け、仕訳表を利用 ンヽて伝票種別毎に網羅的に保存され、かつ、必要な時に随時参照でき

るよう統一のルールを定めた。
・ 『 棚卸時における実査において、使用期限が過ぎている物品を実査数量にカウントしないよう、使用期限のある

物品については、数量だけでなく使用期限等も併せて確認すること。』との助言を受け、数量だけでなく使用期限

も併せて確認することとした。
・ 『 固定資産の管理について、複数の機器を組み合わせて使用し

一式の機器として管理する場合、除却時等にその

範囲を容易に把握できるよう一式の内訳を記録しておくこと。』との助言を受け、複数の機器の内訳を台帳等に記

載することとした。



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

5.会 計監査人と連携した内部監査の実施 (第2の 1の②の2参照)

平成 19年 度に引続き、業務の適正かつ能率的な熱行を図るとともに会計処理の適正を目的に、会計監査人において実施

する会計監査の実施状況等を踏まえつつ、諸規程に対する合規性、業務運営の適正及び効率性を監査し、問題点の把握、検

討及び改善を図るため、書面及び実地による内部監査を実施した。

【説明資料】

資料70i平 成20年 内部監査概要 (3 頁〕



中 期  目  標 中 期  計  画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(0)看 護師等養成所の再編成

看護師等姜成所につい ては、専

任教官の充実などにより質の高い養

成を行 うとともに、その効率的な運

営の観点か ら再編成 を行 い 平 成

15年 度の 80ケ 所から中期 目標の

期間中に 49ケ 所 とする。

(6)看 護師等養成所の再編成

平成20年 度においては、

看護師等養成所を21施 設

廃止し、これに伴い専任教

員の再配置を行うことによ

り教育体制の充実を図る。

(6)看 護師等養成所の再編成

1 薔 護師等養成所再編成計画の推進

平成19年 度において、再編成計画に基づく養成所の再編成を終了した。これに伴い「教員の再配置を行い、教育体制の

充実を図つた。今後は、魅力ある看護教育の充実を図り、教員の質のさらなる向上に努めていくこととする。

区 分 平成 15年

度当初

平成 1

年 3月

平成 1 7

年 3月

平成 1 9

年 3月

平成20年

3月

再編成後

看護師養成所

助産師養成所

いヒ
・
リテーション学院

視 能 ]‖練学院

6 8

5

6

1

△ 5 △ 2 △ 2 △ 1 7

△ 5

4 2

5

1

1

計 △ 5 △ 2 △ 2 △ 22

2.学 校法人立等の琶護学任 看護大学の誘致

閉校予定となつている看護学校の体育館等の建物や跡地を有効に活用する観点から、引き続き学校法人による看護系大学

等の誘致を推進する取組を行った。

○千葉東病院 :学校法人が大学看護系学部を設置   (平 成 19年 4月 )

○福岡東医療センター :学校法人が看護大学を設置  (平 成20年 4月 )

〇埼玉病院 :学校法人が看護系大学院を設置 (平成21年 4月 )

○刀根山病院 :学校法人が看護系専門学校を設置予定 (平 成 22年 4月 )

:説明資料1

資料771看 護師等養成所の再編成 〔397頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

再編成業務の実施

独立行政法人国 立病院機構法 (平

成 14年 法律第 191■ )附 則第 7

条に基づく業務 として 「国立病院 ・

療姜所の再編成 ・合理化の基本方針J

(昭和 60年 3月 29日 閣議報告 )

に基づ き実施 され てい る r国立病院

療菱所の再編成計画」 (平成 11年

3月 の計画見直 し後のものをい う。)

に定め られていた再編成対策病院の

うち、平成 15年 度末において来

実施 となつている lo病 院について

的確に実施すること.

再編成業務の実施

l日国立病院 ・療養所の再編成業務

についでは、中期 目標の期 間中に続

廃合が予定されている 8件 を そ の

経営に留意 しつつ着実に実施する。

再編成業務の実施

再編成

(1)西札幌 ・札幌南 (平成22年 3月 )

北海道医療センターの開院時に新たな診療機能が発揮できるよう西本し幌病院の診療機能の充実強化等を図るための4者

会議 (国立病院機構本部、西本L幌病院、札幌南病院、北海道がんセンター)を 鋭意開催し、医師等職員の配置計画や医師

確保の状況、病棟工事進捗の中で発生する問題の解決や報告などの情報共有や、年度途中に病棟閉鎖を行い余剰となつた

札幌南病院の看護師職員を西札幌病院や他病院において実地研修を行うなど、平成 22年 3月統合を円滑に実施するため

の取組を行った。

(2)善通寺 ・香川小児 (平成 26年 度予定)

国立病院機構、香川県、善通寺市等の関係機関との、障害者自立支援法を踏まえた障害者医療のあり方や精神科医療に

ついての県内提供体制並びに救命救急センターの設置に向けた調整などの協議を重ねてきたことにより、統合新病院の設

計等に着手できず、平成 13年 3月に策定された平成23年 度目途に統合を予定していた当初の基本構想を見直し、平成

21年 3月 に統合新病院の平成26年 度開院を目途とした基本構想を公表した。

今後、平成21年 7月 を目途に基本設計 ・実施設計に着手の上、平成 22年 度中に工事を行えるよう進める予定である。

2.組 織―元化

極めて近接 (約3 krn'す る松本病院と中信松本病院について、医師確保の困難及び近年の経営悪化等の状況を踏まえ、

地域の医療ニーズに適切に対応し両病院の機能分担 ・連携を推進するため、平成20年 4月 1日に組織
一元化を行い1組織

2病院による 「まつもと医療センターJ として運営を開始した。このことにより平成 20年 度の決算は赤字ではあるものの

経常収支で前年度と比較して約2億円程度改善されている。

3.南 横浜病院の廃止 (平成20年 12月 1日 )

南横浜病院については、近年、結核患者数が減少するとともに平均在院日数の縮小により入院患者が大幅に減少し、
一般

医療についても近隣に大規模な病院もあることなどから患者は減少していた。

併せて、収支状況が極めて悪化し、今後相当の経営改善を行うとしても収支改善の見通l が́立たない状況となつていた。

これまで国立病院機構においては、「都道府県単位での結核病院 (病棟)の 運営Jを 基本としてきたところであるが、以

上から、国立病院機構が行う神奈川県内の結核医療については、県単位で神奈川病院に効率的に集約することとし、南横浜

病院については平成20年 12月 1日をもつて廃止した。

I説明資料】

資料78:ま つもと医療センターについて 〔399頁 〕



しての評定理由)

(各委員の評定理由)

(総合的な評定)

技能職については239名 減少し (平成 16～ 20年 度 1, 207名 純減)、その結

果、中期計画に掲げる目標値 (714人 肖1減)を 大幅に上回り、目標を達成した。

また、一般職員について平成 20年 度から業績評価制度を全職員に実施し、中期計

画に掲げた人事評価制度を導入する目標を達成した。

実績 :○
・本部においては、経営管理指標、委託費等契約実績の比較、並びに改善事例の取り

まとめを行うなどにより問題点を把握することに努め、プロック事務所においては、

本部と管内病院との連絡調整等の支援業務を行い効率的な組織運営に努めている。

(業務実績68頁 参照)
・現場における工事の監理等を通じて適切なスケジュ

ール管理を図るとともに品質等

を向上させる観点から、大規模建替病院の2病院 (埼玉病院、横浜医療センタ
ー)

に営繕の専門職員4名 (各病院2名 )を 配置した。

(業務実績72頁 参照)

実績 :0
・平成 20年 4月 に監事の1名を常勤化するとともに、平成 21年 4月 には、内部統

制 ・ガバナンス強化の観点から本部に業務監査室を設置することとした。(業務実績

69頁 参照)
・業務の適切かつ効率的な執行を図るとともに会計処理の適正を目的に、会計監査人

において実施する会計監査の実施状況を踏まえつつ、書面及び実地による内部監査

を実施した (業務実績 76頁 参照)
・契約事務に関して一層の適正性を担保するため、監事と連携したいわゆる抜打監査

を実施した。(業務実績 69頁 参照)
・平成20年 3月に r独立行政法人国立病院機構におけるコンプライアンス推進規程J

に基づき、全ての病院において、コンプライアンス担当者を指名し、職員からの疑

義や相談等を受ける窓口を設置した。平成 20年 4月以降その取組を
一層促巻する

ために院内に従事する派遣労働者や取引事業者等に対しても、規程の周知を行つた。

(業務実績 135頁 参照)
・平成 20年 度の内部監査において 「コンプライアンスの推進に関する事項Jを 新た

に重点項目として監査を行つた。(業務実績 69頁 参照)
・平成 21年 3月 に各種規程に則った適正な会計事務の業務遂行の確保を図る観点か

ら、「国立病院機構における会計事務に係る標準的業務フロ
ー」を作成し、病院担当

者への周知 徹 底を図った。(業務実績81頁 参照)

実績 :〇
・病院内の組織については、各病院の地域事情や特性に考慮した体制とした。(業務実

績 70頁 参照)

事務職については、病床規模に応じた事務部門の見直し及び組織の
一元化を検討し、

平成 21年 度期首に事務部長制から事務長制に2病院 (霞ヶ浦医療センタ
ー、石川

病院)の 移行と平成20年 4月 に組織の
一元化 (松本病院と中信松本病院の事務部

の統合)を 1ケース実施した。(業務実績 70頁 参照)

I評価項 目 7 効 率的な業務連苦体制の確立】

本部 ブヽロック組織について、役害1分担を明確にし、

同一業務を分掌しない体制にするなど効率的な運営

が可能な組織としているか。

内部統制 (業務の有効性及び効率性、財務報告の信

頼性、業務活動に関わる法令等の連守等)に 係る取

組についての評価が行われているか。(政・独委評価

の視点)

各病院の組織については、効率的な体制の標準型に

基づき、病院の地域事情や特性を考慮した効率的な

体制としているか。



実績 :○
・非効率病棟の整理 ・集約等による削減を図るなど、各病院の機能 ・規模による病院

の運営方針に応じ、職員の適正配置を行 うこと等により診療報酬上の上位基準の取

得等を図るとともに、材料費、人件費、委託費等に係るコスト削減に努め、個々の

病院においても収支相償以上を目指し収支改善を推進した。(業務実績81頁 参照)
・技能職については、離職後の常勤職員の後補充は行わず、短時間の非常勤職員での

補充又はアウトソーシングでの対応により計画を大幅に上回る純減を図つた。(平成

20年 度 純 減 239名 )。(業務実績 73頁 参照)

実績 :○
・平成 20年 4月 に一般職員 (43, 000名 )へ の業績評価制度を導入したことに

より、全職員 (約50, 000名 )に ついて業績評価を実施する体制が整つたとこ

ろであり、中期計画に掲げた人事評価制度を導入する目標を達成した。 (業務実

績 74頁 参照)
・職員の業績評価制度の信頼性を高めるため、評価に関する苦情処理制度を導入 lン、

制度の定着に努めるとともに改善を進めている。(業務実績74頁 参照)

実績 :○
・独立行政法人評価委員会の意見も踏まえて、平成 20年 度からは、監事 1名を常勤

化し、内部統制 ・ガバナンス体制の強化に努めたところであり、平成21年 度にお

いても、本部組織内を見直し、内部監査を実施する組織の明確化と専任職員の配置

(本部業務監査室の新設)を 行うこととした。(業務実績69頁 参照)
・技能職の肖1減により、業務の質が低下しないようアウトソーシングの推進や非常勤

職員への切替等、サービスの低下を来さないよう努めていることろである。(業務実

績 73頁 参照)

会計監査人の監査における改善事項について内部の情報システムで情報の共有を行

うとともに、会計処理業務について、広く管理者等の理解を深め、また、担当者の

質的向上を図るため、初心者向けと習熟者向けの研修 (延べ 16会 場で開催)を 実

施し、職責に応したそれぞれの職員のスキルアップを図った。(業務実績 75頁 参照)

実績 :O
・平成 19年 度において、看護師等養成所の再編成を終了した。(業務実績77頁 参照)
・再編成により閉校した学校の建物等の有効活用するため、学校法人等による看護系

大学等の誘致を推進した。(業務実績 77頁 参照)
・看護師等養成所の再編成により、指定規則本則に対応した職員数とし看護教育の充

実を図つた。(業務実績 77頁 参照)

実績 :△

西札幌病院と札幌南病院の統合について、その経営に留意しつつ、平成 22年 3月

統合に向けた取組を着実に実施している。 僕 務実績 78頁 参照)
・善通寺病院と香川小児病院の統合について、近年の医療を取り巻く環境の変化や新

たな制度への対応を踏まえた基本構想の見直しを行い、統合に向けた取組を経営面

にも留意しつう着実に実施している。併せて、当初予定していた平成23年 度統合

を平成26年 度統合に変更した。(業務実績 78頁 参照)

・職員配置数については、各職員の職務と職責を考慮

して、適切なものとするとともに、業務量の変イヒに

対応した柔軟な配置ができる仕組みになつているか。

・職員の業績を適切に評価する人事評価制度を導入 し

ているか。

,独立行政法人評価委員会の評価を業務改善に積極的

に反映させるとともに、会計監査人による会計監査

を有効に活用しているか。

・看護師等養成所の再編成が着実に進展しているか。

再編成業務について、その経営に留意しつつ着実に

実施しているか。



中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

業務運営の見直 しや効率iLによる

収支改善

各病院の特性 を活か した良質な医

療の提供 を図る とともに、組織編成

や職員の適正配置などの業務運営の

見直 しを通 じて、診療収入等の増収

及び経費節減を図 り、各病院の収支

改善を促ttすること.

業務運営の見直 しや効率 4ヒによる

収支改善

個々の病院の特色 機 能を十分に

発揮 させるとともに 院 内の効率的

効果的な組織の構築や職 員の適エ

な配置を行 うこ とによ り 診 療報酬

上の新たな基準等の取得や効率的 ・

効果的な医療の提供 を通 して増収 を

図るとともにコス ト肖1減に努め 個

々の病院においても収支相償ない し

それ以上を目指す。 なお、収支相償

を超える病院については 実 績が評

価 され る仕組みをつ くる。

業務運営の見直しや効率イヒ

による収支改善

個々の病院の特色 ・機能を

十分に発揮させるとともに、

院内の効率的 ・効果的な組織

の構築や職員の適正な配置を

イ予う。

また、平成 20年 度改定の

影響を早急に把握し、診療報

酬上の新たな基準等の取得や

効率的 ・効果的な医療の提供

を通じて増収を図るとともに
コスト削減に努め、個々の病

院においても可能な限り収支

相償を目指す。このため、事

業規模、サービス内容 ・体制

1子来の施設整備投資等に必要

な資金の確保等に関する方策

について、現在の患者数等を

前提に 「人、物、資金」の最

適化を図る 「再生プラン」の

実施に着手する。

なお、収支相償を超える病

院については、実績が評価さ

れるよう引き続き年度末賞与

を支給する。

業務運営の見直しや効率化による収支改善

1.収 支相償を目指した収支改善の推進 【★】

各病院に係る地域事情や特性を考慮した、より効率的 ・効果的な体制とするため、各病院の機能

方針に応じ、職員の適正配置を行うこと等により診療報酬上の上位基準の取得等を図るとともに、

費等に係るコスト削減に努め、個々の病院においても収支相償を目指し収支改善を推進した。

医業収益は前年度より約 97億 円増加lンた0さ らに費用の縮減等に努めた結果、経常収支率が

全体として収支相償を達成することができた。また、総収支率においても1039%と なるとと

の通期でみても総収支で黒字となっている。

2 年 度末賞与の実樋

平成20年 度の年度末賞与については、経常収支において前年度実績より成績が良くなった病院であって収支相償を超え

た56病 院に対して支給を行つた。

3.契 約事務の透明化の推進等

(1)随意契約の見直し計画のフォーローアップ
「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本方針J(平 成 19年 8月 10日 閣議決定)に 基づき、平成 19年 12

月に随意契約の見直し計画を策定しており、平成 19年 度実績について、平成20年 7月 にホ
ームページに公表した。

当該見直し計画においては、随意契約金額割合を平成 18年 度実績の約4割 まで下げることとしており、原則
一般競争

という会計規程の趣旨を徹底することとしている。

(2)契約情報の公表

平成 18年 10月 以降、随意契約の契約情報の公表を開始し、平成 20年 1月以降は、
一般競争等によつたものについ

ても次の基準により公表しており、平成 20年 度においても引き続き公表を行った。

公表基準 1予定価格が100(賃 貸借契約は80)万 円以上の契約

ゆ 契約事務の徹底のための取り組み

平成20年 6月に契約事務の競争性、公正性、透明性の確保、不正防■Lの観点から、①原則、
一般競争入札であること

の徹底、②競争を行う旨を広くお知らせするための入札公告の詳細な方法、③予定価格の積算方法、④事業者との折衝方

法等について各病院へ周知し、以降内部監査等により、各病院での実施を徹底している。

また、契約事務に関して一層の適正性を担保するため、監事と連携したいわゆる抜打監査 (平成 20年 11月 以降7病

院)を 実施し、国民から疑念を持たれることがないような契約事務の遂行に努めた。

さらに、契約事務に関する基準について、会計検査院の指摘も踏まえ、随意契約における予定価格調書の作成基準の制

定、公告期間短縮の制限及び公募型競争見積の廃止など、国の基準に準拠した見直しを行ない、平成21年 度から適用す

ることとした。

14)会計事務に係る標準的業務フローの作成

適正な会計事務の業務遂行を確保する観点から、契約事務をはじめ、現金 ・出納の業務フロ
ーを平成 21年 3月 に作成

・周知し、各病院における業務の標準化を図った。

【★】別J冊 :個 別病院ごとの検証 参 照

,規模による病院の運営

材料費、人件費及び委託

1051%と なり、機構

もに、平成 16年 度から



中 期  目  裸 中 期  計  画 平 成 2 0年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4.個 別病院毎の経営改善計画 (再生プラン)の 実施

平成20年 3月末に本部において承認した中期的な個別病院毎の経営改善計画 :58病 院 (再生プラン)に ついて、毎月

の月次決算において、各病院の経常収支、一日平均入院患者数、患者一人当たり入院診療額について、平成 19年 度実績及

び平成20年 度.I画との比較を行うなど、その進捗状況の確認を行つたところであり、計画2カ年目となる平成 21年 度に

おいても、引き続き、個別病院における収支改善に努めている。
また、経営手腕を発揮している院長及び副院長等に再生プラン特別顧間を委嘱するとともに、本部及びプロック事務所に

専属チームを設け、年度計画に対して経常収支が著しく下回っている病院への個別訪問 (延べ25病 院)を 行うなど、収支

改善に努めた。

※ 経 常収支が平成 20年 度計画を達成した病院 31病 院

経常収支が判裁20年 度計画を下回った病院 27病 院 (うち、前年度実績を上回っている病院 13病 院)

【再生プランの具体的な取組み】

※ 本 部 。プロック事務所の体制

本部及びプロック事務所に専属チームを設置し、さらに病院長、副院長等を本部特別顧問として委嘱
・本部特別顧間 (再生プラン担当)  1 9名
・本 部 再 生 プ ラ ン 専 属 チ ー ム 2 3名
・プロック事務所再生プラン専属チーム 73名

※ 中 期的な (平成 20年 度～平成 22年 度 3年間)経 営改善計画を策定
・事 業 規 模 関係 ・・・病院規模等
・サービス内容関係 ・・・実施診療科等
・サービス体制関係 ・・ 病 棟編成、人員配置等
・設 備 投 資 関係 ・・・医療機器更新計画、建物保守等計画
・資 金  関  係 ・・ 中 期の資金計画

※ 現 在の患者数、診療収益などを前提に 「人、物、資金」の最適化

部門別 (診療科 ・病棟等)の 収益 ・生産性による分析
→課題の所在をピンポイントで明確化
・ベンチマークによる分析
→原因の把握、具体的な目標値の設定
・機能強化 ・生産性の向土
→外部環境分析などによる実現可能性の検証
・診療機能、規模、人員体制の見直し
→ダウンサイジング (人事異動も考慮)



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 t t 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

5.職 員の給与水準

医師をはじめとする医療職種の確保は、医療を提供し、医業収益を得る当法人の運営において、基本的かつ重要な事項で

あるが、その確保は民間医療機関を含めて全国的に厳しい情勢にある。

これを踏まえて、医師の給与については、平成 17年 度に年俸制を導入して勤務成績を反映させ、平成 18年 度に国の給

与構造改革に伴う基本給等の引き下げを見送るなど、民間医療機関などの状況を踏まえながら、改善を進めているものであ

るが、民間医療機関の給与とは、まだ相当な開きがあると考えている。

看護師については、民間医療機関における給与の水準を考慮して、独法移行時に中高年齢層の
一般看護師の給与カープを

フラット化し、また、平成 17年 4月 に基本給の調整額を特殊業務手当に切り替えるとともにその水準を多き下げるなどの

適正化を講じたところであり、適切な対応を行つている。ただし、看護師確保についても、医師と同様に厳t い́情勢にある。

事務 ・技術職員については、国の一般職給与法に準じているところであるが、独法移行時に中高年齢層の
一般職員の給与

カープをフラット化するなどの措置を講じたところであり、適切な対応を行っている。

研究職員については、国の一般職給与法に準じているところであり、適切な対応を行っている。

【国と異なる諸手当について】

(1)特殊業務手当

国時代から、職務の複雑 ・困難性に基づき他の官職に比して著しく特殊な勤務に支給していた俸給の調整額を、平成

17年 度に民間医療機関の状況等の調査に基づき減額するとともに、賞与 退 職手当の基礎としない特殊業務手当として

見直した。

(2)医師派遣手当

深刻な医師不足にある一部地域の旧療養所型病院等に対し機構傘下の病院が医師を派遣できるよう、平成 18年 4月 よ

り医師派遣手当を創設し、平成 20年 4月 より拡充を図った。

(3)ド クターヘリ搭乗手当及び救急呼出待機手当等

国の航空手当、民間医療機関の同様の手当を踏まえて、救急医療に従事する医師 ・看護師等の医療従事者の勤務の実態
・特殊性を勘案し、医師等の確保対策の観点から平成 19年 12月 よリドクターヘリ搭乗手当、平成20年 4月 より救急

呼出待機手当を創設した。また、平成21年 4月 より、国において救急医療及び産科医療を担う勤務医の処遇改善を支援

する補助制度を創設したことに対応して救急医療体制等確保手当を創設した。

(4)年度末賞与

各病院毎に業績評価ができるよう区分経理する単一の独立行政法人に移行した経緯、実際に国立病院機構法において施

設毎に財務書類を作成することとされていることを踏まえ、病院毎の経営努力のインセンティブとして医業収支が特に良

好な病院の職員に対し、個々の病院の実績に応じて年度末賞与を支給するlll度を独立行政法人へ移行する際に設けたもの

である。これは、中央省庁等改革基本法 (独立行政法人の職員の給与に当該独立行政法人の業務の実績が反映されるもの

であること)、独立行政法人通則法 (法人の職員の給与は職員が発揮した能率が考慮されるものでなければならないこと)、

独立行政法人整理合理化計画 (各独立行政法人は能力 ・実績主義の活用により役職員の給与等にその業績及び勤務成績等

を一層反映させること)の 趣旨に則つたものと位置づけている。



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(1)業 務運営コス トの節滅●

医薬品等の購入方法の見直 しや

業務姜κの活用等を行 うことによ

り、材料費等の経費の節減に努める

こと。

また、平成 15年 度に比 し、中

期 目標の期間の最終年度において、

一般管理費 (退職給付費用等 を除

く。)を 15%程 度節減すること,

(1)業 務運営コス トの節滋尋

医薬 品等の購入方法や業務委託

の推進 ・点検筆様々な取細を行 うこ

とによ り、中期 日標の期間の 5年 F・|

を累計 した相益計算において 経 常

収支率が 100%以 上となるよう費

用の節減等を図る。

① 材 料費

包括評価等の今後の診療報酬改

定を考慮 しつつ、後発医薬品の採

用促進 、同種同効医薬品の整理

共同購入等 の調達方法及び対象品

目等の見直 しを行い 薬 品費 と消

耗品費等の材料費率の増のIll制を

図る。

また 企 業会計原員1に基づいて

適正に棚卸 しを行 うことにより

過剰な在慮 を削減する。

)業 務運営コストの節減等

① 材料費

材料費率の抑制を図るた

め、引き続き医薬品の共同

購入を行うとともに、国立

病院機構において使用する

医薬品の集約に取り組むと

ともに、在庫管理の効率化

等を推進し費用の節減を図

る。

また、医療用消耗品等に

ついては、多様化している

昨今の供給体制等の動向に

留意しつつ、病院間の価格

情報を共有するなど効率的

な購入を目指し引き続き検

討をイ子う。

(1)業 務運営コストの節減等

① 材料費

1 共 同入札の実施

(1)医薬品の共同入札

平成20年 7月から平成22年 3月 までを調達期間とする医薬品の共同入札については、更にスタールメリットを活か

すため、入札単位の拡大 (全国4エ リア→ 3エ リア)を 図るとともに、購入医薬品リストの見直し (入札規模 7,562

品目→ 5, 978品 日)を 行い、更なる医薬品費の抑制と契約事務の効率化を図つた。

(2)医療用消耗品等の共同入札

医療用消耗品・消耗機材 (延べ 1,240品 目)の 共同入札については、九州プロック事務所に加え、新たに北海道東

北プロック事務所においても実施し、材料費の抑制を図つた。

(3)検査試薬の共同入札

検査試薬 (7, 407品 目)の 共同入札については、東海北陸プロック事務所及び九州プロック事務所に加え、新たに

残る4プ ロック事務所において実施l 、́医薬品費の抑制を図つた。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 B I 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2.適 正な在庫管理

(1)月次決算による保有在庫日数の把握と縮減

各病院毎に最低限必要な在庫日数を定め、毎月末の保有在庫日数との比較を行うことにより、在庫の縮減に努めた。

平成 19年 度

医 薬 品 棚 卸 資 産 3, 131百 万円  →

保有在庫日数    11 8日   →

診療材料 棚 卸 資 産 2, 038百 万円  →

保有在庫日数    11 9日   →

平成 20年 度

3, 215百 万円

11 9日

1, 917百 万円

11 2日

3.

(2)SPD(Supply Processing and Distribution i物品管理の外注化)の 導入

SPDの 導入については、適正な在庫管理を図ることから、職員の業務省力化、診療材料の消費量管理の徹底による診

療報酬の請求漏れ防止、使用品日の統一化による費用削1減、無在庫方式による在庫の縮減などを検討のうえ導入すること

としている。

なお、平成 20年 度末現在で、SPDを 導入している病院は、 74病 院であり、平成 20年 度中に新たに導入した病院

は、 3病 院である。

材料費率の10制

材料費については、上記の材料費抑制策等を実施することにより材料費率を抑えることができた。

材料費率

平成 19年 度

23 6%  ― →
平成20年 度
23 5%(△ 0 1%)



中 期  目  機 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 人 件費率等

人事に関するtt画に基づき 適

正な人員の配置に努めるとともに、

業務委託についてもコスト低減に

十分配慮した有効活用を図ること

等により、中期目標の期間中、人

件費率と委託費率を合計した率に

ついて、業務の量と質に応した病

院違普に適正な率を目指して抑制

を図る。

② 人 件費率等

適正な人員の配置に努め

るとともに、業務委託にお

ける病院間の契約価格や契

約内容の比較を行うなど、

委託業務についての検証を

行い、31き続きコスト低減

に十分配慮した有効活用を

図つていく。これらにより、

人件費率と委託費率を合計

した率について、業務の量

と質に応 じた病院運営に道

正な率を目指して抑制を図

る。

② 人件費率等

業務委託契約の検証

各病院における委託費の削減や効率的な業務委託契約を支援することを目的として、全病院における業務委託契約の契約

額等について調査を実施し、同規模の病院と自院の契約額等について比較検討が行えるよう、平成21年 1月にその結果の

フィードバックを行った。

2 人 件費率と委託費率を含●tした率の10制

技能職の退職後不補充や非効率病棟の整理 ・集約等を図る一方で、医療法及び診療報酬上の人員基準に沿つた体制とし、

心神喪失者等医療観察法、障害者自立支援法等国の制度の創設や改正に伴う人権 保、地域医療.31‐画を踏まえた政策医療の

推進のための対応とともに、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処遇の改善等にも留意しつつ、必要な人

材確保を行つた結果、人件費率と委託費率を合計した率については、抑えることができた。

平成 19年 度実績 57 4% →  平 成20年 度実績 57 0%(平 成20年 度計画 58 3%)

3.検 査部門におけるプランチラボの導入 (再掲)

平成 19年 度までに導入した埼玉病院、宇多野病院、長崎川棚医療センター、東京医療センター、舞鶴医療センタ
ー、大

阪南医療センター、四国がんセンター及び高松医療センター病院の8病 院において引き続き実施した。

4 綸 食業務の全面委託の実施 (再掲)

平成 19年 度までに導入した札幌南病院、花巻病院、東京医療センター、小諸高原病院、宇多野病院、菊池病院及び舞鶴

医療センターの7病院において引き続き実施した。また、平成 20年 度新たに佐賀病院で導入した。

【説明資料】

資料79:清 掃業務委託契約～運営病床数規模別 1ポ 当たりの契約単価～ 〔400頁 〕



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

建築コス ト

建築単価の見直 し等を進 めると

ともに コ ス ト肖1減に直接結びつ

く―括契約の導入等を図 り 投 資

の効率化を図る。

③ 建築コスト

平成 16年 度に定めた「国

立病院機構における建物整

備の指針Jに 基づき、引き

続きコス ト肖1減に努め、価

格の標準化を図る。

③ 建築コスト

1 全 面建替整備、病棟建替整備

平成20年 度は、全面建替整備の2病院 1, 200床 [*1]、 病棟建替整備の5病院 1, 186床 に [*2]つ いて建

替整備を決定した。
*1 岩 国医療センター、統合新病院 (善通寺・香川小児病院)

*2 長 良医療センター、刀根山病院、福山医療センター、東徳島病院、大牟田病院

平成20年 度に着工した9病院(準備工事含む。本体工事着工は7件 )[*3]に ついては、平成 19年 度までに実施した
一括発注による工事期間の短縮や設計仕様の標準化の取組みを引き続き実施した結果、鋼材等の主要建築資材価格が平均約

7%値 上がりするなか、契約価格は平成 19年 度と同水準(国時代の建築コストの約 5341減)に抑制することができた。

*3 道 北病院、花巻病院、西埼玉中央病院、横浜医療センター、七尾病院、鈴鹿病院、松江医療センタ
ー、

佐賀病院、長崎り1棚医療センター

2.建 築コスト肖」減

平成 17年 度以降の契約実績に基づいて作成している工事費標準単価の品目数及び価格の見直しを図り、当初の整備計画、

基本 ・実施設計の積算に活用し、価格の適正化に努めた。
・工事費標準単価の品目数の拡大

平成 19年 度953品 目→平成20年 度973品 目(自動水栓額を追加)

(1)当初整備計画の充実

平成 19年 度までに実施した契約状況を分析し、審査基準、工事費標準単価及び標準工事価格の見直しを図るとともに、

それらを病院やプロック事務所に情報提供することにより、内容面、価格面において精度の高い当初整備計画を行つた。

(2)基本設計、実施設計の審査

平成 19年 度に引き続き工事費標準単価等の活用やチェックシー トによる取組みととともに、審査の業務手順及び

チェック手法の見直しを行い、契約済み類似案件との価格比較を行うことにより、過剰な仕様を抑制する仕組みを構築し

建築コストの削減に努めた。

(3)入札情報の情報提供の拡大

入札参加者を増やすことを目的として、業界紙への情報提供について、従来は1億円以上の工事を対象としてきたとこ

ろ、平成20年 度より250万 円以上のすべての工事に拡大し、競争性を高め、建築コスト削減に努めた。



中 期  日  機 中 期 計 画 平 成 2 o 年 度 E I 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

④ 医療機器購入費

大型医療機器の導入費用
の削減を図るため、共同購

入による調達を行うととも

に、医療機器購入価格の標

準化を図る。

④ 医療機器購入費

1.大 型医療機器の共同入札実施

平成 17年 度から実施している共同入札について、平成 20年 度入札分においては、平成 19年 度中から手続きに着手し、

より早期導入を図つた。併せて、平成 19年 度の対象品日である大型医療機器 (CT・ MRI・ 血管連続撮影装置 ・ガンマ

カメラ)に 、リニアック・X線 透視撮影装置を加えた6品 目を対象機器とし、スケールメリットを活かし、保守費用を含め

た総コストで市場価格を大幅に下回る価格での購入となるなど、効率的な設備整備を行つた。

(参考 :共同入札対象品目)

平成 17年 度 2品 目 (CT、 MRI)

平成 18年 度 2品 目 (CT、 MRl)

平成 19年 度 4品 目 (CT、 MRI、 血管連続撮影装置、ガンマカメラ)

平成20年 度 6品 目 (CT、 MRI、 血管連続撮影装置、ガンマカメラ、リニアック、X線 透視撮影装置)

2.医 療機器の価格情報等の共有

各病院において、医療機器をより有利な価格 (平準化 ・低廉化)で 購入するための比較軸とするため、平成 18年 度から

各病院で購入した特に購入件数の多い医療機器 (40種 類)の 本体価格の情報を本部で集計 ・分類し、毎月各病院にフィ
ー

ドバックしており、平成20年 度も引き続き、対象機器を65種 類に拡大して、毎月各病院に価格情報の提供を行つた。

また、ランニングコストについても、平成 19年 度からCT及 び血管連続撮影装置の保守費用 (管球情報)を 情報提供し

ているところであるが、平成20年 度においては、MRI・ 血管連続撮影装置及びリニアックの高額部品の価格を各病院ヘ

情報提供を行った。さらに、平成 19年 度から本部において複数メーカーの放射線機器の基本的な仕様 (性能)を 取りまと

め、各病院へ情報提供し、病院における仕様書作成事務の軽減を図った。(平成 19年 度4機器、平成 20年 度 1機器追加)



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 針 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

院内売店、食堂、喫茶 、駐車場

等の運営、委託形態

院内売店 食 堂 喫 茶 駐 車場

年について 契 約方法及び契約額

等を見直す ことにより 費 用の節

減を図る。

一般管理■の節減

平成 15年 度に比 じ 中 期 日標

の期間の最終年度において 一 般

管理費 “ 戦給付費用等を除く。)

について 15%以 上節減を図る。

⑤ 院内売店、食堂、喫茶、

駐車場等の運営、委託形態

ホームベージを活用した

公募など契約プロセスの透

明性の徹底を図るとともに、
一般競争や公募型企画競争

など引き続き競争による契

約手続きの徹底を行う。

また、平成 20年 度にお

いても引き続き、費用分析

データを活用し、透明性、

競争性に併せ費用と収益の

面においても適切な契約に

努める。

一般管理費の節減

平成 20年 度においても

引き続き、-11管 理費 (退

職給付費用等を除く。)の 経

費節減に努めることとし、

平成 15年 度 と比して、

15%以 上節減できる体制

を維持する。

⑥

⑤ 院内売店、食堂、喫茶、駐車場等の運営、委託形態

院内売店 。食堂等の建物等貸付契約及び駐車場管理業務委託については、平成 20年 度においても引き続き競争による

契約手続きの徹底を図つた。

本部から各病院に対して他病院の契約実績及び取組状況を情報提供し、各病院においてはその情報を参考にして、利用

者等の状況と質の高いサービスの徹底を略まえた貸付料収入の分析などを行った結果、売上手数料の徴収を開始するなど

貸付料に改善がみられ、建物等貸付契約は貸付料総額が平成 19年 度に比べて約3 6%の 増となった。

⑥ 一般管理費の節減

一般管理費 (退職給付費用等を除く。)に ついては、平成 16年 度において、平成 15年 度に比し1, 792百 万円

(▲32 8%)減 少し、中期計画を達成したところである。平成 20年 度においては、独立行政法人国立病院機構総合

情報ネットワークシステム (HOSPnet)の 更改に伴う経費が発生したことなどにより、平成 19年 度支出を上回る

こととなったが、平成 15年 度に比し、 2, 060百 万円 (▲37 7%)減 少させ、中期言1画に掲げる目標値を大幅に

上回つた。
:百 万円

平成 15年 度 平成 16年 度 平成 17年 度 Ⅵ成18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度
一般管理費 5 470 3, 678 3. 622 3 340 3 872 3 410

対 15年 度 ▲ 1, 792 ▲ 1.848 ▲ 2, 130 ▲ 2, 098 ▲ 2, 060

節減率 ▲ 3 2 8% ▲ 33 8% ▲ 3 8 9 % ▲ 3 8 3% ▲ 37 7%

対前年度 ▲ 1, 792 ▲ 56 ▲ 282 +33 + 3 8

節減率 ▲ 3 2 8% ▲1  5 % ▲7 8% +1 0% +1 1%

⑦ 広告事業への取組

平成 18年 度から国立病院機構内の資産等を広告媒体として有効活用することによる費用の節減や新たな収益を創出す

ることを目的とし、本部においては、全職員の給与文給明細書に企業等の広告を掲載することにより、給与袋の購入費の

削減及び収入の増加を図るとともに、各病院においても、薬袋、エレベーター内掲示板等を広告媒体とすることにより、

費用の肖1減及び収入の増加を図つた。

さらに、平成 20年 度は2病院において、機関誌発行費用を企業等の広告を掲載することにより、発行費用の削減を図

った。

○ 削 減した費用

給与支給明細書等の購入費用等の肖1減

○ 増 加した収入

給与支給明細書等の広告掲arl収入

【説明資料】

資料80:給 与支給明細書 〔401頁 〕

金額合計 ▲ 1, 110万 円

(うち給与支給明細書 ▲ 1, 000万 円 所 要枚数 87万 枚)

金額合計 124万 円



中 期  目  糠 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

③ 省エネルギー事業への取組

平成 19年 度から各病院のエネルギー使用量を肖1減することを目的として外部委託により35病 院 (平成 19年 度 10

病院、平成 20年 度 25病 院)に 対しエネルギー診断を実施した。さらに、省エネルギ
ーに係る整備を対象とした助成金

制度 (平成 19年 度創設)を活用し、巧成20年 度においては、11病 院が省エネルギーを目的とした整備をした。結果、

所要整備費 3 7億 円に対し、年間 1 4億 円のコスト削減を見込んでいる。(投資回収2 7年 )



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 針 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(2)業 務運営の効率化に関する事項

「行政改革の■要方針J(平 成 17

年 12月“ 日闘議決定)を 略 まえ、平

成 18年度以降の5年間において国家公

務員に準 した人件費削減に向 けた取

組 を行 うこととするが、医療法及び

診療報酬上の人員基準に沿 つた対応

を行 うことはもとより 国 の制度の

創設や改」Iに 伴 う人材確保 も含め政

策医療の推進のための対応 とともに

医療サー ビスの質の向上 医 療安全

の確保及び患者の処遇の改善等にも

留意 しつつ 適 切な取線を進 めるこ

と。なお 現 中期 日標期間の最終年

度までの間においても必要な取組を

行 うこと。

併せて 給 与構造改革を踏まえた

給与体系の見直 しを進めること。

(2)業 務運営の効率化に関する事項

「行政改革の重要方針](平 成 17

年 12月24日闘議決定)を 躇まえ 今

後 5年 間で 5%以 上の人件費肖J減の

取組を行 うが、医療法及び診療報酬

上の人員基準に沿った対応 を行 うこ

とはもとより 心 神喪失者等医療観

察法、障害者 自立支援法等国の制度

の創設や改正に伴 う人材確保も含め

政策医療の推進のための対応 ととも

に、医療サー ビスの質の ヽ上、医療

安全の確保及び患者の処遇の改善等

にも留意 しつつ、適切な取組を行 う。

なお 中 期 日標の最終年度までにお

いても必要な取組を行 う。

併せて、国家公務員の給与構造改

革 を踏 まえて、役議員の給与につい

て必要な見直 しをLEめ る。

(2)業 務運営の効率化に関す

る事項
「行政改革の重要方針](平

成17年12月24日閣議決定)を

踏まえ、人件費肖1減の取組を

行うが、医療法及び診療報酬

上の人員基準に沿つた対応を

行うことはもとより、心神喪

失者等医療観察法、障害者自

立支援法等国の制度の創設や

改正に伴 う人材確保も含め政

策医療の推進のための対応と

ともに、医療サービスの質の

向上、医療安全の確保及び患

者の処遇の改善等にも留意し

つつ、適切な取組を行う。

併せて、国家公務員の給与

構造改革を踏まえて、平成

19年 度までに改正した役職

員の給与制度の適切な施行を

行つていく。

(2)業 務運営の効率化に関する事項

人件責削減の取組み

技能職の退職後不補充並びに非常勤職員への切普及びアウトツ
ーシング化、非効率となつている病棟の整理 ・集約により

収益に見合つた職員配置とした。(人件費の肖1減額約▲ 7,582百 万円)
一方で、心神喪失者等医療観察法に基づく専門病棟の運営及び障害者自立支援法に基づく筋ジス病棟等における療養介護

事業等国の制度の創設や改正に伴う必要な職員配置を引き続き行った。

また、医療機関であることから医療サービスの低下を招かないように休職者等 (看護師)の 代替要員の確保及び地域医療

計画を踏まえた診療報酬施設基準の維持 ・取得について実質配置による必要な職損配置を行った。(政策的人件費の増加額

約8,818百 万円)

その結果、常勤職員の人件費は前年度と比較して約 12億 の増となっている。

平成19年 度 平成 20年 度

人件費 312, 968百 万円  →   314,204百 万円 (1,236百 万円)

なお、人件費率と委託費率を合計した率については、抑えることができた。

平成 19年 度実績 57 4% →  羽 成20年 度決算 57 0%(平 成20年 度計画 58 3%)

2 QC活 動に対する取組
「できることから始めよう!Jを スローガンに職員の自発的な取組を奨励、評価し、表彰するというQC活 動奨励表彰制

度も平成 20年 度までに第2期が終了、提出された取組の件数齢 数2041牛 にのぼる。毎年行われる国立病院総合医学会

で年間最優秀賞を決めるイベントも着実に実施し、年間を通して活動を奨励していく仕組みが定着した。

機構全体だけでなく、各個別病院をみても院内サークル活動発表会がさかんに行われるようになり、職員
一人一人が業務

改善に積極的に貢献するという意識付けを広げることができた。

また、平成21年 3月に第2期 までの活動を集約したQC活 動事例集を発刊、各病院に配付し後年に残す事で、各取組を
一時的なものとせず、継続し、さらなる活動意欲を促すよう取り組んだ。

※ QC活 動 :病院職員が自院内の課題に応じて小グループを構成 t 、́業務の質の向上を目指して取り組む自主的活動。

※ 第 1期 (平成18年 9月～平成19年 8月 )及 び第2期 (平成 19年 12月 ～平成20年 8月)ま での提案件数 (2

04件 )内 訳 :医療サービス :(32件 )、経営改善 (61件 )、医療安全 (61件 )

3 法 人業務に対する国民のニーズを把握して、業務改善を図る取組を促すアプローチ

独法移行後、患者の目線に立ち、国立病院機構全体のサ
ービス向上を図ることを目的に毎年実施している患者満足度調査

において、個々の病院に対する評価、ニーズを把握しており、そこから発見できた課題については、個々の病院において病

院全体又は各職場判立で改善活動を行い業務改善を図っている。さらにそれらの活動の一部は平成 18年 度に創設した国立

病院機構QC活 動奨励表彰等により、全病院に広く紹介するなど、水平展開を図るべく取り組んでいる。

また、各病院では、地域住民のための講演会や健康祭り等のイベントを実施し、地域住民の医療ニ
ーズの把握に努めてい

る。

【説明資料】

資料81:で きることから始めよぅ!口立病院機構QC活 動奨励表彰 〔402頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

4.国 民による意見の活用

全国一斉に患者満足度調査を実施し、定形的なアンケート項目の評価や自由記載により、利用者からの指摘、意見をいた

だくとともに、その結果を各病院にフィー ドバックをすることで、Qc活 動など業務改善活動のきっかけとし、患者満足度

を向上させるべく努力している。また、全ての病院で患者 ・家族からの意見箱を設置しており、常時、意見募集しタイム

リーな改善活動につなげている。

機構全体としては、事業計画、事業報告書、財務諸表等を公表するとともに、国立病院機構の業務 ・マネジメントに関し

国民の意見募集を行い、業務運営に適切に反映させるため、本部ホームページ上に意見募集の窓口を平成20年 10月 から

常時開ittし、寄せられた意見を毎日閲覧・対応している。

※平成 20年 10月 ～平成21年 3月までに寄せられた件数 143件 (ただし、いずれも個別病院、職員に対する問い合

わせや苦情である)
また、診療内容のわかる明細書の発行について、2か所のパイロット施設において、その実施にかかる問題点を探るため、

職員へのアンケートだけでなく、患者へのアンケー トも実施し、全病院実施に向けた検討に反映させている。

5.福 利厚生費の見直し関係

国立病院機構は国費以外の財源 (診療収入等の自己財源)により、レクリエーシヨン経費を支出していたところであるが、

独立行政法人の事務 ・事業の公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、国におけるレクリエ
ーシヨン経費

の取扱いを踏まえ、レクリエーション経費については、病院からの支出を行わないよう平成 20年 8月に文書により周知徹

底を図った。

なお、平成 20年 度の支出については、既に実施済みで未払いのもの以外の経費については支出しないものとし、既に契

約したものでも、病院経費による支出ではなく、全額自己負担とした。



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

一般管理費につ0 で、平成 15年 度に比し、37 7%の 節減を行い中期計画に掲

げる目標値を大幅に上回り、目標を達成した。

平成 15年 度との比較で3

つた (3, 410百 万円)。

7 7%縮 減し、中期計画に掲げる目標値を大幅に上回

(業務実績89参 照)

実績 :○
・各病院の機能 ・規模による病院の運営方針に応じ、職員の適正配置を行うこと等に

より診療報酬上の上位基準の取得等を図るとともに、材料費、人件費、委託費等に

係るコスト削減に努め、個々の病院においても収支相償以上を目指し収支改善を推

進した。(業務実績81頁 参照)
・業務の効率化による各種指導件数の増加等による増収や技能職の退職後不補充等の

人件費削減等によるコスト肖1減など I人、物、資金」の最適化を図つた再生プラン

(3カ 年計画)の 1年 目を遂行した。また、進歩状況を確認し、年度計画に対し経

常収支が著しく悪化している病院に対しては個別訪間を行うなど収支改善に努めた。

(業務実績 82頁 参照)

実績 :0
・経常収支において前年度実績より良くなった病院であって、収支相償を超えた56

病院に対して年度末賞与を支給した。(業務実績 81頁 参照)

実績 :○
・各病院における経営努力のインセンティブとして、経常収支が前年度実績より良く

なった病院であって、収支相償を超えた56病 院に対して年度末賞与を支給した。(業

務実績 81頁 参照)
・特に早急な経営改善着手が必要な58病 院が部門毎の生産性に着目するなどして、

改善項目を検討し、行動目標を明確化した中期的な個別病院毎の経営改善プラン (再

生プラン)を 策定し、平成 20年 3月末に本部が承認したところであり、平成20

年度においては、3か年計画の 1か年目を遂行した。(業務実績82頁 参照)
・各該当病院が再生プランに沿つた経営改善に努めるとともに、本部 ・プロック事務

所では、月次決算でその進捗状況を確認し、また、年度計画に対し経常収支が著し

く下回つている病院に対して、再生プラン特別顧間を活用しての個別訪間を行うな

ど、収支改善に努め、58病 院中31病 院が年度計画の経常収支を上回つた。(業務

実績 82頁 参照)
・毎年実施している患者満足度調査において、個々の病院に対する評価、ニ

ーズを

握しており、そこから発見できた課題については、個々の病院において、病院全体

又は各職場単位で改善活動を行い、業務改善を図つている。(業務実績 91頁 参照)
・それら活動の一部は、平成 18年 度に創設した 「国立病院機構QC活 動奨励表彰J

制度で、職員による自主的な業務改善活動として表彰し、業務改善意欲の向上を図

るとともに、平成 20年 度には機関誌 「NHOだ よりJや 提出された全204件 の

取組を集約した事例集を発刊し、取組内容の水平展開を図った。(業務実績 91頁 参

照)

【評価項目8 業 務連者の見直しや効率化による収支改善

(1)業 務運営コストの節減等

(2)業 務連普の効率化に関する事項1

[数値目標]
・平成 15年 度比 15%以 上節減
一般管理費の節減 4,650百 万円

(平成 15年 度  5, 470百 万円)

[評価の視点]
・各病院の特色 ・機能を十分発揮させるとともに、効

率的な組織編成や職員の適正配置を行うことにより、

診療収入等の増収及び経費節減に努め、個々の病院

において収支相償ないしそれ以上を目指して取り組

んでいる力、

収支相償を超える病院について、実績が評価される

仕組みを導入しているか。

法人の業務改善のための具体的なイ‐シアティブを

把握 ・分析し、評価しているか。(政・独委評価の視

点)【第2の 2 業 務運営の見直しや効率化による収

支改善該当部分】



契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容

や運用の適切性等、必要な評価が行われている力、(政
・独委評価の視点)

契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、

整備 ・執行等の適切性等、必要な評価が行われてい

るか。(政。独委評価の視点)

個々の契約について、競争性 ・透明性の確保の観点

から、必要な検証 評 価が行われているか。(政・独

委評価の視点)

国家公務員と比べて給与水準の高い法人について、

以下のような観点から厳格なチェックが行われてい

るか。

● 給 与水準の高い理由及び講ずる措置 (法人の設

定する目標水準を含む)についての法人の説明が、

国民に対して納得の得られるものとなっているか。

● 法 人の給与水準自体が社会的な理解の得られる

水準となっているか。

(政・独委評価の視点)

実績 :〇

契約事務に関する基準について、随意契約における予定価格調書の作成基準の制定、

公告期間短縮の制限及び公募型競争見積の廃止など、国の基準に準拠した見直しを

行い (平成 21年 3月 )、平成21年 度から適用することとした。
また、平成 21年 3月 に契約事務の業務フローを作成 ・周知し、各病院における業

務の標準化を図つた。(業務実績 81頁 参照)

実績 :○
・内部牽制強化の観点から一定額以上の契約については、直接契約に関与しない職員
で構成される契約審査委員会に諮るとともに、内部監査において実行状況を監査し

ている。さらに、平成20年 度より契約事務に関して一層の適正性を担保するため、

監事と連携したいわゆる抜打監査を実施し、国民から疑念を持たれることがないよ

うな契約事務の遂行に努めた。(業務実績81頁 参照)

実績 :○
・平成20年 6月に契約事務の競争性、公正性、透明性の確保、不正防止の観点から、

①原則、一般競争入本Lであることの徹底、②競争を行う旨を広くお知らせするため
の入れ公告の詳細な方法、O予 定価格の積算方法、14‐事業者との折鶴方法等につい

て各病院へ周知 '徹底を図り、 20年 度における内部監査 (56病 院)に おいて徹
底した。(業務実績81頁 参照)

実績 :○
・医師をはじめとする医療職種の確保の当法人の運営における重要性並びに厳しい情

勢を踏まえて、国の給与制度を基本としつつ、平成 17年 からの年俸制導入、独立

行政法人移行当初からの年度末賞与制度など、病院 ・職員の業績を反映させる給与

制度を採用している。(業務実績 83頁 参照)
・さらに、平成 21年 度からの救急医療体制等確保手当など、繁1亡な業務や人材確保

が困難な業務に対する給与面の評価を重視したI・Eの改善を進めるとともに、民F・7

医療機関の給与水準 ・勤務条件等をを踏まえて給与カープのフラット化や、基本給
の調整額制度の見直しを行うなど、社会一般情勢に適応した給与水準となるよう努

めている。(業務実績83頁 参照)
・平成 20年 度ラスパイレス指数においては、医師 (対国家公務員医療職 (―))の み

が国水準より高い (116 7 (た だし、地域差補正後 109 8))力 、ゞこれ

は L記のような医師確保の困難性 (特に地方における医師不足)等 を考慮したこと

によるものであるが、それでもなお、給与水準は、公立病院を下回り、民間病院と

は相当な開きがある状況を踏まえると、社会的な理解が得られる給与水準であると

考えている。(業務実績83頁 参照)



実績 :○
・医薬品の調達については、平成20年 6月 に共同入札を実施し、平成20年 7月か

ら平成 22年 3月 までの長期契約を締結しているところであるが、その後の市場の

状況を踏まえ、平成20年 10月 以降の契約価格について価格交渉の上、変更契約

を実施した。また、検査試薬の調達については、平成 20年 10月 から新たに全ブ

ロック事務所において共同入本Lを実施し、更なる医薬品費の抑制を図つた。(業務実

績84頁 参照)
・医療機器整備については、投資効果が見込める医療機器整備を重点的に行うことと

し、大型医療機器の共同入札対象を拡大するなど効率的な設備投資を行うことで一

層の費用の削減を図るとともに、内部資金の活用を進めることで 長 期借入金の縮

減を図つた。(業務実績88頁 参照)
・委託費の削減を図る観点から、平成 20年 度においても引き続き、全病院における

外部委託の契約額等の調査を実施し、同規模の病院と自院の契約額等について比較

検討が行えるよう、その結果のフィー ドバックを行つた。(業務実績 86頁 参照)

実績 :○
・平成 19年 度の医薬品購入実績情報ベースに6, 358を 掲載品目として整理し標

準的医薬品一覧を作成し、本一覧を各病院へ周知し、病院における標準化を進めた。

(業務実績 14頁 参照)
・材料費については、共同入札をはじめとする材料費抑市1策等を実施することにより

材料費率を抑えることができた (平成 19年 度 23 6% →  平 成 20年 度

23 5%)。 (業務実績85頁 参照)
・各病院毎に最低限必要な在庫日数を定め、毎月末の保有在庫日数との比較を行うこ

とにより、在庫の縮減に努めた。(業務実績 85頁 参照)

実績 :○
・技能職の退職不補充、非効率病棟の整理 ・集約を図る

一方で、医療法及び診療報酬

の人員基準に沿つた体制と ′ヽ、心神喪失者等医療観察法や障害者自立支援法等国の

制度に基づく人材確保、地域医療計画を踏まえた政策医療の推進のための対応とと

もに、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処遇の改善等にも留意

しつつ、必要な人材確保を図った。(業務実績91頁 参照)
・委託費の削減を図る観点から、全病院における外部委託の契約額等の調査を実施し、

同規模の病院と自院の契約額等について比較検討が行えるよう、その結果のフィ
ー

ドバックを行つた。(業務実績86頁 参照)
。平成 20年 度の人件費と委託費を合計した率は 57 0%と なり、平成 19年 度実

績は57 4%に 比して0 4%の 抑制を図つた。(業務実績86頁 参照)

実績 :○
・建築コストについては、主要建築資材が平均 7%上 昇のなか、建築コストは 19年

度と同水準 (国時代の約 5割)に 抑制することができた。

(業務実績87頁 参照)

実績 :〇
・院内売店、食堂、喫茶の建物等貸付契約及び駐車場管理業務委託については、引き

続き競争による契約手続きを行うことにより、対 19年 度比、約3 6%の 収入増

となった。(業務実績89頁 参照)

・中期計画に掲げる経常収支率に係る目標の達成に向

けて、医薬品等の購入方法や業務委託の推進 ,点検

等の取組を行 うことにより、費用の節減等を図つて

いるか。

・後発医薬品の採用促進、同種同効医薬品の整理、共

同購入等の調達方法及び対象品目等の見直しを行い、

薬品費と消耗品費等の材料費率の増の抑制を進めて

いるか。

また、棚卸しを行い適正な在庫管理に取り組んでい

るか。

・適正な人員の配置等に取り組み、人件費率と委託費

率を合計した率について、業務の量と質に応じた病

院運営に適正な率を目指して抑制を図つているか。

・病院建築単価の見直し等を進めるとともに、コスト

肖」減に結びつく一括契約の導入等を図るなど、投資
の効率化を図つているか。

・院内売店、食堂、喫茶、駐車場等について、適切に

契約方法等の見直しが行われているか。



について、中期計画に掲げる目標値の達

成に向けて取組み、着実に進展しているか。

人件費について、「行政改革の重要方針J(平 成 17

年 12月 24日 閣議決定)を 踏まえ、平成 18年 度

以降の5年間において5%以 上の肖1減を行うための

取組を進めたか。

国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与
について必要な見直しを進めた力、

法人の福利厚生費について、法人の事務 ・事業の公

共性、業務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点
から、必要な見直しが行われているか。(政・独委評

価の視点)

実績 :O
。一般管理費について、平成 15年 度に比し、

げる目標値を大幅に上回つた。(業務実績8

37 7%の 節減を行い中期計画に掲

9頁参照)

実績 :○
・技能職の退職後不補充並びに非常勤職員への切替及びアウトツーシング化、非効率

病棟となっている病棟の整理 ・集約により収益に見合った職員配置とした。(人件費
の肖1減額約▲7, 582百 万円)
一方、国の制度の創設や改正に基づく人材配置、医療機関であることから医療サー

ビスの低下を招かないように休職着等 (看護師)の 代替要員の確保及び地域医療計

画を踏まえた診療報酬施設基準の維持 ・取得について実質配置による必要な職員配

置を行った (政策的人件費の増加額約8, 818百 万円)。

その結果、常勤職員の人件費は前年度と比較して約 12億 円の増となつている。(薬

務実績 91頁 参照)
・平成 20年 度における国立病院機構の総人件費改革の対象となる人件費は、3, 1

21億 円 (注)で あり、総人件費改革の基準値である平成 17年 度の人件費3, 0

45億 円と比較すると76億 円の増となっているが、

(1)総 人件費削減に向けた取組として

① 技 能職の退職不補充

② 非 効率病棟の整理 ・集約、事務職の削減

③ 独 法移行時の給与カープの変更・調整額の廃止

等により164億 円の肖1減 (対基準値△5 41%)を 行い、

(2)一 方、国立病院機構としての役割を果たすための人件費増として、

① 他 の設置主体では代替困難な医療の体制整備 (心神喪失者等医療観察法や障害

者自立支援法等)

② 地 域医療計画を踏まえた救命救急、周産期等の救急医療をはじめとした政策医

療の推進のための対応、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処

遇改善等のための体制整備

③ 医 師不足解消に向けた取組 ・救急医等の処遇改善及び地域医療との連携強化の

ための体制整備

等により240億 円増加したことによるものである。
・引き続き、技能職の退職後不補充、非常勤職員への切替及びアウトツーシング化、

非効率病棟となっている病棟の整理 集 約等により人件費削減を図っていくが、国

立病院機構としての役割を果たしていくためには一定の人件費増は避けられないも
のとなっている。

(注)総 人件費改革の対象人件費から除かれる給与改定分 (平成 19年 度給与改定

に伴う21億 円の増)を 除いたもの (業務実績 136頁 参照)

実績 :○
・役員報酬については、国家公務員の給与構造改革に準じて役員報酬規程の改正を行
い、平成 18年 4月 1日に施行した。また、職員給与についても国家公務員の給与

構造改革に準じて職員給与規程を改正し、平成 18年 7月 1日に施行した。

実績 |〇
・国立病院機構は国費以外の財源 (診疲収入等の自己財源)に より、レクリエーショ

ン経費を支出していたところであるが、独立行政法人の事務 ・事業の公共性、業務

運営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、レクリエーション経費については、

病院からの支出を行わないよう平成 20年 8月に文書により周知徹底を図った。(業



中 期  目  裸 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)医 療資源の有効活用

国立病院機 構が有す る様 々な人

的 ・物的資源 を有効に活用す るた

め、医療機器 や病床の稼働率の向

上を図つ 経 営改善を行 うこと。

(3)医 療資源の有効活用

国立病院機構が有す る人的 物

的資源及びそのネ ッ トワー クを有

効に活用 して 経 営改善 を図るた

め 以 下の取組を実施する。

① 医 療機器の効率的な利用の推進

既に整備 済の医療機器等 につい

ては、その効率的な使用に努め

稼働率の向上を図る。 なお、稼働

率の向上が見込まれ ない医療機器

については 他 の医療機 関 との共

同利用 を推進する。

(3)医 療資源の有効活用

国立病院機構が有する人

的 ・物的資源及びそのネッ

トワークを有効に活用して、

経営改善を図るため、以下

の取組を実施する。

① 医 療機器の効率的な利用

の推進

稼働率の低い医療機器等

については 引 き続き地域

の医療機関との連携を強化

し、その効率的な使用に努

めて稼働率の向上を図る。

(3)医 療資源の有効活用

① 医療機器の効率的な利用の推進

1.稼 働数のFoD上

平成 19年 度に引き続き、各病院において、CT,MRI及 びガンマカメラの稼働数目標の設定や稼働数向上に向けた要

因分析、人材を有効に活用した勤務体制の見直しを図ったこと、また、平成 18年 度より各病院のCT、 MRI、 リニアッ

ク及び血管連続撮影装置の稼働実績について本部で集計・分析し、当該機器に携わる医師、技師等の配置状況や、稼働件数

の高い病院の稼働件数向上のための取組等の情報を各病院にフィ
ー ドバックすることにより、平成 15年 度実績に対し

266, 667件 (23 4° /0)稼働総数が増加した。

2 他 の医療機関との共同利用の推進

各病院のみの利用では十分な稼働が見込めない医療機器については、地域の医療機関や医師会等への医療機器の整備状況

の説明、パンフレット、病院ホームページ及び病院主催の研修会などの場を活用した広報活動を積極的に実施し、他の医療

機関との共同利用を促進した。新入院患者の増加、医療機器の更新による機能向上等により、平成 15年 度実績に対し

大幅30, 722件 (108 6%)と 利用数が増加し、地域における有効利用が大幅に進ん

稼働総数 共同ラJ用数

医療機器名 平成15` 平成20年′ 対15` 増減(%) 平成15年度 平成20年度 対15年′ 増減“)

C T 759, 141 944,904 185,763 24 5% 13.501 28,506 15,005 111

M R I 280,581 381,572 100,991 36 0% 11 424 27 592 16, 141 5%

ガンマカメラ

(SPECT ン″ク
・
ラフィ) 102,475 82,388 ∠ゝ 20,087 △19 6% 3 357 2,906 △451 △134%

言十 1 142,197 1,408、864 266.667 23 4% 28 282 59,004 30 722 108 6%

※平成20年 度の時間外の稼働数 ( )は 稼働総数に占める

CT:100,701(107%)、 MR I 117,271(45%)、 ガンマカメラ (SPECT、シンチク
・
ラフィ):583(07%)

※ガンマカメラの稼働件数は、院内では高機能MRI等 への移行、地域では院外のPETへ の紹介等を進めているため減少。

1台あたり稼働数 1台あたり共同利用数

医療機器名 平成15年度 平成20年度 対15年度差 増減(%) 平成15年度 平成20年度 対15年度差 増減 (%)

C T 4,054 5 308 1 254 30 9% 71 125 6%

MRI 2.180 2,785 596 27 2% 123 8%

ガンマカメラ

(SPECT、 シンチク
｀
ラフィ
ー 808 △ 168 △172% △ 3 △10 %

計 7 8.901 1.682 23 3% 102 1%



中 期  目  格 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 病 床の効率的な利用の推進

病診連携 ・病病連携の推進等に

よ り、平均在院 日数の短縮 を図る

とともに新規息者数 を増加 させる

等により 収 支の改善に努める.

② 病 床の効率的な利用の推

進

平成 20年 度においても

引き続き、病診連携 ・病病

連携の推進等により平均在

院日数の短縮を図るととも

に、新規患者数を増加させ

る等により、収支の改善に

努める。

また、効率的な配置を行

うために病棟の稼働状況に

応じた病棟構成の見直しを

検討し、整理 ・集約の実施

に努める。

② 病床の効率的な利用の推進

.病 棟の稼働状況に応じた整理 集 約

病診 ・病病連携による紹介率 ・逆紹介率の向上等により地域における連携体制を強イとする
一方で、平均在院日数の短縮化

等により病床稼働が非効率となつている病棟や、稼働率は悪くはないが医療内容の高度化等により退院を促進することで不

要となる病床等を整理 ・集約し病床稼働の効率化を図った。これにより、患者数を上回る過大な提供体制に起因する大幅な

赤字拡大を防止するとともに、医療内容の充実と医療人材の効率的な配置を図つた。

(平成 20年 度)

(内訳)   集 約数
一般病床  14病 院   715床

結核病床   7病 院   246床

精神病床   3病 院   131床

(平成 19年 度)

(内訳)   集 約数
一般病床  13病 院 673床

結核病床   5病 院   222床

精神病床   3病 院   189床

合計   21病 院 1, 084床 (23個 病棟)

(1)

合計   24病 院 1,092床 (27個 病棟)

一般病床
一般病床については、医療密度の向上により生する平均在院日数の減という積極的な理由や、大学からの医師の引き揚

げという消極的な理由により、在院患者が減少し病床稼働率が著しく低下する状況が長期化する病院において、病棟の整

理 ・集約を図った。当該人員については、病院内の他病棟での活用による上位基準取得や、他病院への異動、新規採用の

抑制等により、在院患者数に見合つた適正な提供体制の確立を進めている。

平成20年 度においては、17個 病棟 (715床 )を 休棟などにより集約したはか、結核病床とのユニット化も実施し

た。

(2)結核病床 (再掲)

結核病床については、結核の入院患者数及び病床利用率は低下傾向にあることから、効率的な病棟運営のため、複数の

結核病棟を保有している病院においては、病棟の休棟または廃止、また、単一の結核病棟を保有している病院においては、

結核病床を一部肖1減の上、一般病床とのユニット化を行うなどの取組を進めている。

平成20年 度においては、7個病棟 (246床 )を 休棟などにより集約したほか、
一般病床とのユニット化も5例実施

した。

平成 19年 度     平 成20年 度

延入院患者数 (結核) 027, 994名  →  564, 667名

病床利用率 (結核)     60 2% →     58 7%

(3)精神病床 (急性期型への移行と医療観察法病棟の実施)

精神病床については、国の精神病床に係る方針 (10年 間で約 7万床 (全精神病床の約 25%)肖 1減)を 踏まえ、既存

の精神病棟に長期入院する患者を中心に地域移行等を進め病院全体としての機能を急性期型に移行を図る
一方で、当該集

約に伴い生じる看護職員の再教育等を行い、高い密度の精神医療を行う医療観察法病棟のスタッフとして再配置を進めて

いる。

平成20年 度においては、3個病棟 (131床 )を 休棟することなどにより集約したはか、医療観察法病棟への再配置

も1例実施した。



中 期  目  標 中 期  ll 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2. 医療の質の向上を伴つた収支の改善

各病院において、地域医療連携の活動強化、救急患者等の積極的受入れ、病床管理委員会の運営などの取組みによつて、

病床の効率的な利用及び新規患者数の増加等を図つている。

また、紹介率 逆 紹介率の向上、クリティカルパスの推進等によつて平均在院日数の短縮等を図り、診療報酬上の上位

基準を積極的に取得するとともに、地域医療支援病院及び地域がん診療連携拠点病院の新規指定を受けるなど、医療の質

の向上を伴った収支の改善に努めた。

○

平成 19年 度

地域医療連携室の専任化       116病 院

紹介率               51 1%

逆紹介率              36 9%

枚急搬送件数           134千 件/年

新入院患者数           565千 人/年

クリティカルパス実施件数    226. 845件

地域医療支援病院          23病 院

地域がん診療連携拠点病院      31病 院

都道府県がん診療連携拠点病院     2病 院

平成 20年 度
→   117病 院      (+1病 院)
→    53 9%   (+2 8%)
→    42 7%    (+5 8%)
→   134千 件/年     (+0千 件)
→   561千 人/年     (△ 4千 人)
→  243, 729件  (+16,884件 )
→    33病 院     (+10病 院)
→    31病 院     (+ 0病 院)
→     2病 院     (+ 0病 院)

〇 DPC対 象病院への移行による医療の標準化への取組みや医療安全管理体制の充実を図り、安心 ・安全な医療の提供及

び医療の質の向上に努めた。

DPC対 象病院 平 成 19年 度 22病 院 →  平 成 20年 度 30病 院 (+8病 院)

※平成 21年 度 :DPC対 象=41病 院 (+11病 院)、準備病院=5病 院

医療安全管理室の専任化  平 成 19年 度

(主な施設基準の取得状況)
・一般病棟入院基本料 (711)  →
一般病棟入院基本料 (1011) →
・地域連携診療計画管理料     →

栄養管理実施加算        →
・外来化学療法加算        →

142病 院 →  平 成 20年 度 141病 院 (△1病院)

(南横浜病院廃上による△1)

8病院が新たに取得

5病院が新たに取得

15病 院が新たに取得

全病院が実施済

8病院が取得



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

医療機器 ・施設設備に関する事項

医療機器  施 設設備については、

費用対効果や法 人全体の財務 を総合

的に勘案 して着実に実施すること。

医療機器 ・施設設備に関するII画

中期 目標の期間中に整備す る医療

機器 ・施設設備については、別紙 4

のとお りとする。

医療機器 ・施設設備に関す

る計画

長期借入等及び自己資金を

活用して、長期債務の縮減を

図りつつ、必要な整備量を確

保するとともに、施設の経営

状況を勘案した医療機器 ・施

設設備の整備を行う。

2 医 療機器 ・施設設備に関す る計画

1 医 療機器整備の考え方

(全体的な枠組み)

○ 医 療機器整備については、各病院の医療機器等にかかる減価償却費と前年度の経常収支を基本に、各病院毎に当該年

度の投資枠の設定を行い、当該投資枠の範囲内で、各病院の裁量で整備を行つている。

平成 20年 度においては機構全体で総額約277億 円の投資枠を計上し各病院の医療機器の計画的更新と医療内容の

充実、投資回収の早期化を図った。

また、通常の投資枠の他に、地域医療体制の変動等により新たな診療科を設ける必要がある場合などに、収支が確保

される範囲内で、追加的に投資枠を用意する仕組みを整備し、各病院の機動的な体質変換を支援している。平成20年

度において、2病院を対象に計4 9億 円の追加枠を設定し、対象病院の活性化、地域医療の向上につなげている。

(本部の関与 ・支援)

○ 定 められた投資枠の中で各病院がどのような機器を購入するかは、収支計算に基づき病院自ら判断することが原lllで

あるが、5千 万以上の大型医療機器については、病院が行う収支計算が適正かどうかを本部で検証するものとしている。

検証の際には、稼働件数見込み、費用の見込み等を確認し、必要に応じ稼働状況改善のための情報提供等を行つている。

○ 平 成 18年 度からはキャッシュフローが赤字の病院等については、当該病院の医療機器の購入について、借入利子の
一定割合を本部として補助するなど、経営が苦しい病院の再投資を支援する枠組みを新たに設け、平成 20年 度は3病

院が対象となっている。

○ さ らに、平成 20年 度においては次のとおり投資枠を拡大するための措置を講じることにより、整備の促進を図つた。

①治験を推進するために治験収支の投資枠への反映を拡大

②老朽化した機器を多く保有しており減価償却費が少なく必要な機器整備が困難な病院に対しての追加枠の設定

③病院に直接交付される国や地方公共団体からの補助金等による投資について、投資枠の枠外とする措置

〇中期目標 (中期計画期間中の医療機器整備投資額500億 円)に 対する進捗

平成 16年 度 平成 17年 度 平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

中期計画期間中の投資額

』邸
資
蜃

100億 円 154億 円 138億 円 135億 円 179億 円

100億 円 2 5 4億 円 3 8 7億 円 5 2 2億 円 701億 円

投資額に対する割合

(累計額/500億 円) 20 0% 50 8% 77 4% 104 4% 140 2%

※各年度に投資決定した こかかる投資額を計上。(支払サイ トを2夕月としているため、平成2

5月 までの支払額を計上している。)

1 年



中 期 目 標 中 期 針 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2 施設整備の考え方

(全体的な枠組み)

○ 施 設整備については、医療機器とは異なり事前に算定式に基づく投資枠を示すことが困難であることから、個別に整

備の必要性がある事案ごとに本部で審査する仕組みとしており審査の着眼点の標準化や、審査結果の全病院への提供等

により業務の標準化を図るとともに、整備計画の承認から供用開始までの標準期間を定め進行管理を行い、整備の迅速

化を図った。

平成 19年 度においては、整備計画作成時に意見聴取等を行うとともに、業務手順 (フロ
ーチャー ト)を 標準化し、

整備計画の質の向上を図る枠組みを設けた。

平成20年 度においては、病院が償還計画を作成するための要領を本部が作成1ンた。これにより病院での償還計画の

作成及び各プロック事務所における病院への支援の迅速化を図った。

○ 資 金的に自立している病院の投資の自由度 ・機動性を拡大する観点から、自己資金により整備する案件については、

平成21年 度から5年間の投資枠(上限2 5億 円)を設定し、投資枠内であれば病院の判断で整備可能とする枠組みを

新たに設けた。

(参考)対 象病院 :平成 20年 度決算時点における再生プランの最終目標達成病院

対象整備 :1件 当たり1億円未満の規模の工事

(本部の支援)

〇 平 成 18年 度から医療機器と同様に、キャッシュフローが赤字の病院等に対し、当該病院の借入利子の
一定割合を本

部とl て́補助するなど、経営が苦lンい病院の再投資を支援する枠組みを設け、平成 20年 度は3病院が対象となってい

る。

(特別の事情に応じた投資)

〇 病 棟病院建替等を行う場合には、病院が自己資金 173を 用意することを原則としているが、整備に伴う収益増加や

費用削減により将来の収益が確保されるときは、自己資金 1′3が なくても投資を進める枠組みを明確化し、黒字病院、

赤字病院に関わらず、病院機能を向上させる部門を中心に投資することにより、患者の療養環境の改善と、病院の経営

体力の向上及び自立性を高める整備を進めている。

O 平 成20年 度においては自立経営が困難な病院の病棟建替等整備のため、平成 19年 度に引き続き病院の資金繰りの

健全化を図る観点から国時代の長期債務に係る元金のうち1割以内の免除や、国時代の長期債務の10年 の平準化によ

る支援措置を講じた。

○ 平 成 20年 度は、自己資金 1/3の 確保を求めない病棟建替整備として、刀根山病院、福山医療センタ
ー及び東徳島

病院の3病院 (l日病院 1カ所、旧療養所2カ所)を 決定した。

(参考)
・平成 20年 度病棟建春に際し自己資金 1/3を 確保している病院は長良医療センタ

ー、岩国医療センター(全面建替)

及び大牟田病院
・再編統合に係る建替整備として、善通寺病院と香川小児病院との統合病院の建替整備を平成 21年 3月 に決定した。



中 期  目  機 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 B I 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

○ 特 別事情による病棟建替整備

○ 福 山医療センター (建替病床数 370床 )、東徳島病院(同276床 )、刀根山病院 (同300床 )、長良医療センター

(同180床 )、大牟田病院 (同60床 )、岩国医療センター (同530床 :全面建替)、香川小児 ・善通寺病院 (同6

70床 :統合病院)

中期目標 (中期計画期間中の施設設備整備投資額 1, 484億 円)に 対する進捗

平成 16年 度 乃成17年 度 平成 18年 度 平成 19年 度 平成20年 度

中期計画期間中の投資額

量響轟
資
1  累
計額

561億 円 3 2 3 億 円 1 8 9億 円 102億 円 124億 円

561億 円 8 8 4 億 円 1 , 0 7 3 億 円 1, 175億 円 1 , 2 9 9 億 円

投資額に対する割合

(累計額/1,484億 円) 37 8% 59 6% 72 3% 79 2% 87 5%
コストの約 50%減 (業務実績 89百※国時代の建築コストの約 50%減 (業務実績89頁 参照)

※投資額は、各年度に投資決定した施設設備整備にかかる金額のうち、第 1期中期計画期間中に支払いが発生する金額

を計上。(支払サイトを2ヶ 月としているため、平成21年 5月 までの支払額を計上している。)

(平成20年 度に の投資決定をした



中 y J l 日 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3.病 棟建替等 (大型案件)整 備決定後の償還性のフォローアップ

○ 建 替整備が決定した病院は、当該整備に係る債務を返済していくことになることから、平成 19年 度以降毎年健全な病

院経営を促すため、決定された整備の償還計画について継続的な検証を行い、償還困難と認められる経営状況となつた場

合は、償還性が確保されるまでの間整備の凍結又は、費用肖1減等による経営改善を実施している。

(検証項目)

①前年度実績と決定時の収支差

※前年度実績が決定時より悪化した場合は、当該年度実績における10年 以内のキャッシュフロ
ー累積状況

②前年度実績と決定時の患者数 ・診療点数の比較

0 平 成 20年 度においては、償還計画の検証の結果、高崎病院、 愛 媛病院、福岡東医療センター及び都城病院に対して

本部の指導による経営改善を実施した。
また、平成 18年 度に建替整備を決定したものの、その後の経営状況の悪化により建替整備を凍結していた大分医療セ

ンターについては、経営改善及び建替計画の見直しを行い、債務の償還可能性を検証l た́上で改めて建巷整備の実施を決

定した。

4 自 己資金を積極的に活用した医療機器整ほ 施設整備

平成 20年 度においては、医療機器整備 ・施設整備について、自己資金や契約価格の合理化により、外部からの新たな借

り入れをせず 必 要な整備量を確保した。

医療機器整備については、総支払額 153億 円 (内訳 1病院の自己資金45億 円、預託金等 108億 円)で あり、平成

19年 度と比較して9 2%増 となった。

施設整備については、総支払額417億 円 (内訳 :病院の自己資金 51億 円、預託金等360億 円)で あり、平成 19年

度比較して 97 6%増 (病院の自己資金は50%増 )となった。

※医療機器整備及び施設整備の総支払額は平成 20年 4月～平成 21年 3月の期間中の支払分であり、平成 19年 度以前の

投資決定整備に係る支払額が含まれている。



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

【評価項目9 業務運営の見直しや効率化による収支改善

(3)医療資源の有効活用】

[数値 目標]

平ヽ成 15年 度比40%以 上増

MRI等 の高額医療機器の共同利用数

59, 004件

(平成 15年 度  28, 282件 )

[評価の視点]
,病診連携 ・病病連携の推進等により、平均在院日数
の短縮を図るとともに新規患者数を増加させる等に

より、収支の改善に努めている力、

病診連携 ・病病連携の推進等により、平均在院日数を機構全体で0 6日 短縮する

とともに、高額医療機器についても、平成 15年 度実績に対して稼働件数で

266, 667件 (23 4%)、 共同利用件数で30, 722件 (108 6%)と

中期計画に掲げる目標値を大幅に上回り、日標を達成 tンた。

また、医療機器整備 ・施設整備については、当該整備に係る債還性を前提とし、中

期目標に定める長期債務の縮減について当初予定を超える速度で縮減する一方で、内

部資金の活用等で、中期計画における目標数値の水準で、必要な整備量を確保してい

る。

・高額医療機器の共同利用数は、羽成15年 度に比して

ており (59, 004件 )中 期計画の目標値 (40%)

績 97頁 参照)

108 6%と 大幅に増え

を大幅に上回つた。(業務実

実績 :○
・地域連携室については、すべての病院で設置されており、病診連携等を推進してい

る。(業務実績28頁 参照)
・地域における一貫した医療、病診連携等を推進するため地域連携クリティカルパス

を53病 院で実施した。(業務実績22頁 参照)
・地域連携の推進により、紹介率は平成 15年 度比 17 1%増 (53 9%)、 逆紹

介率は平成 15年 度比 18 3%増 (42 7%)と なっており、地域医療支援病

院も平成 20年 度中に、新たに10病 院が指定を受け33病 院となつた。(業務実績
28頁 、 29頁 参照)
・これらの取組により、新規患者数については前年度に比し減少している1)のの (△

4千人 但 し、対平成 16年 度+35千 人)、平均在院日数を機構全体で0 6日 短

縮するとともに入院基本料等の上位基準を取得すること等により、収支改善に努め

ている。(業務実績 99、 111頁 参照)



実績 :○
・高額医療機器の稼働総数については、平成 15年 度実績に対して266,667件

(23 4%)増 力|した。【対平成 19年 度 40, 328件 (3%)増 1ま た、共

同利用数については、平成 15年 度実績に対し30, 722件 (108 6%)と

大幅に増加し、中期計画上の目標である40%を 大幅に上回つた。I対平成 19年 度

2, 018件 (3 5%)増 】(業務実績97頁 参照)
・患者の利便性の向上を図るため時間外利用を積極的に促し、CTに ついては、全体

稼働数の約 1割弱となつた。また、患者の侵襲性の低下、地域資源の有
/‐●活用の取

組も進めており、例えばガンマカメラは、院内では高機能MRI等 への移行、地域

では院外のPETへ の紹介等が進んでいる。(業務実績97頁 参照)

実績 :○
・平成 20年 度までの累計では、内部資金の活用等で、投資額については中期計画に

おける目標数値の水準で事業が進んだ。また、整備量については契約価格の合理化

により十分な量を確保した。(業務実績 121頁 参照)
・また平成 19年 度、20年 度には、機構発足後に投資を決めた病棟建春等が続けて

竣工したが、それを含めても中期計画に定める長期債務縮減目標が迪成できた (業

務実績 121頁 参照)
・投資に係る機構全体の金額的な枠組み (長期債務の縮減等)の 下、各病院における

投資内容等の向上を図るため、建物整備 医 療機器に共通して、

① 各 病院の個別の状況に応じた適切な投資ができるよう、特別事情の投資の枠組

みを明確化し、その積極的な運用を本格的に始めたとともに、

② 各 病院が実際の投資を早くできるよう、本部手続を平成 17年 度より早期化し、

③ さ らに各病院の投資判断が適切に実施できるよう、各病院における実際の契約

状況を本部で集約し、各病院に提供する体制を整備した。(業務実績 87頁 参照)

医療機器の稼働率の向上、他の医療機関との共同利

用など、効率的な利用を推進しているか。

費用対効果や法人全体の財務を総合的に勘案して、

必要な医療機器 ・施設設備の整備を中期計画に沿つ

て行っているか。



中 期  目  檬 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(4)診 療事業以外の事業に係る費用

の節滅

臨床研 究事業や教育研修事業に

ついては、競争的研究費の養得や

授業料等の 自己収入の確保に努め

るとともに 費 用の節減に努め

臨床研 究や教育研修の効率化 を図

ること。

(4)診 療事業以外の事業に係る費用

の節減等

診療事業以外の事業 特 l‐運営

費交付金対象事業については 自

己収入の確保や費用節減に努める

ことにより、新規拡充業務 を除い

て、その費用の うち運営費交付金

等の割合を低下 させる。また、運

営費交付金対象事業以外の事業に

ついても効率化を図る。

0 臨 床研究事業

厚生労働科学研究費補助金等の

外部の競争的研究費の獲得に努め、

中期日標の期間中において、更な

る研究を推進するとともに、適正

な評価を行つて研究の効率化に努

める。

(4)診 療事業以外の事業に係

る費用の節滅等

平成 20年 度においても

引き続き、診療事業以外の

事業、特に運営費交付金対

象事業については、自己収

入の確保や費用節減に努め

る。

① 臨 床研究事業

平成 20年 度においても

ラ|き続き、本部研究課が窓

口となり、競争的資金の獲

得のための情報収集、情報

提供、他省庁等との連絡調

整、申請書の作成等に関す

る研究者の支援を行う。

また、国立病院機構すべ

ての病院を結ぶ治験ネット

ワークを活用し、受託研究

費額の増を図るとともに、

実施率の改善等質の向上を

目指す。

(4)診 療事業以外の事業に係る費用の節減等

① 臨床研究事業

1 競 争的研究費獲得のための推進及びB/n言

平成 19年 度に引き続き、競争的資金の獲得のため、事業を実施する省庁などから研究内容や応募にかかる情報を入手し、

各病院に対し、情報提供や手続きにかかる助言を行うとともに、臨床研究部の活動実績の評価及び臨床研究センタ
ーにおけ

るネットワーク機能評価の評価項目に、競争的研究費獲得額を設けることによって、競争的研究費獲得のインヤンティプが

働き、獲得金額が19年 度に比べて大幅に増加している。

(平成 19年 度)

厚生労働fl学研究費  15億 4, 931万 円 →

文部科学研究費     2億 5, 075万 円 →

その他の競争的資金   5億 4, 745万 円 →

(平成 20年 度)
16億 7, 761万 円 (19年 度対 108 3%)
1億 9, 126万 円 (19年 度対  76 3%)
8億 2, 315万 円 (19年 度対 150 4%)

26億 9, 203万 円 (19年 度対 114 7%)(合 計 ) 23億 4, 752万 円 →

(平成 15年 度 17億 9, 075万 円)

2 治 験ネットワークの活用 (第1の 2の (2)参 照)

146病 院にわたる治験ネットワークを活用し、受託研究件数を増加させることで受話研究費の獲得を増やすとともに、

実施症例数の増加に努め、治験の質の向上を図った。

なお、前年度に比べて治験実施症例数が減少しているが、比較的単純な治験については、民間医療機関で行われることが

多く、国立病院機構は入院治験をはじめとする難易度の高い治験を扱うことが多くなつてきている。

0 受 話研究実績 約 56億 3, 5 0 0 万 円

8 0 3件

約48億 3, 300万 円 (対平成 19年 度△14 2%)

(平成 15年 度 約 29億 2, 300万 円)

○ 治 験実施症ll数 4, 4, 250件 (対平成 19年 度△ 11 5%)

(平成 15年 度約 2, 789件 )



中 期  目  林 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 教育研修事業

看護師等奏成所の入学金及び授

業料 受 託研修料等について 民

間の水準を考慮の上 そ の適工化

に努め 平 成 15年 度に比 し 中

期 目標の期|.5中に 撲 業料等の改

定及び癸月の縮減を図 り、教育研

修事業における収支率を 20%以

上改善する.

② 教 育研修事業

平成 20年 度からは、看

護師等養成所に係る入学金

及び授業料を各養成所にお

いて以下を下限として改定

するとともに、引き続き教

育研修事業の収支率の改善

を図つていく。

0看 護師、助産師 視 能訓練士

検定料  20,0∞ 円 (20,000円)

入学金 180,0∞ 円 (lSO,000円)

授業料 400,0∞ 円 (360,000円)

0理 学療法士、作業療法士

検定料  260∞ 円 (26,000円)

入学金 450,OOl円 (381,000円)

授業料 830,000円 (698,000円)

(※カソコ内は平成 19年 度単価)

② 教育研修事業

1.看 護師害姜成所の入学金及び授業料の改定

平成20年 度における看護師等養成所の入学金及び授業料については、以下の金額を下限とする改定を行つた。

(1)看護師、助産師、視能.ll練士

検定料  20, 000円  ( 20, 000円 )

入学金 180,000円  (180,000円 )

授業料 400, 000円  (360, 000円 )

(2)理学療法士 ・作業療法士

検定料  26, 000円  ( 26,000円 )

入学金 450, 000円  (381, 000円 )

授業料 830, 000円  (693.000円 )

※ カ ッコ内は平成 19年 度単価

2 教 育研修事業の収支率の改善

教育研修事業について、授業料等の改定、効率的な運営を行うことにより収支率が平成 15年 度比で37 0ポ イント増

の改善となり、中期計画を達成した。

駒戎15年 度 収 支率 27 4% 平成20年 度 収 支率 64 4%

(対平成 15年 度比 37 0ポ イント増)



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

〔評価項目10 業 務運営の見直しや効率化による収支改善

(4)診療事業以外の事業に係ろ費用の節滅等】

[数値目標]
・平成 15年 度比20%以 上改善

教育研修事業  47 4%

(平成 15年 度 27 4%)

[評価の視点]
・診療事業以外の事業、特に運営費交付金対象事業に

ついては、自己収入の確保や費用節減に努めること

により、新規拡充業務を除いて、その費用のうち運営

費交付金等の割合を低下させているか。

臨床研究事業については、外部の競争的研究費の獲

得等に努め、研究の推進と効率化に取り組んでいる

力,。

教育研修事業については、授業料等の改定及び費用

の結減を図り、教育研修事業における収支率を中期

計画に掲げる目標値の達成に向けて改善させている

か。

自己収入を確保すべく、科学研究費補助金の申請や寄附を受けられるようにするた

め、臨床研究の活動度が高い病院に臨床研究部を設置するなど基盤の整備を進め、外

部競争的資金獲得額の増加を図っている。

また、教育研修事業については、授業料等の改定、効率的な運営により改善を図り、

中期計画に掲げる目標値を大幅に上回り、目標を迪成した。

教育研修事業については、授業料等の改定、効率的な運営により改善を図ることに

より、収支率は平成 15年 度比37 0%の 改善となり、中期計画に掲げる日標値

を大幅に上回つた。

教育研L_r事業 収 支率64 4%(業 務実績 107頁 参照)

実績 :○
・自己収入を確保すべく、科学研究費補助金の申請や寄附を受けられるようにするた

め、臨床研究の活動度が高い病院に臨床研究部を設置するなど基盤の整備を進めて
いる。(業務実績 106頁 参照)
・臨床研究業務における費用に対する運営費交付金の割合は、前年度に比べ微増

(49 7%→ 50 1%)し ているが、これは平成 20年 度において臨床研究セ

ンター及び臨床研究部の入れ替えにより、か所数が増加 (平成 19年 度 58か 所→

乃成20年 度 70か 所)し たことや、研究費を増額 (平成 19年 度 21億 円→

平成 20年 度 25億 円)し たためである。
なお、外部資金の獲得など自己収入の確保には努めている (平成 19年 度 44億 円
→平成 20年 度 51億 円)。

実績 :○
・平成 20年 度は外部競争的資金獲得額が対平成
り、研究の推進が行われている。僕 務実績 10

15年 度比で 50 3%増 加してお

6頁参照)

実績 :○
・教育研修事業については、授業料等の改定、

を図り、中期計画に掲げる目標を達成した。

効率的な運営により37 0%の 改善

(業務実績 107頁 参照)



中 期  目  掃 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 f E

(5,財 務会計システムの導入等 】T

4しの推進

企業会計原員1への移行に伴 う新

たな会計処理へ適切に対応す るた

め、 IT化 の推進 を図 り、各病院

の財務分析 を行 うなど 業 務 の効

率的な運営に努めること。

(5)財 務会計 システムの導入等 IT

イしの推進

会計処理に必要なすべての病院

共通の財務会計システムを導入 し

部門別∫決筆や月次決算 を行 うとと

もに、各病院の経普状況の比較等

病院の財務状況が分析 ・l能なもの

とすることによ り経営改善を進め

る。

(5)財 務会計システムの導入

等 lT化 の推進

財務会計システムの確実な

稼働を引き続き図ることによ

り、各病院の経営状況の比較

等病院の財務状況の分析を行

う。

また、各病院は、月次で部

門別の決算を行い、毎月の財

務状況を把握するとともに、

毎翌月 25日 頃に財務状況に

係る評価会を開催し、その経

営状況の分析を行い、問題点

等に対する改善を行う。

情報化統括責任者 (C10)

を中心とするIT化 推進体制

を強化し、レセプトオンライ

ン請求への積極的な対応を図

るとともに、医事会計システ

ムの標準化及びその普及を通

じ病院情報システムの拡充を

図る。

5)財 務会計システムの導入等 IT化 の推進

1.財 務会計システム

財務会計システムは、企業会計原則に基づく事務処理と月次 ・年次の決算処理、それに伴う財務諸表の作成を行うシステ

ムであり、本システムによって作成された財務諸表を分析することにより、早期に経営状況の把握が行える。

平成20年 度においては、事務担当者の負担を増すことなく精度管理を向上させるため、入力内容の正否について簡便に

行える仕訳や伝票入力項目の誤りをチェックする禁則仕訳機能を導入することにより、起票誤りによる手戻りを大幅に削減

し、また、資産別固定資産明細表、期間指定可能な仕訳表、複数月連結で出力可能な未収金
・未払金 ・買掛金整理簿といつ

た新規帳票出力を可能とし、決算業務の省力化を図った。

加えて、独立行政法人会計基準改訂に伴う対応やまつもと医療センタ
ー経営統合及び南横浜病院廃上の組織変更に伴う対

応等、随時システムの対応を行った。

なお、平成 21年 4月 から稼動する新財務会計システムヘのデ
ータ移行が必要となる未払金 ・買掛金情報等のデ

ータ抽出

作業を行つた。

2.経 営分析システム (部門日」決算等)

経営分析システムは、財務会計システム等のデ
ータを利用して、部門別 ・診療科別損益計算書や各種経営管理指標の算出、

他施設との各種経営管理指標の比較が可能なシステムであり、これにより部門毎の経営状況の把握や他病院との比較による

問題点の把握を行い、経営改善のための参考資料として活用している。

なお、独立行政法人化以降、部門別決算においては、費用の各部門への配分方法等の精度向上に努めたところであるが、

今後も更なる精度向上に努める。

3 医 事会計システムの標準化

(1)標準仕様書導入の目的 ・効果

①標準化された仕様書により機構の共通の情報インフラとして各病院の医事会計システムを整備する。

これにより、診療情報の共有化を早急に進め、国立病院機構の
一体的事業運営基盤を一層強固なものとする。

②各病院の契約事務の負担軽減、合理化及びスケールメリットを活かしたlT投 資費の低減を図る。

(2)医事会計システム標準仕様書の周知

具体的な周知方法

国立病院機構総合情報ネットワ
ークシステムの掲示板に標準仕様書を公開。(平成 20年 9月掲載。)

標準仕様の特徴
ア)レ セプトオンライン請求対応をはじめ、全国の機構病院においてベンダ

ーや病院の属性、規模にかかわらず標準

的に使用できる仕様。

イ)通常、医事会.Iシステムとは別個販売されている 1入カチェック・自動算定機能」、「DPC調 査デ
ータ作成機能」

を標準搭載。

ウ)病 床管理業務、地域連携室業務、DPCコ ーディングの各機能についてはオプションとして各病院の要望により

選択可能。

①

②



中 期  目  福 中 期 t l 画 平 成 2 0 年 度 t t 面 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)医事会計システム共同入オLの実施

① 第 1回共同入本L(九 州エリア7病院対象。羽成20年 10月 20日 開札。)

現導入費用と比較し1 4億 円の削減効果 (浄j減率約 50%)。

② 第 2回 共同入札 (北海道～関東エリア15病 院対象。平成21年 3月 19日 開札。)

現導入費用と比較し8 1億 円の削減効果 (削減率約 60%)。

③ 第 3回 共同入札 (関西、中四国エリア 12病 院対象。平成21年 4月 17日 開札。)

現導入費用と比較し2 6億 円の削減効果 (肖」減率約40%)。

4.診 療情報データベース及び同分析システム

国立病院機構のネットワークを活用し各病院の医事会計システムに蓄積された診療情報 (DPCデ
ータ)を 収集 ・分析す

ることで、患者別の診療行為の比較や医療の質に係る統計の作成、疾患別 ・患者毎のコスト把握やそれを用いたベンチマ
ー

ク分析などを行うとともに、それを情報発信していくことにより、国立病院機構が担う医療の質の向上及び我が国の医療の

均てん化に資することを目的とした 「診療情報データベース及び同分析システムJの 構築に取り組み、平成 21年 4月 から

運用を開始した。

5.総 合研究センター (仮称)へ の取組 輛 掲)

政策医療ネットワークを活かした調査研究 ・情報発信機能の強化を目指し、標準化した医事会計システムや診療情報デ
ー

タベース等を活用する形で、平成 21年 度からの第2期 中期計画に盛り込んだ 「総合研究センタ
ー (仮称)」の設立に向け

た検討 ・準備に着手した。

【説明資料】

資料82:部 門別決算の概要 (404頁 ]



中 期 日 標 中 期 l t 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

6 評価会

(1)評価会の概要

すべての病院において毎月の25日 を目途として、前月の月次決算状況における経営状況の分析を行うため 「評価会」

を開催している。月次決算により当該月の患者数や収支状況等を基に「平均在院日数」、「患者 1人 1日当収支」、「新患率」、
「人件費率」、「材料費率」、「患者紹介率」等の分析を行い 「平均在院日数短縮のための院内ヒアリングの実施」、「患者確

I:写λ蓬賃景倉響21:乳曇嘉響峨捌吾空LttL:ビ繁踪誓T層倶垣襟慕211奪写埼甦看裟曇響建τ:こi栞尊ζたI
また、病棟単位での患者数の動向や在院日数の状況などを分析し、病棟毎の問題点や対応策を検討することができた。

(2)各病院で実施された経営改善の具体策と効果等

○ 平 均在院日数の縮減等による上位基準の取得
→上位基準取得病院数 1入院基本料     60病 院増加 (対平成 19年 度)

入院基本料等加算 436病 院で新規取得 (累積 1579病 院)

特定入院料     39病 院で新規取得 (累積339病 院)

特掲診療料    706病 院で新規取得 (累積3104病 院)

(※病院数は、加算等の種類ごとにカウントしているため重複する)

○ 督 促の強化や退院時精算の徹底等による医業未収金 (患者自己負担分)の 改善
→前年度債権 :平成 16年 度回収率793%→ 平成 17年 度回収率82 6%
→平成 18年 度回収率830%→ 平成 19年 度回収率842%→ 平成 20年 度回収率83 3%

○ 適 正な在庫管理

○ 病 診連携の強化や地域の老健施設との連携により地域医療の充実を図つた。

O 病 診連携による後方支援病院としての紹介率の向上と逆紹介率の安定
→患者紹介率 (年間平均):平 成 16年 度405%→ 平成 17年 度427%
→平成 18年 度47 4%→ 平成 19年 度 51 1%→ 平成 20年 度 53 9%
→逆紹介率 (年間平均):平成 16年 度287%→ 平成 17年 度 332%
→平成 18年 度32 2%→ 平成 19年 度36 9%→ 平成 20年 度42 7%

〇 地 域住民を交えた講演会や各種研修会 (生活習慣病 ・成人病 ・認知症などの予防教室や市民公開講座等)の 開催

7 オ ンライン請求実施状況

改正省令施行日が、平成 21年 4月 1日である病院64か 所のうち、平成 20年 度までに前倒しして、オンライン請求を

導入した病院は46か 所であつた。残り13病 院についても平成21年 4月診療分の請求より導入対応済である。また、5

病院については、医事会計システム更新時に合わせて対応するなどとして社会保険診療報酬支払基金に対し所要の手続きを

取つているところであり、平成21年 度中に対応予定である。

さらに施行日が平成 22年 4月 1日である病院9か所のうち、4病院において、平成 20年 度までにオンライン請求を開

始した。残り5病院についても改正省令に定める期限までに導入予定である。

【説明資料】

資料83:施 設基準上位基準の取得状況 (405頁 〕

‐
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中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 t f 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

8 電 子政府への協力

(1)ペイジー (Pay― easy)の 利用

財政融資資金の償還や社会保険料等の国庫金の納付については、インターネットバンキングで支払が可能な 「ペイジ
ー

(Pay― easy)」 に対応していることから、平成 19年 9月 から本部において利用している銀行オンラインシステ

ムを電話回線型からインターネット型に変更し、ベイジーの利用を開始した。平成20年 度においても引き続き利用t 、́

支払業務の効率化及び事故防止を図ることができた。

平成 19年 度 延 べ31回

平成 20年 度 延 べ60回

の 国税電子申告 ・納税システム (e― Tax)の 利用

政府の IT新 改革戦略 (平成 18年 1月 19日  IT戦 略本部決定)に 定められた国に対する申請・届出等の手続のオン

ライン利用率の向上及び支払業務の効率化並びに事故防止の観点から、平成20年 1月 より本部から納税する消費税及び

源泉所得税について、国税電子申告 ・納税システム (e― Tax)の 利用を開始した。平成 20年 度においても引き続き

利用し、業務の効率化に努めた。

平成 19年 度 延 べ 6回

平成 20年 度 IL●べ24回
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中 期  目  根 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 3 1 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(0)業 務 ・システム最適4じ

国立病 院機 構総 合情報 ネ ッ ト

ヮータシステムにおける、システ

ム構成及び調達方式の見直 しを行

うことにより、システムコス ト肖J

減、システム調達における透明性

の確保及び業務運営の合理化 を図

ること。

このため 上 記 システムに係 る

刷新可能性調査等 を平成 18年 度

中に実施 し こ れ らを踏 まえ平成

19年 度末までに業務 ‐システム

の最適イヒ計画を策定 し、公表する

こと。

(6)業 務 ・システム最適化

国立病院機 構 総 合情報ネ ッ ト

ワー クシステムにおける シ ステ

ム構成及 び調達方式の見直 しを行

っことによ り、システムコス ト削

減、システム調達 における透明性

の確保及 び業務連音の合理化 を図

るため、体鮨1整備 を行い 上 記シ

ステムに係 るシステム監査及び刷

新可能性 調査 を平成 18年 度 中に

実施 し こ れ らを踏まえ平成 19

年度中に業務 ・システムの最適化

計画を策定 し、公表する。さらに

平成 20年 度 よ り最適化に着手す

る。

(6)業 務 シ ステム最適化

平成 19年 度に策定した国

立病院機構総合情報ネ ット

ヮークシステム最適化計画を

実施していく。

(6)業 務 ・システム最適化

.最 適化の実施

独立行政法人国立病院機構総合情報ネットワークシステム (HOSPnet)の 更改にあたっては、平成 19年 10月 に

策定した 『独立行政法人国立病院機構総合情報ネットワークシステノ、(HoSPnet)に おける業務 ・システム最適化

計画』に基づき、最適化を実施した。

平成 21年 4月から新HOSPnetシ ステムの稼働を開始し、一部システムについては、6月 までの間、並行稼働を行

い、 7月 に新システムヘの全面切替を実施し、本格稼働を開始する予定である。

【具体的内容】

◎業務の効率イヒ 合 理イヒ

○サーバの集中化によるデータの一元化

これまで、本部・ブロック事務所、病院の拠点毎に設置されたサーバに保持されていた人事給与データや財務デー

タを中央の保守センターに設置されたサーバで一元管理することにより、データの整合性を確保し、業務の効率化を

図つた。

また、サーバの二重化が低コストで可能となり、安全性 ・信頼性の向上を図つた。

○システムの統廃合
システムの利用状況を動案した上で、禾1用頻度の少ないシステムを廃止するとともに、我が国の医療の均てん化に

資することを目的とした 「診療情報デ
ータベース及び同分析システムlな ど新規システムを導入した。

《新規導入システム》

① 診 療情報データベース及び同分析システム
・診療情報を収集し、疾病別の稼働額実績や科別の収益比較等のDPC分 析を行うためのシステム

② 医 療安全情報システム
・病院で医療事故等情報に係るデータを作成し、本部 ・プロック事務所へ報告するためのシステム
・本部は集計したデータを基に分析を行う

③ 治 験管理システム
・本部、病院で契約を行う治験等受話研究の情報を管理するためのシステム

受託した契約の進捗管理及び収支管理を行う

◎利便性の維持 向 上

○データ連携の見直し

人事異動に伴う異動者情報について、システム側の一括取り込みを可能とし、手入力部分を省略するなど、

間の削減を図るためのシステム設計 ・開発を行つた。

作業時

〇要件定義の明確化

利用者の業務ニーズ (性能目標値、必要な検索項目、画面 ・帳票レイアウト、HOSPnet端 末等の台数)を 明

確にした要件定義書を作成した。性能要件、検索項目、画面 帳 票レイアウトを明確にすることで、レスポンス速度

を改善し、ユーザの利便性、操作性の向上を図った。

○ネットワーク回線帯域の増強 :平成 19年 度に実施済み】

各病院における回線帯域を128Kbpsか ら10Mbpsへ 変更することで、システム利用時のレスポンス (応

答時間)を 改善し、ユーザの利便性、操作性の向上を図る一方、一般競争入札により、回線使用料 (年間

△ 7, 315万 円)の 削減を図つた。また、ネットワーク回線及びネットワーク機器を二重化し、システムの稼働停

止時間を最小限に抑え、信頼性の向上を図つた。
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中 期  日  標 中 期 E l 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

◎安全性 ・信頼性の確保

○冗長化による信頼性の向上

サーバやネットワーク回線及び機器を冗長化 (二重化)構 成にし、システムの稼働停止時間を最小限に抑えること

で、信頼4生の向上を図つた。

Oバ ックアップ構成の見直し

各種システムのデータバックアップサイクルについては、システムの内容により、適切と判断されるサイクルに短

縮し、安全性 ・信頼性の確保を図つた。

◎経費削減

最適化前 約 104億 円であったHOSPnet経 費については、最適化後 約 80億 円となり、約 24億 円の経費

削減が見込まれる。

※ 「最適化前 約 104億 円Jに ついては、人事給与システム及び財務会計システム開発経費 (約13億 円)及 び平成

14年 度から平成 18年 度までの5年間の運用経費 (約91億 円)を 基に算出

※ 「最適化後 約 80億 円」については、新HOSPnetシ ステムヘの切替に必要な初度経費 (システム設計 ・開発

費、ハードウェア購入費等)及 び平成21年 度から平成 25年 度までの5年間の運用経費の総額 (平成21年 4月 1

日現在)

略 費肖1減の主な要因]

○ハードウェア、市販パッケージソフトウェア費用の削減

保守センターヘのサーバ集中化により、本部 ・プロック事務所、病院の各拠点に設置するサ…バには各種システム

を稼働させるために必要な市販パッケージソフトウェア及びデータベースの機能が不要となった。このため、現行よ

リスペックの低いサーバでの運用が可能となり、ハー ドウェア、市販パッケージソフトウエアの導入費用及び保守費

用の経鞘 1減を図ることができた。

○市販パッケージソフトウェアを活用した開発費用の削減
システム設計 。開発にあたっては、市販パッケージノフトウェアを活用することにより、機構独自の開発部分を減

らし、開発費用の抑制や開発期間の短縮を図つた。

○運用監視時間帯の見直し 【平成 19年 度に実施済み】

休日・夜間のHO S P n e tttl用状況や障害発生状況及び費用対効果等を踏まえた上で、「24時 間365日 」力'ら

「平日 (業務繁忙期の上日を含む)9時 ～21時 Jに 見直すこと等により経費肖1減を図つた。

○競争入札及び分離調達方式の導入

競争入札 (総合評価落札方式)と するとともに、①システム設計 ・開発、②ハー ドウェア、③運用、④ネットワ
ー

ク回線など毎に、分離調達を行い、専門分野に強い業者と契約することでシステムの品質向上と経費肖1減を図った。

また、調達 (総合評価落札方式等)に よる事業者選定にあたつては、業務 ・システムに対する理解度、仕様書の理

解度及び設計 開 発能力などを中心に選定基準を作成 ・公表l 、́調達の透明性を確保した。

Oソ フトウェア調達について
マイクロソフト社製などのソフトウェア使用権 (ライセンス)の 購入にあたっては、政府機関向けのポリュ

ームラ

イセンス制度 (購入台数に応じたライセンス料金の割引優遇制度)を 利用して経費肖J減を図つた。
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中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2.最 適化の評価 検 。lE

最適化の実施内容状況について、予め、策定した最適化効果指標の目標値等に基づき、平成 21年 度に評価を行う予定で

ある。

3.医 事会計システム標準イヒ(再掲)

全国の機構病院においてベンダーや病院の属性、規模にかかわらず標準酌に使用できる仕様を国立病院機構総合情報ネッ

トワークシステムの掲示板に公開し、34病 院を対象に、 3回 に分け共同入本Lを実施。
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(各委員の評定理由)

I評価項 目11 業 務運営の見直 しや効率化による収支改善

(5)財 務会計システムの導入等 IT化 の推進

(6)業務・システム最適化】

会計処理に必要なすべての病院共通の財務会計シス

テムを導入し、部門別決算ゃ月次決算を適切に行い、

通切な業務運営と経営改善のために有効に利用して
いるか。

各病院の経営状況の比較等病院の財務状況を分析す

ることにより、経営改善に取り組んでいる力、

システム構成及び調達方式の見直しを行い、システ
ムコストの削減、業務運営の合理化、システム調達
における透明性の確保等を図つたか。

業務 ・システムの監査及び刷新可能性調査を踏まえ、

平成 19年 度までに、業務 ・システムに関する最適

化計画を策定 ・公表し、その後速やかにその計画を

実施したか。

(総合的な評定)

精度が向上され蓄積されてきたデータによ

営状況の把握 ・分析 ・対応等を行つてきたと

きた。

り、月次決算において、高い精度での経

ころであり、経営改善を進めることがで

鎌 :○
・事務担当者の負担を増やすことなく精度管理を向上させるため、伝票入力の項目誤

りをチェックする禁則仕訳機能の導入等により起票誤りによる手戻りを大幅に削減

させ、また、新規帳票出力を可能として決算業務の省力化を図つた。 (業務実績

109頁 参照)

実績 :〇
・月次決算のデータについては、精度が向上され蓄積されてきたデータにより、各病

院で開催される評価会では、かなりの精度での経営状況の把握 ・分析 ・対応等

速に行うことができ、経営改善を進めることができた。

具体的には、

O平 均在院日数の縮減による上位基準の取得

○督促の強化による医業未収金の改善
○地域医療の充実

○病診連携による紹介率や逆紹介率の改善

〇適正な在庫管理

などである。(業務実績 109頁 参照)

実績 :0
・サーバの集中化によるデータの一元化及びシステムの統廃合など、システム構成の

見直しを行い、業務の効率化 ・合理イヒを図つた。(業務実績 115頁 参照)
・データ連携の見直し、要件定義の明確化及びネットワーク回線帯域の増強により、

利便性の維持 ・向上を図つた。礫 務実績 113頁 参照)
・サーバなどの機器の二重化及びバックアップ構成の見直しにより、安全性 ・信頼性
の確保を図つた。(業務実績 114頁 参照)
・競争入本し、分離調達を行うなど調達方式の見直しを行い、最適化前のシステム経費

と比較して約24億 円 (見込み)の 経費削減を図った。(業務実績 114頁 参照)
・調達 (総合評価落札方式等)に よる事業者選定にあたっては、予め選定基準を作成
・公表し、調達の透明性を確保した。(業務実績 114頁 参照)

実績 :○
・「独立行政法人国立病院機構総合情報ネットフークシステム (HOSPnet)に お

ける業務 ・システム最適化計画」を平成 19年 度に策定 ・公表した後、直ちに次期

HOSPnetシ ステムの要件定義に着手し、平成 20年 度より最適化を実施1 た́。

僕 務実績 113、  114頁 参照)

実績 :〇

診療情報の共有化を進めるため医事会計システムの標準化に取りrflみ、第2期 中期

計画に盛り込んだ総合研究センター (仮称)に おいて、医療の質の向上や医療政策
への貢献に向けた診療情報の分析を行うための基盤整備に取り組んだ。(業務実績 1

11頁 参照)
・医事会計システム標準仕様書の導入により、スケールメリットを活かした IT投 資

費の低減やレセプトオンライン請求対応の促進を図つた。(業務実績 109頁 参照)
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申 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 4財 務内容の改善に関する事項

「第 3 業 務連営の効率化に関す

る事項」で定めた事項 に配慮 した中

期計画の予算を作成 し 当 該予算に

よる違普を実施す ることにより、中

期 目標の期間における期昔に対する

期末の財務内容の改善を図ること。

1 経 営の改善

中期 目標の期間の 5年 間を累alじ

た損益計算におい て、経 常収支率を

100%程 度 とすること.

第 9 予 算、収支計画及び資金EI画

f第 2 業 務連普の効率化 に関

す る日標 を達成す るために とるペ

き措置 Jで 定めた計画を確実に実

施す ることに よ り、国立病院機構

全体の財務内容の改善を図るため、

以下の日標 を達成する。

1 経 営の改善

中期 目標の期間の 5年 間を累計 し

た損益計算において、経常収支率を

100%以 上 とすることを目指す。

第3 予 算、収支計画及び資金

計画

経営の改善

平成 20年 度の予定損益計

算において、経常収支率を

102 5%と する。

第 3 予 算、収支計画及び資金計画

1 経 営の改善

1. 5期 連続の経常収支黒宇

平均在院日数の短縮や地域連携による診療報酬にかかる上位基準の取得、新規患者の増加等の経営改善に向けた努力を行

うとともに赤字病院の赤字を圧縮するため経営指導を積極的に実施した。

結果として、経常費用が対前年度 14億 円の減になる一方で、医業収益は前年度と比べ97億 の増となったことにより経

常収支39, 238百 万円、経常収支率 105 1%の 黒字となり、平成 16年 度の経常収支 196百 万円、平成 17年 度

の経常収支 3. 564百 万円、平成 18年 度の経常収支 12, 407百 万円、平成 19年 度の経常収支28. 923百 万円

の黒字に対し、5期連続で黒字となり、大幅に経営改善された。

また、平成 16年 度決算において76病 院あつた赤字病院 (再編施設を除く)に ついては、41病 院 (△35)に 減少し、

赤字額についても258億 円から112億 円 (△146億 円)と なり大幅に改善された。

2.総 収支の黒宇化

平成20年 度においても、純禾1益29, 996百 万円の黒字となり、総収支の黒字が維持されている。

総収支額

平成 16年 度  △ 1, 561百 万円

平成 17年 度    +327百 万円

平成 18年 度  +8, 975百 万円

平成 19年 度 +23, 892百 万円

平成 20年 度 +29, 996百 万円
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中 期 日 標 中 期 t t 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

3 医 業未収金の解消

平成 17年 度に作成した 「国立病院機構における債権回収事務の手引J(18年 度
―部改訂)に ついて、平成20年 度に

おいても、基本的な回収フローの追加等の改訂を行い、自院に適したマニュアルを作成するよう各病院へ周知したところで

ある。平成 20年 度においては、特に、出産育児一時金の現物給付制度利用の促進する等、医業未収金の更なる発生防止及

び回収に取組んだ。

なお、債権管理業務のうち、支払案内業務等について、民間事業者の創意工夫やノクハウを活用するため、「競争の導本

による公共サービスの改革に関する法律Jに基づき、市場化テストによる民間競争入札を実施 (平成20年 6月 30日 開札)

した。
82病 院が、落札者である日立キヤピタル債権回収株式会社と平成20年 7月 31日 付で契約を締結し、平成 20年 10

月から平成 23年 10月 まで (3年 間)の 業務委託を開始した。平成21年 3月末時点で委託額 746百 万円に対して、入

金額 18百 万円 (入金率2 4%)と なっている。

※医業未収金残高 (不良債権相当分)

羽成19年 度 (平成20年 1月末現在)

未収金債権        4, 160百 万円

破産更生債権      2, 521百 万円

医業未収金       1, 639百 万円

※医業収益に対する医業未収金の割合

医業収益

平成 19年 度 (平成 20年 1月末現在)1.308.184百万円

平成20年 度 (平成 21年 1月末現在)1,348,495百万円

→ 平 成 20年 度 (平成 21年 1月末現在)
→ 4, 155百 万円 (△  5百 万円)
→ 2, 677百 万円 ( 156百 万円)
→ 1, 478百 万円 (△161百 万円)

医業未収金      割 合

(184～ 201) 1,6"百 万円     0125%

(194～ 211) 1.4聰 百万円     0110%

※法的措置実施件数

平成 19年 度 (平成 20年 1月末現在)

支払督促制度           84件

少 額 訴 訟        9件

訴   訟           35件

計            128件

→  平 成 20年 度 (平成21年 ゴ月末現在)

155件

10件

36件

201件

4 個 別病院毎の経営改善●l画 (再生プラン)の 実施及び支援 (再掲)

平成20年 3月末に本部において承認した中期的な個別病院毎の経営改善計画 (再生プラン)を 平成20年 4月 より実施

している。業務の見直しによる効率化や各種指導件数の増加による増収、廉価代替品への切り替えによる費用肖1減などの改

善計画を遂行しており、月次決算で進捗状況を確認し、また、年度計画に対して経常収支が著しく下回つている病院に対し

て、再生プラン特別顧間、本部及びプロック事務所による個別訪間を行うなど、収支改善に努めた。

※ 経 常収支が平成20年 度計画を達成した病院 31病 院

経常収支が平成20年 度計画を下回つた病院 27病 院 (うち、前年度実績を上回つている病院 13病 院)

【説明資料】

資料84:経 営の改善 〔415頁 〕

資料85:平 成20年 度医業未収金に係る法的措置等実施状況 (426頁 〕

資料 71:中 期的観点からの個別病院の経営改善について (374頁 〕
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(委員会としての評定理由)

平成 16年 度から平成 2

10Z 2%と なっており、

0年度までの 5年 間で累計した損益計算で経常収支率は

目標を達成した。(業務実績 117頁 参照)

実績 :○
・平均在院日数の短縮や地域連携による診療報酬上位基準の取得など経営改善に向け

た収益の増加や、経費削減等の努力を行い、5期連続の黒字 (経常収支)か つ、大

幅な改善となり、中期計画で掲げた目標を達成した。

(平成 20年 度 経 常収支+392億 円、経常収支率 105 1%)(業 務実績

117頁 参照)
・個々の病院毎では、平成 16年 度決算と比して経常収支において赤字病院が減少

(△35病 院)す るとともに赤字額についても減少 (△146億 円)し 、大幅な収

支改善がされた。(業務実績 117頁 参照)
・総収支についても昨年を大きく上回り4期連続で純利益を出すことができた。(業務

実績 117頁 参照)

実績 :○
・各病院の機能 ・規模による病院の運営方針に応じ、Tul員の適正配置を行うこと等に

より診療報酬上の上位基準の取得等を図るとともに、材料費、人件費、委託費等に

係るコスト肖1減に努め、個々の病院においても収支相償以上を目指し収支改善を推

進した。

これにより、経常費用が対前年度 14億 円の減になる
一方で、医業収益は前年度と

比べ97億 円の増となつたことにより、経常収支39, 238百 万円、当llJ総利益

29, 996百 万円となった。

なお、平成20年 度は第
一期中期目標の最終年度であることから、平成 20年 度に

の利益剰余金については積立金として整理したところであり、目的積立金の申請は

していない。(業務実績 117、  126頁 参照)

実績 :○
・平成 17年 度に作成した 「国立病院機構における債権回収事務の手引」について、

平成 20年 度において、基本的な回収フローの追加等の改正を行い、各病院へ周知

しているところであり、また、定期的に医業未収金の残高調査及び調査結果の情報

提供を行うとともにその縮減に努めるよう注意喚起を行つた。病院においては、出

産育児
一時金の現物給付制度の利用促進による発生防止や債務者毎の督促計画 (回

収計画)を 策定するなどして、その回収に努めており、いわゆる不良債権相当分残

高は、平成 21年 1月末現在で4, 155百 万円と前年同月に対して5百万円減少

させた。(業務実績 118頁 参照)

【評価項目12 経 営の改善】

[数値目標]
・5年 間で累計 した損益計算で経常収支率 100%以

上

[評価の視点]
・中期計画で掲げた経常収支率に係る目標値の達成に

向けて取り組み、着実に進展している力、

当期総禾1益 (又は当期総損失)の 発生要因が明らか

にされているか。また、当期総利益 (又は当期総損

失)の 発生要因の分析を行った上で、当該要因が法

人の業務運営に問題等があることによるものかを検

証し、業務運営に問題等があることが判明した場合

には当該問題等を踏まえた評価が行われているか。

(政・独委評価の視点)

(具体的取組)

1億円以上の当期総利益がある場合において、日

的積立金を中請しなかった理由の分析について留意

する。

貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定

されているか。回収計画が策定されていない場合、

その理由の妥当性についての検証が行われているか。

(政・独委評価の視点)
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回収計画の実施状況についての評価が行われている

か。評価に際し、 1)貸 倒懸念債権 ・破産更生債権

等の金額やその貸付金等残高に占める割合が増加し

ている場合、1)計 画と実績に差がある場合の要因

分析を行っているか。(政・独委評価の視点)

・回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の

検討が行われているか。(政・独委評価の視点)

実績 :○
。毎月 10日 までに前月末時点における患者個人〕1の未収金リストを作成しており、

更に収納期限を3月以上引き続き未収金となっているものの残高の推移を経理責任

者へ報告することとしており、適宜、未収金の管理状況について、管理診療会議等

に諮るなどして未収金の縮減に努めており、平成 21年 1月末現在の医業収益に対

する医業未収金の割合は、0 11%と 前年同月末と比較し0 015%(減 少相

当額208百 万円)改 善させた。(業務実績 118頁 参照)

実績 :○
。これまでの回収状況等を踏まえ、具体的数値目標 (医業収益に対する医業未収金の

割合0 11%の 低減を図る)を 第2期 中期計画に盛り込んだ。(業務実績 118頁

参照)



中 期  日  I「 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

固定負債割合の改善

各病院の機能の維持 を図 りつつ、

投資の効率化 を進め 国 立病院機構

の固定負債 (長期借入金の残高)を

減 らすこ とに よ り財務内容 の改善を

図ること。

固定負債割合の改善

各病院の機能の維持を図 りつつ、

投資 を抑帝1的に行 うことにより 機

構の固定負債 (長期借入金の残高)

を減少 させ る。

そのため 個 々の病院における建

物や 大型医療機器 の役資に当たつて

は 、長期借入金等の篠選確実性等を

確保す るとともに 一 定の 自己資金

を用意することを原員1とする。

1 予   算  別 紙 1

2 収 支計画 別 紙 2

3 資 金計画 Яl紙 3

固定負債割合の改善

平成 20年 度の長期借入等

の予定枠を595億 円 (平成

19年 度から繰り越されるも

のを含む)と するとともに、

内部資金の有効活用により、

機構の固定負債 (長期借入金

等の残高)を 減少させる。

予  算  別 紙 1

収支計画 別 紙2

資金計画 別 紙3

固定負債割合の改善

1.病 院の機能維持に必要な整備を行いつつ員債の減少

(1)建築単価の見直し

引き続き、建物整備における建築コストを引き下げることにより、必要な整備内容を確保t つ́つ整備総額の縮減を図つ

た。

(2)医療機器整備の投資枠

病院の機能維持に必要な医療機器への投資を適切に行うため、各病院の平成 19年 度の決算状況を踏まえた投資枠を設

定した。

また、平成 20年 度から、治験収支を反映させるなど投資枠の拡大を図るとともに、投資の回収や効果についても十分

検証を行い、必要かつ無駄のない投資を行つた。

(3)内部資金の活用

内部資金を活用することにより、病院に対し償還期間の短い貸付設定や償還方法の多様化を行い、病院が投資内容に見

合った償還期間等を選択しやすいものとした。

なお、平成 20年 度においては、自己資金や預託金等内部資金を活用することにより、財政融資資金等外部から新たな

借入を行わず、必要な投資を行つた。

〇中期目標 (中期計画期間中総投資額 1, 984億 円)に 対する進捗

平成 16年 度 平成 17年 度 平成 18年 度 平成 19年 度 平成20年 度

中期計画期間中の総投資額

い部資金台む)1累計額

661イ 意円 477億 円 322億 円 237億 円 3 0 3 億 円

661イ 意円 1,1 3 8億 円 1 , 4 6 0億 円 1 , 6 9 7億 円 2 , 0 0 0 億 円

総投資額に対する割合

(累計額/1 984億 円) 33 3% 57 4% 7  3 .  6 v o 85 5% 100 8%

※総投資額は、各年度に投資決定した医療機器 ・施設設備整備 こかかる金額のうち、第 1期中期 期間中に支払しが 発

生する金額を計上。(支払サイ トを2ヶ 月としているため、平成 21年 5月 までの支払額を計上している。)

○

○平成 20年 度長

255億 円は、

固定負債残高の推移 ( )内 は 16年 度期首からの減少率

平成 16年 度期首 聘或17年 度期末 平成 18年 度期末 平成 19年 度期末 平成 20年 度期末

7,471億 円

(※)

7 , 2 2 3 億 円

( A 3   3 % )

6 , 9 2 5億 円

(▲7 3%)

6, 501億 円

(▲13 0%)

5, 971億 円

(▲20 1%)(※ )

※改革推進公 国 133億 円)を 含めた承継時のJi期借入金は、 7

▲21 5%の 減となる。

604億 円であり、



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

2.資 金の運用

時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金及び運用はない

【説明資料】

資料86

資料87

資料88

資料89

資料90

資料 91

独立行政法人国立病院機構中期計画 別l紙1

独立行政法人国立病院機構中llJ計画 別 紙 2

〔429頁 〕

独立行政法人国立病院機構中期計画 別 紙 3

〔430頁 〕

独立行政法人国立病院機構年度計画 別 紙 1

独立行政法人国立病院機構年度計画 別 紙 2

独立行政法人国立病院機構年度計画 別 紙 3

中期計画 (平成 16年 度から平成20年 度)

中期計画 (平成 16年 度から平成 20年 度)

中期計画 (平成 16年 度から平成 20年 度)

平成20年 度予算 〔431頁 〕

乃成20年 度収支計画 〔432頁 〕

判成20年 度資金計画 [433頁 〕

の予算 〔428頁 〕
の収支計画

の資金計画



中 期 日 標 中 期 針 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

機綱が承経する●務の償還

承継 した債務の処理を橘実に行 う

こと。

機構が承継する債務の償遺

企業会計原員1に基づく 会 計処理

べ と変わることから、国立病院機構

全体 として 収 支相償 を目指す とと

もに、借入金の元利償還を確実に行

機構が承継する債務の償還

平成 20年 度の償還を約定

どおり行う。

3 機 構が承継する債務の償還

1.財 政融資資金の繰上げ償還

機構が承継した過去債務について、財政融資資金借入金の繰上償還 (17 2億 円)を 行った。また、

支払つた補償額 (43百 万円)と 当初支払予定利息 (46百 万円)と の差額は、3百 万円となっている。

2 約 定どおりの確実な償還

当初、予定1ンていた平成20年 度分についても、約定どおり償還を確実に行つた。

平成20年 度償還額

7L金 49, 966, 382千 円

利息 15,325, 578千 円

合計 65, 292,460千 円

(うち繰上償還額)

π 金  1 , 6 7 3 , 9 2 6千 円

補償額    42, 837千 円

合 計  1, 716, 763千 円

繰上償還によつて



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 4 短期借入金の限度額

限度額  110. ● OO百 万円

想定される理由

① 運 営費交付金の受入遅延等に

よる資金不足への対応

② 業 績手当 (ボーナス)の 支給

等 資 金繰 り資金の出費への対

応

③ 予 定外の退職者の発生に伴 う

退職手当の支給等、偶発的な出

資増への対応

2

第4 短 期借入金の限度額

1 限 度額

110, 000百 万円
2 想 定される理由

O 運 営費交付金の受入遅

延等による資金不足への

対応

② 業 績手当 (ボーナス)
の支給等、資金繰り資金

の出費への対応

① 予 定外の退職者の発生

に伴う退職手当の支給等、

偶発的な出費増への対応

第 4 短 期借入金の限度額

平成20年 度における短期借入金はな。



中 期  目  採 中 期 針 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 5 重要 な財産 を譲渡 し、又は担保

に供 しようとするときはその計画

第 5 重要な財産を譲渡し、又

は担保に供しようとすると

きはその計画

第 5 重 要な財産を譲渡 し、又は担保に供 しようとするときはその計画

平成20年 度における重要な財産の譲渡、又は担保に供する計画はない。



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 0 剰余金の使途

決算において剰余 を生 した場合

は、将来 の投資 (病院建物の整備

修繕 、医療機器等の購入等)に

充てる。

第 6 剰余金の使途

決算において剰余を生じ

た場合は、将来の投資 (病

院建物の整備 ・修繕、医療

機器等の購入等)に充てる。

第 6 剰 余金の使途

平成 20年 度決算における利益剰余金は、積立金 239億 を加え、 539億 円を計上した。これらの利益剰余金につ

いては、第一期中期目標の最終年度であることから、積立金として整理したところである。(会計基準第80条 第3項に

よる運営費交l‐l金の振替額 (執行残額)32億 円については、国庫返納予定)

また、平成 18年 度決算における利益剰余金 77億 円については、平成 20年 3月 に厚生労働大臣から目的積立金の

承認を受けており、平成 20年 度において、医療機器整備等147億 円 (補助金除く)の 一部に充てた。

なお、国立病院機構は、医療観察法、障害者自立支援法に基づく政策医療を含め、各地域のニ
ーズにも対応して質の

高い医療の提供を行っているところであり、これらの医療を安定的、確実に提供するためには、築40年 を経過し老朽

化している建物の更新築に加え、耐用年数を経過した医療機器の更新が必要である。

さらに、独法移行時に承継した約 7, 471億 円 (平成 20年 度期末残高 5,080億 円)の 債務について、第二期

中期目標期間中においても2,032億 円を償還しなければならないことから、それらの支払に充てる資金も必要であ

り、経営基盤の安定化が不可欠であることから、利益剰余金については、適切な医療の提供に欠くことのできない新規

投資及び過去債務の償還に充当する資金として必要な額の範囲内であり、安定的な業務遂行のために過大な利益とは

なつていない。

利益剰余金

平成 16年 度   ―

平成 17年 度   ―

平成 18年 度  77億 円

平成 19年 度 316億 円 (うち施設設備整備積立金77億 円)

平成20年 度 539億 円 (うち積立金 239億 円 ※ 会計基準第8o条 第3項 による運営費交付金の振巻額 (執

行残額)32億 円については、国庫返納)



(委員会としての評定理由)

(各委員の評定理由)

(総合的な評定)

固定負債割合について、平成 15年 度との比較で21 5%減 少 (597,

百万円)し ており、中期目標を大幅に上回り、日標を達成した。

平成 15年 度との比較で21

145百 万円)。(業務実績 1

5%減 少しており、日標を大幅に上回った。(597

21頁 参照)

実績 :〇
・内部資金の活用や建築コストの合理化などにより、中期目標を上回る整備を確保し

つつ、長期借入金残高については、対前年度 8 2%、 530億 円の減少 (平成

19年 度は6 1%、  424億 円減)と なった。

また、平成20年 度においては、中期目標の 10%肖 1減を遥かに上回る21 5%

削減となつた。

(業務実績 121頁 参照)

実績 :○

平均在院日数の短縮や地域連携による診療報酬上位基準の取得など、経営改善に向

けた,収益の増加や、経費削減の努力を行つたことにより、計画を大幅に上回る実績

をもつて経営改善に繋げた。(業務実績 117頁 参照)
・投資に当たっては、平成 19年 度までの契約状況の分析による算定方法の見直しや、

投資べの内部資金 (病院の自己資金、預託金等)の 活用により、必要な整備量を

保しつつ、長期借入金を抑制した。(業務実績 121頁 参照)

実績 :―
・時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金及び運用はない。(業務実績 122頁

参照)

実績 :―
・時価又は為替相場の変動等の影響を受ける資金及び運用はない。 (業務実績 122頁

参照)

評 価項 目 13 固 定晏r■t」合の改善、重要な財産の議渡等l

[数値日標]
・固定負債割合 1割削減

(承継時長期僣入金 76

6 8 4 . 4 1 4百 万円

0,  4 6 0百 万円)

[評価の視点]
・投資を抑制的に行い、固定負債の減少を図つている

力、

また、個々の病院における建物や大型医療機器の

投資に当たつて、長期借入金等の償還確実性等や
一

定の自己資金等を含め、基本的な考え方等は整備さ

れている力、

収支計画及び資金計画について、計画と実績とを比

較して3TE離がある場合、その理由は合理的なものか。

資金の運用であって、時価又は為替相場の変動等の

影響を受ける可能性があるものについて、次の事項

が明らかにされているか。(1については事前に明ら

かにされてヽヽる力、)

i 資 金運用の実績
五 資 金運用の基本的方針 (具体的な投資行動の

意思決定主体、運用に係る主務大臣、法人、運用委

託先間の責任分担の考え方等)、資産構成、運用実績

を評価するための基準 (以下 「運用方針等Jと いう。)

(政・独委評価の視点)

資金の性格、運用方針等の設定主体及び規定内容を

踏まえて、法人の責任について十分に分析している

力、 (政・独委評価の視点)



短期借入金について、借入理由や借入額等の状況は

適切なものと認められるか。

・借入金の元利償選を確実に行つているか。

[評価の視点]
・固定資産等の活用状況等についての評価が行われて

いるか。活用状況等が不十分な場合は、その原因の

妥当性や有効活用又は処分等の法人の取組について

の評価が行われているか。(政'独委評価の視点)

利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社

会経済の安定等の公共上の見地かIJ実施されること

が必要な業務を遂行するという法人の性格に照らし

過大な利益となっていないかについて評価が行われ

ているか。(政・独委評価の視点)

実績 :〇
・計画的な資金運用を行い、短期借入金を必要としなかつた。(業務実績 124頁 参照)

実績 :〇
,一部、繰上償還を行うとともに、約定どおり確実に償還を行つた。 (業務実績 123

頁参照)

実績 :―
・平成20年 度における重要な財産の譲渡、又は担保に供する計画はなかった。(業務

実績 125頁 参照)

実績 :○
・国立病院機構は、医療観察法、障害者自立支援法に基づく政策医療を含め、各地域
のニーズにも対応して質の高い医療の提供を行っているところである。

これらの医療を安定的、確実に提供するためには、築40年 を経過し老朽化してい

る建物の更新築に加え、耐用年数を経過した医療機器の更新が必要である。

さらに、独法移行時に承継した約 7,471億 円 (平成20年 度期末残高5, 080

億円の債務について、第二期中期目標期間中においても2, 032億 円を償還しな

ければならないことから、それらの支払に充てる資金も必要であり、経営基盤の安

定イヒが不可欠である。

利益剰余金については、適切な医療の提供に欠くことのできない新規F4・資及び過去

債務の償還に充当する資金として必要な額の範囲内であり、安定的な業務遂行のた

めに過大な利益とはなっていない。(業務実績 126頁 参照)



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 5 その他業務運営に関する重要事

項

人事に関する計画

国民の医療需要や医療環境の変

化に応 え 良 質な医療を効率的に

提供 してい くために、医師等の医

療従事者を適切に配置す る
一方、

技龍職についてはア ウ トノーシン

グ等に努め、一層の効率化を図る

こと。

また、必要な人材の育成や能カ

開発、人事評価や異動を直切に行

うことのできるシステムの機立を

図ること。

第 7 そ の他主務省令で定める業務連

営に関する事項

1 人 事に関するtt画

① 方 針

良質な医療 を効率的に提供

していくため 医 師、看護師等

の医療従事者数については、医

療を取 り巻 く状況の変イヒに応 じ

て柔軟に対応する。

技能職等の職なについては

業務の簡業化 迅 速イヒ ア ク ト

ンーシング化等による効率化を

図る。

また、良質な人材の確保及

71有効活用を図るため ブ tlッ

ク内での職員―括採用を行 うと

ともにプロック内での人事交流

を促ttするためあ人事調整会議

の設置を行 うほか 有 為な人材

の育成や能力の開発 を行 うため

の研修を実施する。

第7 そ の他主務省令で定める

業務運営に関する事項

1 人 事に関する計画

① 方 針

良質な医療を効率的に

提供していくため、医師、

看護師等の医療従事者数

については、医療を取り

巻 く状況の変化に応じて

柔軟に対応する。

技能職等の職種につい

ては、業務の簡素化 ・迅

速化、アウトノーシング

化等による効率化を図る。

また、良質な人材の確

保及び有効活用を図るた

め、プロック単位での職

員一括採用を行うととも

に、プロック内での人事

交流を促進するよう人事

調整会議の運営を行うほ

か、有為な人材の育成や

能力の開発を行うための

研修を実施する。

第 7 そ の他主務省令で定める業務運営に関する事項

1 人 事に関する計画

① 方 針

.患 者のQOLの 向上及び療養介護事業への対応 (再掲)

患者のQOLの 向上のため、看護師の指示の下、入浴、食事、俳泄等のボディータッチを主として行うとともに夜勤にも

対応できる新たな職種として、「療養介助職」を平成 17年 度に泊1設した。また、障害者自立支援法に基づく筋ジス病棟等

における療養介護事業の実施に必要な人員も含め、平成 19年 度までに43病 院で療養介助員を409名 を配置した。

さらに、平成 20年 度においては新たに6病院で療養介助員を64名 配置 (全体で 154名 配置)し 、その結果国立病院

機構全体では49病 院で563名 配置した。(19年 度409名 → 20年 度563名  +154名 )

今後も療養介護事業における患者のQOL向 上のため、引き続き介護必要度に応じた療養介助員の充実強化を図ることと

している。

2_技 能職の離職後の不補充並びに非常勤イヒ及びアウトツーシング化の継続 く再掲)

技能職については、業務の簡素化 ・迅速化を図り、常勤職員の離職後の後補充は行わず、短時間の非常勤Ial員での後補充

又は、アウトツーシング化を図つた。

なお、業務委託についても、検査部門におけるプランチラボは、判成19年 度までに導入した8病院、給食業務の全面委

託は、平成 19年 度までに7病院、平成20年 度新たに佐賀病院で導入し、引き続き効果的な運営を行つた。

3 良 質な人材の確保及び有効活用

良質な人材の確保及び有効活用を図るため、平成20年 度においても引き続き、院長の選任にあたつては、適材適所を徹

底lン、また、職員の採用にあたつては、プロック単位で実施するとともにブロック内での人事交流を促進するため、プロッ

ク担当理事が任命権を有する職員の人事異動の調整を行う人事調整会議を開催し、平成 21年 4月 1日付け人事異動等につ

き、適正に調整を行つた。



中 期  日  標 中 期 針 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績
4.研 修の実施

有為な人材育成や能力の開発を行うため、国立病院機構本部研修委員会により研修計画 (駒戎20年 3月 )を 策定し、実

施した。

平成20年 度の計画においても平成 19年 度に引き続き、院長 ・副院長等の管理 ・監督者に必要な病院の管理運営に関す

る知識の習得及び管理運営能力の向上を図るため、院長研修、副院長研修、統括診療部長研修並びに事務 (部)長 研修等を

実施し、また、業績評価制度の導入に伴う評価者の客観的で公平な立場で評価を行うための研修等を実施した。

なお、平成20年 度に実施した研修は、以下のとおりである。

(1)国 立病院機構本部における院長研修 ・業績評価に係る研修等の実施

院長研修 20名

副l院長研修 24名

統括診療部長研修 22名

事務部長研修 26名

評価者研修 406名  な ど、
31コ ー不実施  2, 669名 が受講

(2)プ ロック事務所における医療安全対策研修等の実施

157コ ース実施  5, 621名 が受講

(3)病 院における感染管理研修等の実施

3, 142コ ース実施  122. 225名 が受講

5.医 師確保対策の推進

(1)女 性医師支援モデル事業の実施

女性医師が子育てをしながら働きやすい職場環境を整備すること及び子育て等で臨床現場から離れている女性医師に対

して復職支援を行うことにより、女性医師を確保することを目的として 「女性医師支援モデル事業Jを 平成 19年 度から

平成20年 度までの2か年計画で15病 院において実施した。

なお、平成 21年 度において、モデル事業を実施した 1琳 院に対しアンケー トを行い、事業の成果を検証し,今 後の

対応策を検討することとしている。

(2)ITを 活用した精神科領域における多施設共同研修の実施 (再掲)

精神科医療施設の教育の中では、細かい手技の指導を要することはあまりなく、映像や画像と音声があれば、ほとんど

の診療情報を指導医と教育を受ける研修医の間で共有することが可能である。精神科医療におけるこのような教育指導の

特色を踏まえ、平成 21年 2月から、肥前精神医療センターを中心とした、花巻病院、久里浜アルコール症センター、東

尾張病院及び琉球病院の 5病院をテレビ会議システムでつなぎ、自院の精神科領域の特徴を踏まえたテーマを各病院が出

し合うことなどを通じ、共通の講義、講演、症例検討会、及び個別の教育指導等を行うことで、症例は豊富にあるものの

医師確保が困難で指導医の体制が必ずしも十分とは言えない病院においても、効果的な教育研修を行うことができるよう、

多施設共同研修システムの運用を開始した。
なお、平成 21年 度以降も、当該システムのより効果的 ・効率的な運用を図つてぃくこととしている。

【説明資料】

資料36:ITを 活用した精神科領城における多施設共同研修 〔214頁 〕



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 針 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)医師の処遇改善 (諸手当の改善)

○ 平 成 18年 に創設した医師数が医療法標準の70%以 下等の病院へ緊急医師派遣制度により派遣された医師に対する

医師派遣手当を動戎20年 4月 に3き 上|ム

また、同時に、緊急医師派遣制度以外で実施されている医師確保又は病院の機能の補完 ・向上を目的とする機構病院

間の医師派遣の活用を図るため、医師派遣手当の支給対象に追加。

○ 夜 間の手術 ・分娩等の業務に備えて待機を行う医師等の処遇の改善を図るため、救急呼出待機手当を創設し、平成

20年 4月 に施行。

O 国 において救急医療及び産科医療を担う勤務医の処遇改善を支援する補助帯1度を創設したことに対応して救急医療体

制等確保手当を創設し、平成21年 4月 に施行。                          ・

0 国 が、医師の給与について、初任給調整手当を引き上げしたことに伴い、地方の病院に勤務する医師が多いことから、

国との均衡を図るため医師手当の引き上げを実施、平成 21年 4月 に施行。

(4)その他

○ 医 師の給与その他について記載したバンフレット『けつこういいぞ!!NHO』 を、大学等関係機関へ配布している。

O 平 成 18年 度に医師確保が困難な国立病院機構病院での診療にあたることを希望した定年予定医師が引き続き勤務で

きるシニアフロンティア制度を創設したところである。平成 19年 度において1人実績があるが、該当医師についてき

らに平成 22年 3月に勤務延長を実施するとともに、平成 20年 度においては、退職予定医師 (1名 )に 対し平成22

年 3月末まで勤務延長を実施した。

O 特 に医EIl確保に問題のある病院については、大学等関係機関への医師派遣の働きかけにおいて、本部が主導的役割を

果たしている。



中 期  目  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

6.看 護師確保対策の推進 (再掲)

医療内容の高度化 ・複雑イヒや多職種からなるチームによる医療に主体的に対応していくことのできる看護師の養成及び今

後の附属養成所の方向性等の検討を目的に、「国立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員会 (報告 1平成

21年 2月 )」を設置し、国立病院機構の看護の質の更なる向上のための一方策とt て́平成21年 度以降下記について取り

組むこととしている。

【報告書 (抜枠)】

(1)看護基礎教育の充実

看護基礎教育における技術項目と卒業時の,1達度を設定し、看護実践能力の到達度を浪J定して検証していくことに着

手する。

(2)教員の質の向上

教員に必要な教育実践能力、看護実践能力、研究能力及びマネジメント能力を向上させるための取組を実施する。

(3)看護師長 (教育担当)の 配置増

新採用者の卒後の教育に携わることのできる看護師長 (教育担当)を 必要に応じて配置を行う。

(4)早期施設間異動の実施

採用後、自分の適性と合つていないなど、就職した病院での勤務が困難になつた場合に国立病院機構内病院へ異動を

行い、継続して勤務できるよう配慮する。

(5)スキルアップラボ施設の充実
24時 間いつでも看護技術が学習できるようシミュレーターなどを整備し、技術教育の充実を図る。

(6)卒後研修制度のモデル的導入

急性期医療から1曼性期医療まで看護を幅広く学ぶことと、卒後のリアリティショックを最小限にし新採用者の離職防

止及び職場定着を目的に院内・院外ローテーションのできる研修制度をモデル的に実施する。

(7)授業料等の見直し

地域性を考慮し、各学校の実情に応じて学校長が授業料等を決定していく。

(8)奨学金制度の見直し

国立病院機構全病院において、各病院で受学金額を決定し、看護学生等に対し貸与する。また、看護大学生にも貸与

可能とするよう貸与期間を3年から4年 に改正する。

1奨学金の貸与状況】

日立病院機構で看護に従事する意思をもつた看護学生に対l ,́奨 学金を貸与する制度を平成 18年 度より創設し、平成

19年 4月 より延べ77名 が卒業し機構病院で勤務しており、看護師確保対策一方策として制度の活用を図っている。

平成 18年 度  20名 (平成 19年 3月卒業者 14名 が、機構病院に勤務)

平成 19年 度  38名 (平成20年 3月卒業者 10名 が、機構病院に勤務)

平成 20年 度 131名 (平成21年 3月卒業者 53名 が、機構病院に就職)

その他に、

(1)急性期医療を提供している病院と慢性期医療を提供している病院に勤務している看護師とが病院間交流研修を行い、実

際の現場で体験し学ぶことにより、看護師確保困難病院がIBっている政策医療分野の看護等についても興味を持たせ、病

院間異動を推進し職員のキャリア形成及び組織活性化のための素地を創るための取組を行った。

(2)港在看護師に対する離職後のギャップを解消することを目的に、最近の看護の動向などをテーマとした公開講座や講習

会を積極的に実施し、平成 2二年4月 には、当該参加者から25名 を採用している。

○潜在看護師を対象とした研修会 ・講習会実施回数 47病 院 3回  279名 参カロ



中 期 目 標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

(3)夜間看護等手当の単価改定を実施し、平成 21年 4月 に施イ■

14)指定研究 「離職した看護師の職場復帰を可能にする要因分析J

採用した看護師の定着を推進することは病院運営にとつて重要な課題となっている。日本における潜在看護職員数は

55万 人とも推計され、その潜在看護師確保にあたり、看護師が専門職として継続して仕事ができる環境整備等を推進し

ていくうえで、離職した看護師の職場復帰を可能にする要因を明らかにすることは重要であると考え、平成20年 度にお

いて、「離職した看護師の職場復j吊を可能にする要因分析J として指定研究を行った。

今後は、当該指定研究において抽出された課題を基に看護師の職場定着に向けた環境整備及び人材育成に努めていくこ

ととしている。

○指定研究 (概要)

潜在看護師や離職して職場復j最した看護師が、職場復帰するにあたり必要とされる支援や条件について明らかにし看

護師確保対策に活用することを目的に、全国国立病院機構の看護師を対象に調査を行った。iJB査内容は1)職 場復帰す

るに至った理由や条件、2)職 場復帰前の不安項目と復帰後の不安項目、 3)職 場復帰前に必要な支援について、4)

職業を継続していく上で期待する支援や体制の整備について、 5)看 護職を継続していく上での支えややりがい感につ

いて、以上の5点に集約して調査を行つた。

今後の課題として次の4点 について示唆された。

(1)潜在看護師の再就業支援のための研修システムの構築が必要

(2)復職した看護師に対する教育プログラムの整備やスキルアップラボなどの設備と、キャリアアップ支援ができる

教育専任の看護師長あるいは副看護師長レベルの人材の配置が必要

(3)働 き続けられる職場環覚の整備として、個人の多様な価値観をお互しヽ こ認め合う人間関係が築ける職場づくりが

看護管理者のリーダーシップに求められる

(4)保育所の整備や勤務体制に対して柔軟な勤務線表の工夫なども再検討が必要

特に、延長保育や夜間保育、病児保育の体制の整備と共に、保育可能な園児数の枠を拡げることも子育て支援と

して組織が取り組む急務の課題として示唆された。

7 障 害者雇用|こ対する取組

障害者の雇用の促進等に関する法律 (昭和35年 法律第 123号 )に 基づく、法定雇用率 (常用労働者に対して2 1%)

の達成を維持すべく、委託範囲や業務分担の見直し等により障害者の雇用に努めた結果、平成 21年 4月 1日 現在で

2 42%と 維持している。

【説明資料】

資料92

資料27

資料93

資料65

資料94

資料 95

資料96

療養介助職配置病院 〔434頁 〕

長期療養者のQOLの 向上等 〔173頁 〕

研修実施状況 〔435頁 〕

国立病院機構における看護師養成のあり方に関する検討委員会報告書 (概要)(365頁 〕

滞在看護師対象の公開講座等の各病院の取組 〔455頁 〕

国立病院機構の医師処遇パンフレット「けっこういいぞ!! NHOJ〔 463頁 〕

国立病院機構の子育て支援バンフレット「子育て中のみなさまへ」〔474頁 〕



中 期 日 精 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

② 人 員に係る指標

国立病院機構の平成 16年 度期首

における常勤職員数を46, 607

人 とす るものの 医 師、看護師等の

医療従事者は 医 療ニーズに適切に

対応す るために 変 動が見込 まれ る

ものであ り、中期 目標の期間中にお

いては、適正な人員配置等によ り人

件費率等の抑制に努める.

特に、技能職 については 中 期 目

標の期間中 714人 (※)の 純減を

図る。

(※ 平 成 15年 度の技會ヒ職員定

員数の 2著1相当)

(参考)

申期 目標の期間中の人件費総額見込み

1, 609, 594百 万円

ただ し、上記の額は、役員報酬並

びに職員基本給 職 員諸手当、超過

勤務手 当、休職者給与及び国際機関

等 lFK遺議員給与に相当する範囲の費

用である。

人員に係る指標

技能職について、平成 20

年度において、 143人 の純

減を図る。(※ 中 期計画△7

14人 ■5-142 8人 )

1.

人員に係る指標

技能職の削減 (再掲)
技能職については、平成20年 度において143名 の削減を.I画のところ、これを上回る239名 の純減を図つた。

これまでのhll減状況

羽成16年 度  純 減数

平成 17年 度  純 減数

羽成18年 度  純 減数

平成 19年 度  純 減数

平成 20年 度  純 減数

2 5 8名

211名

2 3 6名

2 6 3名

2 3 9名

純減率 7 2%

純減率 5 9%

純減率 6 6%

純減率 7 3%

純減率 6 7%

純減数 1, 207名 純減率 38 6%(純 減数 1, 207名 /H16'期 首3, 587名 )



中 期  日  標 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

第 8 整理合理化計画等に基づ

く取組

独立行政法人整理合理化

計画 (平成19年12月24日閣

議決定)及 び 「独立行政法

人国立病院機構の主要な事

務及び事業の改廃に関する

勧告の方向性Jに おける指

摘事項を踏まえた見直し案

(平成19年12月21日厚生労

働省策定)を 踏まえ①平成

20年 度から講ずべき措置

に取り組むとともに、②非

公務員化について平成 20

年度中に結論が得られるよ

う所要の検証等を行 うなど

次期中期計画策定に向けた

所要の準備を行う。

第 8 整 理合理化計画等に基づく取組

1.随 意契約の見直しについて (再掲)

平成 18年 8月 に会計規程の改正を行い、同年 10月 から原則一般競争入札によることとし、随意契約によることができ

る基準を国の会計法令に準じたものとした。

平成 19年 12月 に「随意契約の見直し計画Jを策定し、平成20年 7月に平成 19年 度実績をホ
ームページに公表した。

また、平成20年 1月以降は、予定価格がloO万 円 (賃貸借契約は80万 円)以 上の契約についてホ
ームページに公表

しているところであり、平成20年 度においても、内部監査等を通じて適正な契約の実施について徹底を行つた。

さらに、平成 20年 6月に契約事務の競争性、公正性、透明性の確保、不正防止の観点から、①原則、
一般競争入札であ

ることの徹底、②競争を行う旨を広くお知らせするための入札公告の詳細な方法、③予定価格の積算方法、④事業者との折

衝方法等について各病院へ周知するとともに、契約事務に関して
一層の適正性を担保するため、監事と連携したいわゆる抜

打監査を実施し、国民から疑念を持たれることがないような契約事務の遂行に努めた。

2.人 件費削減の取組 (再掲)

技能職の退職後不補充並びに非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、非効率となっている病棟の整理 ・集約により

収益に見合った職員配置とした。(人件費の肖1減額約▲7,582百 万円)
一方で、心神喪失者等医療観察法に基づく専門病棟の運営及び障害者自立支援法に基づく筋ジス病棟等における療養介護

事業等国の制度の創設や改正に伴う必要な職員配置を引き続き行つた。

また、医療機関であることから医療サービスの低下を招かないように休職者等 (看護師)の 代替要員の確保及び地域医療

計画を踏まえた診療報酬施設基準の維持 ・取得について実質配置による必要な職員配置を行つた。 (政策的人件費の増加額

約8,818百 万円)

その結果、常勤職員の人件費は前年度と比較して約 12億 の増となっている。

平成 19年 度 平成20年 度

人件費 312, 968百 万円  →   314,204百 万円 (1,236百 万円)

なお、人件費率と委託費率を合計した率については、抑えることができた。

平成 19年 度実績 57 4% →  平 成 20年 度決算 57 0%(平 成20年 度計画 58 3%)

3 民 間競争入札による医業未収金の支払案内等業務委託について (再掲)

医業未収金の支払案内業務等について、民間事業者の創意工夫やノウハウを活用するため、「競争の導入による公共サ
ー

ビスの改革に関する法律」に基づき、市場化テストによる民間競争入札を実施 (平成 20年 6月 30日 開札)し た。

82病 院が、落札者である日立キャビタル債権回収株式会社と平成20年 7月 31日 付で契約を締結し、平成20年 10

月から平成 23年 10月 まで (3年間)の 業務委託を開始した。平成21年 3月末時点で委託額 746百 万円に対して、入

金額 18百 万円 (入金率2 4%)と なっている。

4.内 部統制 ・ガバすンス強化に向けた体制整備について

国立病院機構においては、業務の適正な執行を図ることなどを目的とした内部監査の実施などにより内部統制を図つてき

たところであるが、更なる内部統制機能の強化を図るため、平成20年 3月に、国立病院機構の役職員の一人ひとりに法令

遵守の周知徹底を図るとともに、法令等を遵守することにより社会規範を尊重1ン、高い倫理観を持って業務活動を行ってい

くことを目的とした 「独立行政法人国立病院機構におけるコンプライアンス推進規程Jを 制定した。

平成20年 度においては、当該規程を国立病院機構本部のホームページに掲載し公表することによりその推進に努めると

ともに、全病院でコンプライアンス担当者を設置し、管理診療会議等において当該規程の趣旨等について周知を図り、平成

20年 度内部監査の重点項目として当該規程やその趣旨等の定着を図った。

また、平成 20年 度からは、監事 1名を常勤化し、内部統制 .ガバナンスの強化に努めたところであり、平成21年 度に

おいても、本部組織内を見直し、内部監査を実施する組織の明確化と専任職員の配置 (本部業務監査室の新設)を 行うこと

とした。



中 期  目  I「 中 期 計 画 平 成 2 0 年 度 計 画 平 成 2 0年 度 の 業 務 の 実 績

5 保 有資産の主な有効活用につしヽて

保有資産については、学校法人や自治体などと調整し、病院機能との相乗効果が図られる貸付を行うこととしている。平

成20年 度には、刀根山病院の宿舎跡地を保育所を運営する社会福祉法人に、また長崎医療センターの敷地及び学生宿舎を

看護大学を運営する学校法人に貸し付ける契約を締結した。

(参考) 年 FR5貸付料 刀 根山病院 3. 399,669円

長崎医療センター 6, 152,000円

6.総 人件費肖J減について

(1)国立病院機構の平成20年 度における総人件費改革の対象となる人件費は、3, 121億 円 (注)で あり、総人件費改

革の基準値である平成 17年 度の人件費 3, 045億 円と比較すると76億 円の増となっている。

(注)総 人件費改革の対象人件費から除かれる給与改定分 (平成 19年 度給与改定に伴う21億 円の増)を 除いたもの

(2)総人件費肖1減に向けた取組として

① 技 能職の退職不補充

② 非 効率病棟の整理 ・集約、事務職の削減等

③ 独 法移行時の給与カーブの変更 。調整額の廃止

などを行った結果、肖1減額は平成 18年 度から平成 20年 度までの3年間で164億 円となり、総人件費改革の基準値で

ある平成 17年 度の人件費3, 045億 円の5 41%の 肖1減を行った。

(3)一方、国立病院機構としての役割を果たすための人件費増として、

① 他 の設置主体では代替困難な医療の体制整備 (心神喪失者等医療観察法や障害者自立支援法等)

② 地 域医療計画を踏まえた救命救急、周産期等の救急医療をはじめとした政策医療の推進のための対応、医療サービス

の質の向上、医療安全の確保及び患者の処遇改善等のための体制整備

③ 医 師不足解消に向けた取組、医師等の処遇改善及び地域医療との連携強化のための体制整備
などを行った結果、平成 18年 度から平成 20年 度までの3年間で240億 円の増となつている。

人

平成 17年 度

(基準年度)

平成 18年 度 平成 19年 度 平成20年 度

総人件費改革の対象

人件費総額 (百万円) 304, 525 305, 957 310.827 312, 063

対平成 17年 度比率 (%) 100 0 100 5 102 1 102 5

の推移)

平成 18年 度 平成 19年 度 平成 20年 度

人件費削減額 (百万円) ▲ 3. 224 ▲ 5. 677 ▲ 7, 582

平成 17年 度基準額に

対する累計削減率 (%) ▲ 1 ▲ 2 9 2 ▲ 5 41



(各委員の評定理由)

技能職については239名 減少し (平成 16～ 20年 度 1, 207名 純減)、その結

果、中期計画に掲げる日標値 (714名 削減)を 大幅に上回り、日標を達成した。

・技能職については239名 減少し

果、中期計画に掲げる目標値 (71

務実績 73頁 参照)

(平成 16～ 20年 度 1, 207名 純減)、その結

4名肖1減)を大幅に上回り、目標を達成した。(業

実績 :〇

病院長をはじめとした管理 ・監督者に対する研修を実施し、病院の管理運営に関す

る知識の習得及び管理運営能力の向上を図つている。 (業務実績 130頁 参照)
・業務能力向上のための医事業務研修や病院経営研修、医療機関における実習など実

践的な知識 ・技術等の習得を目的とした各種専門研t_Xを実施し、職員の能力開発の

取組を行つている。(業務実績 130頁 参照)

実績 :○
・平成 19年 12月 に 「随意契約の見直し計画Jを 策定し、平成20年 7月 に平成

19年 度実績をホームベージに公表した。業務実績 135頁 参照)
・平成 18年 8月 に会計規程の改正を行い、原則一般競争によることとし、これにつ

いて、平成 19年 度以降内部監査等を通じて徹底を図ってきた。また、平成 20年

度においては、6月 に改めて原則一般競争によること等について徹底する通知を発

出するとともに、監事と連携したいわゆる抜打監査を実施し、その点検を行った。

これらの取り組みにより、競争性のない随意契約の状況が次のとおり減少した。
・18年 度実績 3, 600件 (35 0%)536億 円 (26 2%)
・20年 度実績 2, 483件 (26 0%)363億 円 (15 7%)

(業務実績 135頁 参照)

実績 :○
・女性医師支援モデル事業の実施、 lTを 利用した多施設共同研修の実施、医師確保

困難病院への医師派遣手当の実施、救急医療に従事する医師の処遇改善等により、

医師確保を図つた。(業務実績 130頁 参照)
・看護師確保の具体的対策を検討する委員会で決定した看護師確保を推進していくた

め、具体的対策をllF次実施し、平成 18年 度創設の奨学金制度による奨学生が国立

病院機構病院に延べ77名 が勤務している。

また、各病院において、潜在看護師の対象とした研修会や講習会を積極的に実施し

た。(業務実績 132頁 参照)
・非効率病棟の整理 ・集約等による削減を図る

一方で、国の制度に基づく人材確保、

地域医療計画を踏まえた医療法及び診療報酬の人員基準に沿った体制等、政策医療

の推進のための対応とともに、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者

の処遇の改善等にも留意しつつ、必要な人材確保を図ることにより、人件費の抑制

に努めつつ適正な人員配置を行つた。(業務実績 135頁 参照)
・効率的な人員配置を図るとともに、給与カープのフラット化、基本給の調整額の見

直しにより、人件費の抑制を図った。(業務実績82頁 参照)

寿黄:○
・技能職については239名 減少し

果、中期計画に掲げる目標値 (7

(羽成16～ 20年 度 1, 207名 純減)、その結

14名 肖1減)を 大幅に上回つた。(業務実績 73頁

〔評価項目14 人 事に関する計画l

[数値目標]
・技能職について中期目標期間中に714名 の純減

[評価の視点]
・法人の業務改善のための具体的なイニシアティプを

把握 ・分析し、評価しているか。(政。独委評価の視

点)【第 7 そ の他主務省令で定める業務運営に関す

る事項該当部分】

「随意契約見直し計画Jの 実施 ・進捗状況や目標達成

に向けた具体的取組状況について、必要な評価が行

われている力、 (政・独委評価の視点)

・良質な医療を効率的に提供するために、医師、看護

師等の医療従事者を適切に配置しているか。

また、適正な人員配置等により人件費等の抑制に努

めているか。

・技能職等の職種については、業務の簡素化 迅 速化、

アウトソーシング化等による効率化を図り、中期計

画に掲げる目標値の達成に向けて取り組み、着実に

しているか



実績 :〇
・平成 20年 4月 に全職員について、業績評価制度を導入し、定期的な人事評価の結

果に応じた処遇の決定、人材育成 ・能力開発等の人事上の措置をとる基盤を整備し

た。また、QC活 動等の職員の自発的な取組を奨励 ・表彰し、職員の積極的な能力

発揮を促した。(業務実績 74、 91頁 参照)
・有為な人材育成や能力の開発を行うため、理事長、各プロック担当理事及び各病院

長が、所属する職員の研修の必要性を把握し、研修の計画を立て実施した。(業務実

績 130頁 参照)
・障害者雇用については、委託範囲や業務分担の見直し等による雇用促進の取組によ

り、障害者の雇用の促進等に関する法律 (昭和35年 法律第 123号 )に 基づく、

法定雇用率 (常用剛動者に対して2 1%)の 達成を維持した。(平成21年 4月 1

日現在で2 42%)(業 務実績 133頁 参照)

実績 :〇
・保有資産については、自らの業務運営に有効活用するほか、学校法人や社会福祉法

人などと調整し、病院機能との相乗効果が図られる貸付等を行つている。

また、国立病院機構においては減損損失の認識を企業会計基準により行っているが、

看護師等養成所の再編成や老朽化した病棟の建著言1画を進めていることから、平成

20年 度は、廃上した看護師等養成所や建て替えのため使用しない病棟等について、

減損を認識した。

減損を認識した建物については 今 後除却することとし、除却後の土地は、病棟 ・

宿舎等の建て替えに有効活用するほか、病院機能との相乗効果が図られる貸付等に

より有効活用を行うこととしている。(平成20年 度 減 損損失額 45億 円)(業

務実績 136頁 参照)

実績 :O
・平成 20年 度における国立病院機構の総人件費改革の対象となる人件費は、

3, 121億 円 (注)で あり、総人件費改革の基準値である平成 17年 度の人件費
3, 045億 円と比較すると76億 円の増となつているが、

(1)総人件費削減に向けた取組として

① 技 能職の退職不補充

② 非 効率病棟の整理 ・集約、事務職の肖1減

③ 独 法移行時の給与カープの変更 ・調整額の廃止

等により164億 円の肖1減 (対基準値∧5 41%)を 行い、

(2)一方、国立病院機構としての役割を果たすための人件費増として、

① 他 の設置主体では代替困難な医療の体制整備 (心神喪失者等医療観察法や障害

者自立支援法等)

② 地 域医療計画を踏まえた救命救急、周産期等の救急医療をはじめとした政策医

療の推進のための対応、医療サービスの質の向上、医療安全の確保及び患者の処

遇改善等のための体制整備

③ 医 師不足解消に向けた取組 ・救急医等の処遇改善及び地域医療との連携強化の

ための体制整備

等により240億 円増加したことによるものである。
・引き続き、技能職の退職後不補充、非常勤職員への切替及びアウトソーシング化、

非効率病棟となっている病棟の整理 ・集約等により人件費肖1減を図つていくが、国

立病院機構としての役割を果たしていくためには一定の人件費増は避けられないも

のとなっている。

良質な人材の確保、育成 ・能力開発、人事評価等に
ついて、適切に行うようシステムの確立を図ってい

るか。

「独立行政法人整理合理イヒ計画J(平成 19年 12月 24

日閣議決定)で 処分等することとされた資産につい

ての処分等の取組状況が明らかにされているか。そ
の上で取組状況や進捗状況等についての評価が行わ

れているか。(政・独委評価の視点)

総人件費改革取組開始からの経過年数に応じ、取組

が順調であるかどうかについて、法人の取組の適切

性について検証が行われているか。また、今後、削

減目標の達成に向け法人の取組を促すものとなつて

いるか。(政・独委評価の視点)
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